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博士論文要旨 
小田智典 
題目 
米国における租税専門家の責任と倫理に関する考察 
 
要旨 
本論文が租税専門家の負う責任と倫理を検討するにあたっての問題意識は、自主的な申
告納税制度においては、納税者の納税申告書が正しいことが前提とされており、納税申告書
の作成段階、税務代理段階及びタックスプランニング段階において租税専門家が置かれる
状況は、一般的な民事における契約書作成や争訟において弁護士等の専門家が置かれる状
況と異なるため、その役割、ひいては責任及び倫理の内容が異なるのではないかという点に
ある。 
本論文では、まず、第一章において、本論文の検討課題を設定するとともに、租税専門家
が負う責任と倫理の分析方法としてアメリカ法を参照する意義を述べる。 
第二章において、租税専門家の責任と倫理についての基礎的な検討を行う。具体的には、
アメリカの租税専門家に関する規制（第二章第一節）とアメリカの租税専門家の倫理に関す
る歴史（第二章第二節）を検討する。特に、1950 年代以降議論されてきた「Duty to the 
system」を巡る議論を中心として、アメリカ法において、租税専門家が置かれている状況に
応じて、その負うべき責任・行為規範をどのように理解するかについての基礎理論が存在す
る。これらの検討は、第三章で、アメリカの租税専門家の責任と倫理に関する各論を検討す
る上での視点を提供するものである。 
第三章では、租税専門家の責任と倫理について、アメリカにおける租税専門家の過誤訴訟
の事例を検討するとともに、納税申告書作成段階、税務代理段階、タックスプランニング段
階において租税専門家が置かれる利害関係を分析した上でその行動準則を検討する。 
第四章において、第二章及び第三章のアメリカ法の検討を踏まえ、日本法への示唆を探る。
1 
博士論文 
 
米国における租税専門家の責任と倫理に関する考察 
 
目次 
第一章 日本法の現状と問題の設定 ............................................... 3 
第一節 日本における租税専門家の倫理・行為規範に関する議論の現状 ............. 3 
第二節 問題の設定 .......................................................... 4 
第一款 本稿で分析の対象とする租税専門家 ................................... 4 
第二款 検討課題－租税専門家に関する責任と倫理の内容 ....................... 4 
第三款 租税専門家が負う倫理規範に関する検討の意義と限界 ................... 6 
第三節 アメリカ法に関する先行研究 ........................................... 6 
第四節 分析の方法－アメリカ法との比較法的考察 ............................... 9 
第五節 検討の順序 .......................................................... 9 
第二章 アメリカの租税専門家の責任と倫理についての基礎的考察 .................. 10 
第一節 アメリカの租税専門家に関する規制 .................................... 10 
第一款 規制の概要........................................................ 10 
第二款 租税意見書の役割 .................................................. 11 
第三款 租税専門家と民事罰との関係 ........................................ 13 
第二節 アメリカの租税専門家の倫理に関する歴史 .............................. 17 
第一款 租税倫理の発展 .................................................... 17 
第二款 Duty to the system 論争 ........................................... 27 
第三章 アメリカの租税専門家の責任と倫理に関する裁判例と学説 .................. 31 
序 ......................................................................... 31 
第一節 専門家の過誤（総論） ................................................ 32 
序 ....................................................................... 32 
第一款 責任を負う人的範囲 ................................................ 33 
第二款 注意義務の水準 .................................................... 36 
第二節 納税申告書作成場面における専門家の責任 .............................. 40 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 ............................................ 40 
第二款 弁護士の行動準則及びその学説 ...................................... 46 
第三節 税務代理における専門家の責任 ........................................ 51 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 ............................................ 51 
第二款 弁護士の行動準則及びその学説 ...................................... 52 
第四節 タックスプランニングにおける専門家の責任 ............................ 62 
2 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 ............................................ 62 
第二款 弁護士の行動準則及びその学説 ...................................... 63 
第五節 損害論 ............................................................. 67 
第四章 日本法への示唆........................................................ 72 
第一節 問題の確認 ......................................................... 72 
第二節 租税専門家の責任と倫理についてのアメリカ法からの示唆 ................ 72 
第一款 納税申告書作成段階における租税専門家の責任に関する示唆 ............ 72 
第二款 税務代理段階における専門家の責任に関する示唆 ...................... 73 
第三款 タックスプランニング段階における専門家の責任に関する示唆 .......... 73 
第三節 おわりに ........................................................... 74 
 
  
3 
米国における租税専門家の責任と倫理に関する考察 
小田智典 
 
第一章 日本法の現状と問題の設定 
第一節 日本における租税専門家の倫理・行為規範に関する議論の現状 
税理士法は、税理士及び通知弁護士による税理士業務を認めているところ（同法 52 条、
51 条）、日本国内においては、租税専門家としての税理士の職務と責任、特に税理士業務の
過誤に係る民事責任について、かねて相当な議論が行われ、具体的な過誤事例・裁判例に基
づき、過誤防止の観点から多くの分析が加えられてきた1。 
他方で、租税専門家としての弁護士又は税理士の役割に着目した、租税専門家の倫理（tax 
ethics）及び行為規範については、これまでほとんど分析がなされてこなかった。国税庁は
「税理士法違反行為 Q&A」を公表しているものの2、税理士法に違反する法令違反行為に関す
る一般的な説明にとどまっており、行政庁による税理士の具体的な倫理・行為規範は公表さ
れていないといってよい3。また、日弁連・各弁護士会又は法曹関係者による租税弁護士の
役割・責任・倫理・行為規範に係る積極的な提案はほとんどなされたことはない。 
しかしながら、アメリカ法において分析されてきたとおり、租税専門家の倫理は、一般の
法曹倫理の内容とは異なった内容を持つ可能性がある。後述のとおり4、アメリカ法におい
ては、1940年代以降、租税専門家の倫理について ABA（全米法曹協会）を中心に活発に議論
されるようになり、米国財務省はいわゆる Circular 230において連邦租税法実務に携わる
専門家の具体的な実務基準を制定している。また、数は少ないものの、ロースクール生・実
務家向けの租税倫理に関するケースブックも公刊されている。 
 
                                                     
1 後掲注 12)に列挙する論考に加えて、加藤義幸『税理士法と民事責任』（六法出版社、1996）、日本税理
士会連合会編・山田二郎『税理士業務の民事責任とその対策』（東林出版社、1997）、日本税理士会連合会
編・新井隆一『税理士業務と責任』（ぎょうせい、1997）、大江晋也＝岩下忠吾編著『税理士職業賠償責任 
事例からみた税理士の注意義務』（ぎょうせい、1997）、伊藤義一『税理士の民事責任とその対応策』（新
日本法規、1999）、南部孝男『ケーススタディ 税理士の損害賠償責任』（清文社、1999）、日本税理士会
連合会監修・髙野角司＝市嶋裕二『ケーススタディによる税理士損害賠償事故例と予防策』（税務研究
会、2001）、齋藤和助『税理士損害賠償請求事例にみる事故原因と予防策』（清文社、2016）、内田久美子
＝堀招子編集代表『科目別解説 判例から学ぶ税理士損害賠償責任 相続税編』（大蔵財務協会、2016）
及び内田久美子＝堀招子編集代表『科目別解説 判例から学ぶ税理士損害賠償責任 所得税・法人税・消
費税編』（大蔵財務協会、2018）等。 
2 国税庁 HP「税理士法違反行為 Q&A」 
（https://www.nta.go.jp/taxes/zeirishi/zeirishiseido/ihan/pdf/qa.pdf 2019年 1月 7日最終閲
覧）。 
3 なお、監査法人のガバナンスについては、平成 29年 3月 31日付けで金融庁より「監査法人の組織的運
営に関する原則＜監査法人のガバナンス・コード＞」が公表され、監査法人に対してもガバナンス・コー
ドの策定が求められるようになり、より自律的な対応が求められるようになった。 
4 第二章第二節参照。 
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第二節 問題の設定 
第一款 本稿で分析の対象とする租税専門家 
租税専門家というと、弁護士及び税理士（あるいは公認会計士）が想起されるが、「租
税専門家」の定義を行うことは極めて難しい。例えば、所得税・法人税に関する節税効果
のある生命保険を販売する保険会社も「租税専門家」であるかもしれないし、相続税に関
して節税対策を講じる銀行も「租税専門家」であるかもしれない。能見善久の整理によれ
ば、専門家の特徴として、第一に仕事の内容が高度で専門的であること、第二に知的判断
が中心的であること、第三に高い職業的倫理及び顧客との信頼関係が重視されることが
挙げられていることを踏まえ5、本稿では、租税専門家とは、租税法分野において顧客か
らの信頼に基づき高度な知的判断が求められる職業者であると暫定的に定義しておきた
い。 
本稿は、米国における租税専門家として主に検討される租税弁護士及び公認会計士の
うち、租税弁護士の行為規範・義務を中心に検討するが、「租税専門家」の定義に頑なに
こだわることはせず、租税に関わる専門家がいかなる場合に義務を負い、当該義務違反に
よってどのような責任が生じるのかを検討することを目指す6。 
 
第二款 検討課題－租税専門家に関する責任と倫理の内容 
一 従来の検討の不足 
専門家責任に関するこれまでの議論については、能見善久によって提案された高度注
意義務違反型と忠実義務違反型という理論的枠組み7を中心に、専門家責任の理論的な研
究が進むとともに、法律論として先行していた「医師の責任」に関する議論を踏まえ、弁
護士、公証人、鑑定士、公認会計士、土地家屋調査士、宅地建物取引主任者、建築士等の
各種専門家の責任につき多角的な研究が進められてきた8。 
議論が先行している「医師の責任」については、医療関係者の民事責任の法的構成のみ
ならず、医療技術上の過誤の内容、医療水準とその決定要素、医療水準と医療慣行との相
違、医療水準に達していない医療行為を行う場合の医師の行為義務、治療上のガイドライ
ンの公表、説明義務の根拠・内容・分類、インフォームドコンセントの是非、医療事故の
                                                     
5 能見善久「専門家の責任－その理論的枠組みの提案」専門家責任研究会編『専門家の民事責任』別冊
NBL28号 4頁、5頁（1994）。 
6 浦川道太郎ほか「『専門家の責任』法理の課題」法時 67巻 2号 30頁、31頁［潮見佳男発言］（1995）も
同様の視座から「専門家責任」を分析している。なお、イェール大学の Boris I. Bittker は、専門家責
任の厳格な定義を避けつつ、①裁判所や政府機関、②専門家の社会、③専門家の伝統及び④専門家自身の
良心から生じる適格性・誠実性の基準を包含する広い意義であると提案する（Boris I. Bittker, 
Professional Responsibility in Federal Tax Practice, in PROFESSIONAL RESPONSIBILITY IN FEDERAL TAX 
PRACTICE 233, 236 (Boris I. Bittker ed., 1970)）。 
7 能見・前掲注 5）4頁。 
8 専門家責任に関する論集として、例えば、川井健編『専門家の責任』（日本評論社、1993）、専門家責任
研究会編『専門家の民事責任』別冊 NBL28号（1994）、川井健＝塩崎勤編『新・裁判実務大系 8 専門家責
任訴訟法』（青林書院、2004）等がある。また、理論的な研究として、浦川道太郎ほか・前掲注 6）、河上
正二「『専門家の責任』と契約理論」法時 67巻 2号 6頁（1995）等がある。 
5 
予防、医療事故被害救済のための制度設計等について、多角的かつ具体的な議論が形成さ
れてきた9。前述のとおり、医療過誤責任を専門家責任の一つの典型として、それとの対
比を足がかりに他の専門家の責任に関する検討が多く進められてきた。 
また、弁護士倫理については、2004 年に法科大学院制度が導入されたことに伴い、外
国法の研究を含む活発な議論が形成された10。 
他方で、租税専門家の役割又は倫理については、後述するとおり、米国において 1940
年代以降現在に至るまで積極的な議論・研究が進められてきた。また、OECD において、
2008年に「税務仲介者（tax intermediaries）の役割についての研究」という報告書11が
発表されるなど、グローバルな観点からも租税専門家の役割は重要性を増している。税務
申告の内容の最終的な意思決定者は、企業等の経営者等であることに疑いの余地はない
が、経営者等の意思決定を基礎づけるのは租税専門家のアドバイスである。グローバル企
業に限らず、納税者が税務上のコンプライアンスを確保するためには、租税専門家のアド
バイスが信頼される必要がある。租税専門家が信頼されるためには、租税専門家を規律す
る義務や行為規範の仕組みが重要であり、租税専門家の役割と倫理の解明が中心的な課
題と言えるだろう。 
しかしながら、日本国内においては、第三節で言及するアメリカ法の先行研究に加えて、
日本国内における租税専門家の負う責任についての多数の個別案件に関する論考が発表
されているところではあるものの12、租税専門家が負う役割、責任又は倫理について活発
な議論が行われたとはいえない。 
 
二 租税専門家の責任と倫理の内容が特徴的である可能性 
租税専門家の負う責任と倫理を検討するにあたっての問題意識は、自主的な申告納税
制度においては、納税者の納税申告書が正しいことが前提とされており、納税申告書の作
成段階及び税務代理段階等において租税専門家が置かれる状況は、一般的な民事問題に
                                                     
9 これらの「医師の責任」に関する議論の概要については、手嶋豊『医事法入門（第 5版）』237頁（有斐
閣、2018）を参照されたい。 
10 小島武司ほか編『法曹倫理』（有斐閣、2004、［第 2版］2006）、塚原英治ほか編『法曹の倫理と責任』
（現代人文社、2004、［第 2版］2010）、藤倉晧一郎監修・日本弁護士連合会訳『【完全対訳】ABA法律家
職務模範規則』（第一法規、2006）、ロナルド・D・ロタンダ（当山尚幸ほか訳）『アメリカの法曹倫理－事
例解説（第 3版）』（彩流社、2012、［第 4版］2015）等。 
11 当該報告書については、本庄資編著『国際課税の理論と実務―73 の重要課題』（大蔵財務協会、2011）
に所収の本田光宏「OECD における『税務仲介者』の位置づけについて」、須藤一郎「国際課税における税
務仲介者の役割及びそのあり方に関する考察」及び本庄資「納税者と税務当局との対決関係から協力関係
への転換のための税務仲介者の役割」を参照。 
12 税理士の責任についての論考としては、例えば、占部裕典「税理士の民事責任－税理士法第 2条第 2項
の専門家責任を中心にして」税法学 544号 15頁（2000）、池田秀敏「専門家責任論と税理士の忠実義務」
税法学 546号 5頁（2001）、占部裕典「税理士の専門家責任の課題と今後－善管注意義務の程度と範囲
－」税務弘報 52巻 10号 6頁（2004）、平仁「税理士の専門家責任－平和事件最高裁判決を素材として」
税法学 533号 33頁（2005）、升田純「現代型取引をめぐる裁判例」判時 2272号 29頁（2015）、2273号 3
頁（2015）、2275号 12頁（2016）、2276号 10頁（2016）、2278号 15頁（2016）、2279 号 3頁（2016）、
2281号 11頁（2016）、2282 号 16頁（2016）及び 2284 号 11頁（2016）等がある。 
6 
おける契約書作成や争訟において弁護士等の専門家が置かれる状況と異なるため、その
役割、ひいては責任及び倫理の内容が異なるのではないかという点にある。例えば、第二
章で検討するように、アメリカの学説の中には、自主的な申告納税制度において、納税者
が政府に対して負う「Duty to the system」を基礎として、租税弁護士も政府に対して一
定の義務を負うと主張する見解が有力である。 
 
第三款 租税専門家が負う倫理規範に関する検討の意義と限界 
ここで、租税専門家が負う倫理規範を検討するにあたって、その意義と限界を確認して
おきたい。 
前述のとおり、OECD において「税務仲介者（tax intermediaries）の役割についての
研究」という報告書 が発表され、グローバルな観点からも租税専門家の役割は重要性を
増しており、租税回避という現象に適切に対処するためには、立法的整備に加えて、租税
専門家の倫理と規律等、市場参加者のインセンティブに着目した総合的アプローチが重
要であると指摘される13。また、国家が形成するルール以外の「ソフトロー」の議論とし
て、行政庁及び専門職団体によるルール化のあり方についても重要性が指摘されている
ところである。 
他方で、注意しなければならないのは、専門家に求められる倫理は、直接的には法規範
ではないため、租税専門家が負う倫理的な行為規範を抽出したとしても、それ自体が法規
範を形成するわけではないことである。租税専門家が負う倫理的な行為規範は、厳格すぎ
るかもしれず、逆に緩やかにすぎるかもしれない。また、時代又は国若しくは地域によっ
て、専門家に求められる役割及び倫理の内容が変化するかもしれない。さらに、抽出され
た行為規範が実際に現実において機能するためには、課税庁又は専門職団体による統一
的な行為規範として公表される必要があるだろう。この意味で、今後、課税庁又は専門職
団体による租税専門家の責任及び倫理に関する包括的な検討が望まれるところである。 
 
第三節 アメリカ法に関する先行研究 
本稿の検討課題として、まず、アメリカ法における租税専門家が負う責任と倫理の特徴を
検討することとなるが、この点について、これまで日本ではどのような議論が行われてきた
のだろうか。議論の出発点を明らかにするために、従来の研究において何が指摘され、何が
議論されずに来たのかを確認する必要がある。前述のとおり、日本国内における税理士を中
心とする租税専門家が負う責任について多数の個別案件に関する論考が発表されていると
ころではある。アメリカ法における租税専門家が負う責任及びその背景にある倫理に着目
した論考は多くないものの、2007年の小林秀太の論考と 2011年の髙橋祐介の論考は、租税
専門家が負う責任を、一般的な弁護士等の専門家が負う責任と比較する視点を提唱してお
                                                     
13 増井良啓『租税法入門（第 2版）』56頁（有斐閣、2018）。 
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り、本稿はこの問題意識に立って租税専門家が負う責任と倫理の考察を試みるものである。
ここでは、主要な先行研究を年代順に紹介するとともに、本稿がこれらの先行研究からどの
ような示唆を受け、これらの先行研究からどのように議論を発展させようとするものかを
明らかにしておきたい。 
 
  一  佐藤英明の論考（1992年） 
(1) 佐藤の指摘 
佐藤英明は、アメリカ法における租税制裁法に関して、課税庁による課税手続、米国に
おける利子税制度を概観した上で、刑事罰制度、納税者による脱税行為に対する制裁であ
る民事詐欺罰、非詐欺的民事罰である懈怠罰及び実質的過少申告に対する罰則金等の諸
制度を整理することによって、米国における租税制裁法の特徴及び民事罰と刑事罰との
機能分担について分析を加えるとともに、1954 年に内国歳入法典が制定されて以降、い
わゆるタックス・シェルターの出現や、実際には調査を受けないことを予想してきわめて
疑問のある立場によって申告書を作成するという「調査くじ」（audit lottery）が数多く
おこなわれることになったことなどに応じた納税者に対する制裁のあり方の変遷を明ら
かにした14。 
 
(2) 佐藤の指摘と本稿との関係 
佐藤の指摘は、アメリカ法における租税制裁法に関する議論を整理した点において重
要である。 
本稿は、米国における納税者に対する制裁に関する歴史的な議論と並行して、租税専門
家が負う責任と倫理に関する歴史的な議論を考察しようとするものである。後述のとお
り15、ABA Formal Opinion 314 及び ABA Formal Opinion 85-352等の租税専門家の倫理規
範と民事罰規定は相互に影響を与えながら導入又は改正されてきた。 
 
二 笠井修の論考（1993年、2004年） 
(1) 笠井の指摘 
笠井修は、アメリカ法における専門家責任に関する議論を整理し、専門家に対する過誤
訴訟における訴訟原因は、ネグリジェンス、保証責任、詐欺、不法行為、契約違反、擬制
的詐欺、信認関係上の義務違反等多岐にわたり得るものの 、その責任の可否は、詐欺や
擬制的詐欺等の悪質な事例を除いて、第二次不法行為法リステイトメント 299 条 A に定
められているとおり、「その専門家または熟練者の一員でその同業者間においてしかるべ
き地位にある（in good standing）者が、通常有している技能及び知識を用いる」義務を
果たしたか否かに収斂されると整理するとともに、専門家団体の自律的規律が民事責任
                                                     
14 佐藤英明『脱税と制裁（増補版）』130頁（弘文堂、2018、［初版］1992）。 
15 第二章第二節参照。 
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の判断に用いられ得ることを指摘している16。 
 
(2) 笠井の指摘と本稿との関係 
笠井の指摘は、アメリカ法における専門家の民事責任に関する議論を整理した点にお
いて重要である。 
本稿は、笠井によって整理された専門家の民事責任に関する基準を土台として、アメリ
カ法における租税専門家の民事責任についても考察しようとするものである。また、笠井
が民事責任に影響を与え得ると指摘する専門家団体の自律的規律について、本稿は米国
における専門家団体である ABAの倫理規範を考察しようとするものである。 
 
三 小林秀太の論考（2007年） 
(1) 小林の指摘 
小林秀太は、米国における租税専門家の意見書規制に関して、いわゆる Circular 230
に定められる意見書規制の沿革とその規制内容及び意見書規制に対する批判を整理した
上で、租税専門家は依頼者の利益を最大限代理するだけでなく、税制全体の秩序を維持す
ることが期待されているという、租税専門家に求められる役割の二面性が Circular 230
に現れていると指摘した17。 
 
(2) 小林の指摘と本稿との関係 
小林の指摘は、租税専門家に求められる役割の二面性に基づいて、米国における租税専
門家の意見書規制を分析した点において重要である。 
本稿は、小林が着目した租税専門家に求められる役割の二面性に関する歴史的な議論
について考察するとともに、租税専門家が意見書を発行する場面を含む、納税申告書作成
段階、税務代理段階、タックスプランニング段階それぞれにおける租税専門家が置かれる
利害関係に応じた行為規範を考察する。 
 
四 髙橋祐介の論考（2011年） 
(1) 髙橋の指摘 
髙橋祐介は、1965年の ABA Formal Opinion 314及び 1985年の ABA Formal Opinion 
85-352 の公表や米国で公刊されたケースブックにおける議論を踏まえて、米国の申告納
税制度のもとで、納税申告書作成段階における租税専門家である弁護士の役割及び義務
を分析し、小林と同様に、租税専門家である弁護士については、依頼者の利益の最大化と
                                                     
16 笠井修「アメリカ法における『専門家の責任』」川井健編『専門家の責任』103頁（日本評論社、
1993）及び笠井修「アメリカ法における専門家責任」川井健＝塩崎勤編『新・裁判実務体系 専門家責任
訴訟法』345頁（青林書院、2004）。 
17 小林秀太「タックス・シェルター意見書規制の意義に関する一考察」金子宏編『租税法の基本問題』91
頁（有斐閣、2007）。 
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いう一般的な法曹倫理の基本的な枠組みを前提としつつ、申告納税制度を背景とした租
税法分野特有の責任が成立しうることを指摘する18。 
 
(2) 髙橋の指摘と本稿との関係 
髙橋の指摘は、租税専門家に求められる役割を踏まえて、米国における納税申告書段階
における租税専門家特有の行為規範を分析した点において重要である。 
本稿は、髙橋が着目した租税専門家に求められる役割に関する歴史的な議論について
考察するとともに、納税申告書作成段階だけでなく、税務代理段階、タックスプランニン
グ段階それぞれにおける租税専門家が置かれる利害関係に応じた行為規範を考察する。 
 
第四節 分析の方法－アメリカ法との比較法的考察 
租税専門家の責任と倫理を課題として検討するにあたっては、租税専門家についての豊
富な論考が存在するアメリカ法を参照する。特に、1950年代以降議論されてきた「Duty to 
the system」を巡る議論を中心として、アメリカ法において、租税専門家が置かれている状
況に応じて、その負うべき責任・行為規範をどのように理解するかについての基礎理論が存
在する。一般的な民事問題における契約書作成や争訟において置かれる利害関係との違い
が、租税専門家の責任・行為規範に影響を与える可能性があることを検討する本稿において
は、これらの基礎理論を理解しておくことが不可欠である。 
 
第五節 検討の順序 
以下、第二章及び第三章において、アメリカ法を参照する。まず、第二章において、租税
専門家の責任と倫理についての基礎的な検討を行う。具体的には、アメリカの租税専門家に
関する規制（第二章第一節）とアメリカの租税専門家の倫理に関する歴史（第二章第二節）
を検討する。これらの検討は、第三章で、アメリカの租税専門家の責任と倫理を検討する上
での視点を提供するものである。第三章では、租税専門家の責任と倫理について、判例と学
説を中心に、具体的な検討を行う。 
以上のアメリカ法の検討を踏まえ、最後に第四章で日本法への示唆を探る。 
 
  
                                                     
18 髙橋祐介「申告書の作成と専門職責任」税法学 566号 223頁（2011）。 
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第二章 アメリカの租税専門家の責任と倫理についての基礎的考察 
第一節 アメリカの租税専門家に関する規制 
第一款 規制の概要 
アメリカで租税分野に関与する弁護士、公認会計士及び登録代理人（enrolled agent）
19等の実務家は様々な規制を受ける。主要な規制は以下のとおり整理され、かかる規制が
租税専門家による助言の権威の源泉となると考えられている20。 
 
①専門家倫理 
周知のとおり、弁護士と公認会計士にはそれぞれ異なる倫理規定が適用される21。弁
護士は、一般的には、ABA 法律家職務模範規則22及び ABA 専門職責任模範規定に基づく
各州の倫理規定によって規制されている。公認会計士は、 AICPA（全米公認会計士協会）
の定める規則に基づく各州の会計委員会の規則によって規制される。 
②Circular 230 
連邦議会は、「他人を代理する者の業務を規制し」、「不適格」若しくは「信用を失墜
させ」又は「規則に違反した」代理人の資格を停止し、又は剥奪する権限を財務省に付
与している（31 U.S.C.§330）。当該法律に基づいて 1921年に制定された規則が、連邦
規則（Code of Federal Regulation）Part10 of Title31（Circular 230として知られ
る）である。Circular 230は、IRSに対して税務代理業務を行うことが認められた全て
の者（弁護士、公認会計士、登録代理人（enrolled agent）及び登録保険数理士（enrolled 
actuary））に適用される23。 
③内国歳入法典及び米国財務省の規則 
米国内国歳入法典（以下「IRC」と略称することがある。）§6111 及び 6112は、報告
義務の対象となるタックス・シェルターにつき、重要なアドバイザ （ーMaterial Advisor）
にタックス・シェルターの開示義務及び顧客リストの保存義務を負わせている24。IRC§
                                                     
19 弁護士、公認会計士及び登録代理人の業務内容及び権限の相違については、瀬沼雄二ほか「米国の税務
行政（下）」税大ジャーナル 6号 213頁（2008）を参照。 
20 David T. Moldenhauer, TAX OPINION, IN LEGAL OPINION LETTERS: A COMPREHENSIVE GUIDE TO OPINION LETTER 
PRACTICE §7.2. (3d M. John Sterba, Jr. ed. 2002). 
21 職業上の行動規程(Professional Standards)の概要については、カミーラ・E・ワトソン（大柳久幸ほ
か訳）『アメリカ税務手続法』49頁（大蔵財務協会、2013）を参照。 
22 ABA法律家職務模範規則の訳語は、藤倉晧一郎監修・前掲注 10)に依拠しており、以下同様である。 
23 Circular 230の規制の概要については、ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)55頁以下を参照。 
24 IRC§6111 及び 6112の邦訳につき、新谷幹雄「米国の一般否認規定の法定化とその意義に関する研
究」（http://ir.c.chuo-u.ac.jp/repository/search/binary/p/7180/s/4992/ 2019年 1月 7日最終閲
覧）添付資料 27頁（2015）を参照。また、タックス・シェルターの開示義務及び顧客リストの保存義務
につき、一高龍司「濫用的取決めに係る情報開示と協力的コンプライアンス～OECD及び米国の動向から
の示唆」青山慶二研究主幹『グローバル時代における新たな国際租税制度のあり方～BEPS(税源浸食と利
益移転)プロジェクトの討議文書の検討～』98頁（2015）及び居波邦泰「タックス・シェルターに対する
税務行政のあり方‐日本版 LLPへの対応を考慮に入れて‐」税大論叢 52号 425頁、453頁（2006）を参
照。 
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6664(c)は、過少申告に合理的理由（reasonable cause）があり、納税者が誠実に（in 
good faith）行動したと認められる部分に係る過少申告額について、罰則が適用されな
いことを定めるところ、財務省規則（Treasury Regulations）§1.6664-4は、納税者
が依拠することのできる租税助言の基準を定める25。IRC§6694 は、不正確な申告や租
税回避商品の販売等に関与した「申告書作成者」に対する罰則を定める。IRC§6700は、
濫用的なタックス・シェルター等の販促活動に対して、加算税が賦課されるような活動
をしたプロモーター、申告書の作成者等に対しても加算税を課す26。 
④米国証券取引法 
米国証券取引法 10条(b)項は、州際通商の手段を用いて、SECが定める規則に違反し
て証券の購入又は売却に関して相場操縦的又は詐欺的策略をもしくは術策を用いるこ
とを禁止し、これを受けて規則 10b-5は、(i)詐欺を行うための策略、計略、又は技巧
を用いること、(ⅱ)重要な事実について不実表示をすること、または誤解を避けるため
に必要な重要な事実の表示を省略すること、(ⅲ)詐欺もしくは欺瞞となり、又はそのお
それのある行為、慣行、又は業務を行うことを禁止している。規則 10-b5の規制の対象
には、公認会計士、弁護士も含まれている27。 
⑤過誤訴訟 
誤った助言を与えた弁護士又は公認会計士等の実務家は、潜在的に過誤訴訟を提起
されるおそれがある。 
⑥刑事責任 
IRC§7206(2)は、納税申告書等の文書で、重要な部分が詐欺的又は虚偽であるものを
準備し又は提出することを故意に幇助し、教唆し又は助言指導する者は、刑事上の責任
を負うと定めており、そのような助言を与えた租税専門家は刑事上の責任を負う。 
 
第二款 租税意見書の役割 
米国においても租税法の複雑さは増しており、経済活動のほとんどの局面において租
税法が関わるものであるため、納税者は、様々な場面で、かつ、様々な理由により租税専
門家から税効果に関する意見を得ようとする。 
租税意見書は、納税者が直面している事実又は仮定の事実に対して、租税法の適用関係
を示すことになるが、租税意見書には 5つの種類があると整理される28。 
 
①納税者のタックスプランニングに関する意見書：当該意見書は、納税者の個人的な又
                                                     
25 IRC§6664(c)の邦訳につき、新谷・前掲注 24)添付資料 31頁参照。合理的理由による免除につき、岡
村忠生「米国の新しい包括的濫用防止規定について」社団法人日本租税研究協会『税制改革の課題と国際
課税の潮流(第 62回租税研究大会記録 2010)』138頁、152頁（2010）を参照。 
26 IRC§6700 の邦訳につき、新谷・前掲注 24)添付資料 33頁を参照。 
27 黒沼悦郎『アメリカ証券取引法（第 2版）』114頁（弘文堂、2004）。 
28 David T. Moldenhauer, supra note 20, at §7.1. 
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は事業上の課題を遂行するための手段を、関連する租税法を踏まえて計画する目的
で与えられるものである。これらの租税意見書は、一般的には、当該計画が実施され
る前に提供される。 
②納税申告書の立場に関する意見書：当該意見書は、納税者が納税申告の際に取る立場
を評価する目的で与えられるものである。一般的には、関連する個人的な又は事業上
の手段を実行した後に提供される。 
③制裁（penalty）から保護するための意見書：当該意見書は、②の納税申告書の立場
に関する意見書に含まれるものであるが、納税者が申告書において選択した立場に
対して、IRSが適法に異議を述べた場合に課され得る制裁に対抗するために用いられ
ることを意図として作成される。これらの意見書は、納税者が選択した立場が許容さ
れた範囲内にあることを示す証拠として機能する。 
④財務監査意見書：当該意見書は、企業のタックスポジションを示す財務報告を監査す
る目的で、会計監査を行う者に対して与えられる。 
⑤タックス・シェルター意見書：当該意見書は、タックス・シェルター商品の販売に関
して、投資家又はタックス・シェルター商品を販売するプロモーターに対して直接与
えられる。 
 
租税意見書は、種々雑多な場面で与えられる。David T. Moldenhauer が挙げる例とし
ては、IRSによる税務調査の際に、適切な解決を図るために、納税者の立場の強度に関し
て租税意見書を発行する場合、取引の交渉の際に、相手方に対してある一定の立場を取る
ことを受け入れることを説得するために租税意見書を発行する場合、買収や組織再編等
に関する課税関係について租税意見書を発行する場合、証券の購入者の課税関係に関す
る開示をするために証券発行者のために租税意見書を発行する場合等がある29。 
納税者の観点からみた場合、租税意見書の主要な欠点は IRS を拘束する効果を欠くこ
とにある。納税者は、状況によっては、レタールーリング30の形式で、IRS から直接、租
税の確実性を確保することもできる。しかしながら、レタールーリングの手段は、確定的
な意見を得られるか不確実であるという欠点を有している。例えば、IRS は、一般的に、
仮定的状況や計画についてレタールーリングを発行しないとされる。また、仮に納税者が
IRSから租税の確実性を得ようとして、結果としてそのような確実性を得られない場合に
は、納税者は、IRSに納税者が置かれている状況を開示することになり、税務調査を受け
る可能性を高めてしまう懸念も生じる。このようなレタールーリングの欠点に加えて、納
                                                     
29 Id. 
30 レタールーリング制度については、金子宏「財政権力-課税権力の合理的行使をめぐって」芦部信喜ほ
か編『岩波講座 基本法学 6 権力』151頁（岩波書店、1983）、酒井克彦「事前照会に対する文書回答手続
の在り方」税大論叢 44号 566頁（2004）、増井良啓「租税法の形成におけるアドバンス・ルーリングの 
役割」COE ソフトロー・ディスカッション・ペーパー・シリーズ COESOFTLAW-2005-1（2005）及び神山弘
行「事前照会制度に関する制度的課題《研究ノート》」RIETI Discussion Paper Series 10-J-036
（2010）を参照。 
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税者の時間・予算の制限等の様々な理由により、租税専門家による租税意見書の発行が求
められる。 
租税意見書を発行する実務家が、専門家として従わなければならない行為規範につい
ては第三章第二節以降において詳述する31。 
 
第三款 租税専門家と民事罰との関係 
一 序 
租税専門家の責任は納税者の義務に依存する部分が多くあるため、納税者が負う義務
が、実務家が果たすべき基準を評価する基礎を与えることになる。本款において納税者及
び申告書作成者の民事罰に関する基礎的な部分を概観する32。 
 
二 納税者の民事罰の概要 
(1) 民事罰の概要 
内国歳入法典は、税金の未納又は不適切な納税申告に対して種々の民事罰を定めてい
る。IRC§6651 は、期限内の申告懈怠について履行遅滞に係る民事罰（Delinquency 
Penalties）を課している。IRC§6662 は、法律又は規則に関する過失又は無視に起因す
る過少申告33、相当過小申告34、評価に係る過少申告35並びに経済的実質を欠く取引及び未
開示の国外金融資産に起因する過少申告36等の一定の行為に起因する過少申告について
正確性に係る民事罰（Accuracy Penalties）を課している。また、IRC§6663は、詐欺に
起因する税額の過少申告について民事罰（Civil Fraud Penalty）を課している37。 
 
(2) 民事罰の適用除外 
                                                     
31 タックス・シェルター意見書の規制については、小林・前掲注 17）91頁に詳しい。 
32 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)129頁。 
33 「過失」には、「義務を履行しようとする合理的な試みをしないこと」が含まれ、「無視」には「あらゆ
る態様の不注意、認識ある過失又は故意による無視が含まれる」とされる（IRC§6662(c)）。また、IRS
が過失民事罰を課す場合、その賦課には適法性の推定が認められ、納税者は、①自身に過失がなかったこ
と及び②不注意、認識ある過失又は故意によって法令を無視していなかったことの双方を立証する責任を
負うとされる（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)135 頁）。 
34 申告した納税額と正当な納税額との差額が「相当」である場合に、この民事罰が課される。例えば、個
人については、正当納税額の 10％又は 5,000ドルのいずれか大きな方を上回る場合、その過少申告は
「相当」であるとされる（IRC§6662(d)(1)(B)） 。 
35 個人、非公開会社(closely held corporations)及び人的役務提供会社(personal service 
corporations)による、資産の過大評価に関する所得税の過少申告をいう。 
36 2010年の改正により、経済的実質を欠く取引による租税利益の否認に伴い、その否認に起因する増差
税額に対して民事罰が課されることとされた。当該取引が開示されていない場合には、民事罰の割合が加
重される（IRC§6662(i)）。 
37 詐欺民事罰については、政府が、納税者の「納付すべきことが知られている税額を逋脱しようとする意
思」を「明白かつ説得的な証拠」により立証した場合に限り課される。弁護士その他の租税専門家に対し
て関連する事実を全て開示した上で納税者の当該ポジションが適切であるという意見を取得し、当該意見
に対する誠実な信頼が、詐欺民事罰の賦課を回避するのに有効であるとされる（ワトソン（大柳ほか
訳）・前掲注 21)146頁）。 
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ア 正確性に係る民事罰及び詐欺民事罰の適用除外 
IRC§6662の正確性に係る民事罰及び IRC§6663の詐欺民事罰は、IRC§6664(c)の「合
理的な理由」による統一的な免責規定の対象とされ、納税者が過少申告には合理的な理由
があったこと、誠実に（in good faith）行動したことを納税者が立証すれば民事罰は課
されない38。 
Reg.§1.6664-4(c)(1)は、租税専門家の意見への信頼について、納税者が、租税専門家
の意見に対して合理的に依拠し、誠実に行動した場合には「合理的な理由及び誠実な行動」
が認められると定める。合理的に依拠し、誠実に行動したといえるためには、少なくとも、
事案ごとに、全ての事実と状況を考慮に入れた上で、事実と法律において非合理的な仮定
を置かないことが求められる。例えば、納税者がその専門家の知識の欠如を知っていた又
は合理的に知るべきであった場合、納税者がその専門家に関連する事実を十分に開示し
ていない場合、当該取引に係る納税者の真の目的に関して誤った前提を基に助言がなさ
れている場合等には満たさないとされる。他方で、納税者が意図的に、疑問のある租税利
益を得るために取引を構成する場合や、租税専門家が利益相反の関係にあることを知っ
ていた又は知るべきであったのに知らなかった場合に、当該意見書を信用したときには
納税者は「合理的」ではないとする裁判例もある39。特に、IRSは、2003年に、罰則に関
するポリシーとして、タックス・シェルターのプロモーターとの金銭的取決めを有してい
るような、取引に非独立的な（non-independent）専門家の意見書を信用したとしても、
納税者の合理的な理由及び誠実な行動の証明として受け入れないと公表している40。 
 
イ 相当過少申告民事罰の適用除外 
相当過小申告民事罰については、納税者のポジションが①「合理的な論拠 41」
（reasonable basis）に裏付けられており、かつ、その事実関係が納税申告書上若しくは
納税申告書に添付する形で開示されている場合42、又は②「実質的な典拠43」（substantial 
                                                     
38 財務省規則§1.6664-4(b)(1)は、「合理的な理由及び誠実な行動」は、事案ごとに全ての事実と状況を
考慮して決定すると規定する。また、一般に、最も重要な要因は、適切な納税義務を確定する当該納税者
の努力の程度であるとし、「合理的な理由及び誠実な行動」を示唆する状況には、納税者の経験、知識及
び教育を含む事実と状況に照らして、事実と法に関する誠実な誤解が合理的である場合が含まれるとされ
る。 
39 Canal Corp. v. Commissioner, 135 T.C. 199 (2010), 106 Ltd. v. Commissioner,136 T.C. 67 
(2011).  
40 IRS Penalty Policy Statement, 2003 TNT 249-9 (2003). 
41 「合理的な論拠」とは、無意味ではない（not frivolous）又は明らかに不適当とはいえない（not 
patently improper）という基準よりは高度の水準のものとされる。 
42 「合理的な論拠」の例外規定は、納税申告書において、多数当事者間の金融取引に基因する項目につい
て、当該企業の所得を明確に反映していない場合には適用されない（財務省規則§1.6662-4(e)(3)）。 
43 「実質的な典拠」とは、more likely than not（支持される見込みが 50％以上）の基準ほど厳しくは
ないが、合理的な論拠よりは厳しい基準である（財務省規則§1.6662-4(d)(2)）。なお、10から 15％の可
能性があれば合理的な論拠基準を満たし、33％の可能性があれば現実的可能性基準を満たし、45％の可能
性があれば実質的な典拠基準を満たし、50％超の可能性があれば more likely than not の基準を満たす
と整理するものもある（BERNARD WOLFMAN ET AL., STANDARDS OF TAX PRACTICE, 107-108 (6th ed. 2004)）。 
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authority）に裏付けられている場合にのみ民事罰が課されないとされている（§6664(c)）
44。 
「実質的な典拠」は、客観的な基準であり、納税者の「実質的な典拠」があるとの信用
とは無関係である。Reg.§1.6662-4(d)(2)は、「実質的」と認められる「典拠」として、
内国歳入法典、財務省規則（Treasury Regulations）、解釈通達（revenue rulings）、手
続通達（revenue procedures）、判例、委員会報告に反映された立法意思（congressional 
intent）、両院合同租税委員会が作成した租税立法の一般説明（ブルーブック）、レタール
ーリング、技術的助言に関するメモ（technical advice memoranda）及び IRSが示した見
解を列挙しているが、租税専門家の意見書は挙げられておらず、租税意見書における結論
それ自体は「実質的な典拠」とはみなされない45。 
 
ウ 経済的実質を欠く取引及び未開示の国外金融資産に起因する過少申告に係る民事罰
の適用除外 
「合理的な理由及び誠実な行動」の基準による免責は、経済的実質を欠く取引に起因す
る過少申告の民事罰には適用されない（IRC§6664(c)(2)）。したがって、納税者は専門家
の意見を信頼したからといって、当該民事罰の賦課を回避することはできない。また、国
外金融資産に起因する過少申告に係る民事罰については、「合理的な理由及び誠実な行動」
の基準による免責の対象とされる。 
 
三 実務家に対する民事罰の概要 
(1) 納税申告書代理作成業者に対する民事罰 
IRC§6695は、納税申告書又は還付請求書の全て又は大部分を有償で作成する者が、①
納税申告書又は還付請求書における非合理的なポジションについて知り、又は合理的に
知り得た場合であって、かつ、当該ポジションを開示しており、その「合理的な論拠」を
有していない場合、又は②当該ポジションを開示していないが、その「実質的な典拠」を
有していない場合に民事罰を課している46。 
 
(2) 濫用的なタックス・シェルターの宣伝販売 
IRC§6700は、タックス・シェルターを組成し、その組成を幇助し又はその商品に関す
                                                     
44 この例外規定は、タックス・シェルター項目を含まない場合にのみ適用される。タックス・シェルター
に起因する相当過少申告罰は、過少申告に合理的な理由があり、かつ誠実に行動したことを証明した場合
に限って回避され（IRC§6664(c)(1)）、有資格の租税専門家を信頼していたという事由は、その専門家が
関係する全ての争点を検討し、非合理的な仮定を置かず、そして、利益相反がない場合に限って合理的な
理由と認められるとされる（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)140頁）。 
45 財務省規則§1.6662-4(d)(3)(ⅲ). 
46 「合理的な論拠」及び「実質的な典拠」については、納税者に適用される基準と同義であると考えられ
ており、また、当該ポジションがタックス・シェルターに関連するものである場合には、適切な開示に代
えて「50％超の確率」の基準を満たさなければならない（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)42-44
頁）。 
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る権利の販売に関与する者（プロモーター）について、そのような活動に関連して、虚偽
又は詐欺の申告書等又は評価額の甚大な過大評価申告書47を作成し又は提出した場合に
は、1,000ドル又はそのような活動によって稼得する（又は稼得することになる）総所得
の 100％のいずれか少ない額の民事罰を課している。また、プロモーターが、タックス・
シェルターへの参加による租税上の利益に関する申告に関与している場合に、当該プロ
モーターが当該申告の重要な事項が虚偽であり又は詐欺的であることを知り又は知りえ
たときは、当該活動で稼得した総所得の 50％の民事罰を課している。 
 
(3) 訴訟手続の遅延又は根拠薄弱な訴訟提起に係る制裁 
IRC§6673(a)(2)は、租税裁判所が、弁護士及び他の代理人が「合理的な理由がなく、
かつ、濫用的に訴訟手続を繰り返している」と判断する場合には、「そのような行為によ
って当然に発生する超過費用、経費及び弁護士報酬を個人的に支払うこと」を要求するこ
とができると定めている。  
                                                     
47 評価額の甚大な過大申告書とは、資産又は役務提供の価額に関して行われる申告であって、その申告価
額が正当と認定された額の 200％を超えており、かつ、その資産又は役務提供の価額が関与者の所得控除
又は税額控除の額に直接関係しているものと定義されている（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)47
頁）。 
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第二節 アメリカの租税専門家の倫理に関する歴史 
第一款 租税倫理の発展 
一 租税倫理の起源（1945年～1965年） 
(1) 時代背景 
1945年から 1965 年にかけて、租税倫理に関して論じた弁護士及び学者が、租税専門家
の役割について検討した第一世代であったとされる48。 
米国においては、1950年の朝鮮戦争、1962年のキューバのミサイル危機、1964年のベ
トナム戦争への直接介入の本格化等、冷戦の軍事化が進んでいた49。第 2次大戦後の民主
主義・資本主義陣営と共産主義陣営の対立という世界構造の中で、米国では、第 2次大戦
期に画期的に進められた個人所得税の大衆課税と急傾斜の累進性、法人所得税の高税率
を柱とする重負担の税制を、戦後の平時にも定着させることを納税者に受容させるため
に、様々な税制改革が行われ、特にアイゼンハワー政権による 1954年の内国歳入法典の
制定は、第 2 次大戦後における連邦財政及び税制上の転移効果を確定する国民的選択の
あらわれと位置づけられる50。 
また、国内においては、1954 年に公立学校における人種分離教育を違憲とするブラウ
ン判決が下され、1964 年に公民権法が成立するなど人種問題に対して法令平等が徐々に
実現された51。また、1965年に貧困家庭の児童が多数就学している公立学校に連邦政府が
財政援助を提供する初等中等教育法や、低所得家庭の大学生への奨学金等を連邦政府が
負担する高等教育法だけでなく、老齢者医療扶助及び低所得者医療扶助も成立するなど、
福祉国家化も積極的に進められた52。 
租税専門家の役割について検討した第一世代による議論の背景には、東西対立の冷戦
の長期化が見込まれ、米国が民主主義・資本主義陣営の基軸国として膨大な軍事支出を賄
うとともに、国内の福祉政策を実現するために、国民に重負担を受容させる必要に迫られ
ていたという歴史的な事情があることに留意する必要がある。 
 
(2) 1949 年から 1952 年までの議論 
1949年に、ABAの不動産法、遺言検認法及び信託法に関する州及び連邦税法委員会が、
租税法学における自然法の重要性に関する報告書を公表し、租税法は、自然法の普遍の原
理としての米国における政府及び法の哲学による根底の道徳原則（moral principles）に
よって制限されなければならないと述べて、法を現実との関係で捉えるリアリズム法学
                                                     
48 Michael Hatfield, Legal Ethics and Federal Taxes, 1945-1965: Patriotism, Duties, and Advice, 
12 Florida Tax Review 1,3 (2012). 
49 久保文明『アメリカ政治史』141-178頁（有斐閣、2018）。 
50 渋谷博史『20世紀アメリカ財政史Ⅰ－パクス・アメリカーナと基軸国の税制－』135-137頁（東京大学
出版会、2005）。 
51 久保・前掲注 49)164-165。 
52 久保・前掲注 49)169-173。 
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に対する警鐘を鳴らした53。 
1952年には、ABAにおいて、租税専門家の倫理的問題に関する討論会（Tax Law Review 
banquet）が開催された54。ニューヨーク大学の Jerome R. Hellersteinは、①租税弁護
士が関与した書類作成日のバックデート等の詐欺的又は違法な行為について、「租税弁護
士が、事実や状況に関して故意の不正確な説明をすることによって租税回避がもたらさ
れる書面の作成や助言をすることは非倫理的である」ということ、②不当な控除
（deduction）に関する助言について、「租税弁護士が、明白に課税対象であるにもかかわ
らず、不当な控除や所得不計上を行うように助言することは非倫理的である」こと、③納
税者の利益となるような法律問題（例えば、クリフォード型信託55及び低額資本会社56）
の解決について、「法律上疑義のある事項について事実を完全にかつ公正に開示すること
を推奨する義務はない」ということを主張した57。また、弁護士の Thomas N. Tarleauは、
他の一般的な法分野における弁護士倫理との違いが「どの問題においても常に政府を相
手方とする」点にあると指摘して、弁護士は、当局に対して事実を明らかにする義務があ
る（秘匿特権は及ばない）ということを指摘した58。また、現在の Ice Miller LLPの創設
者である弁護士の Merle H. Miller は、租税倫理の研究における弁護士会の重要性を指
摘している59。 
 
(3) 1952 年以降の議論 
1952年の討論会以降、租税倫理に関して多くの議論がなされることになる60。Caplin & 
Drysdaleの創設者である Mortimer M. Caplinは、「租税実務における権威ある指針」の
                                                     
53 Joseph F. McCloy et al., The Moral Issue, 27 Taxes 9 (1949). 
54 Edmond Cahn et al., Ethical problems of Tax Practitioners: Transcript of the Tax Law Review 
's 1952 Banquet, 8 Tax L. Rev 1 (1952) reprinted in ETHICAL DUTIES TO THE TAX SYSTEM: A HANDBOOK 311 
(Scott A. Schumacher & Michael Hatfield eds., 2015). 
55 Helvering v. Clifford, 309 U.S. 331 (1940)で問題となった被告名が由来とされる信託（小山貞夫編
著『英米法律語辞典』177頁（研究社、2011）「Clifford trust」の項を参照）。一定の資産を運用して得
る収益金で子弟等の教育経費を賄いたいという場合に、譲与者が当該子弟等を受益者として信託を設定す
ることにより贈与を行うことで、信託期間（10年以上を要する）後に復帰権的権利を保持しつつ、他方
当該信託期間における所得税の対象は受益者とすることにより節税を図ることが可能であった。1986年
法により 10年を超えるものは通常の譲与者信託とみなされるようになり、課税対象になった。 
56 税法上の理由から、営業規模のわりに過小資本しかもたず不足分を株主等の貸付けで補っている会社。
1958年の内国歳入法典以後税法上の理由はなくなったとされる。 
57 Edmond Cahn et al., supra note 54 (statements by Jerome R. Hellerstein), reprinted in 
Schumacher & Hatfield, supra note 54, at 315, 316-321. 
58 Edmond Cahn et al., supra note 54 (statements by Thomas Tarleau), reprinted in Schumacher & 
Hatfield, supra note 54, at 321, 324-325. 
59 Edmond Cahn et al., supra note 54 (statements by Merle H. Miller), reprinted in Schumacher & 
Hatfield, supra note 54, at 327, 329-330. 
60 租税倫理に関する深い議論が開始されたことに関して、ヴァージニア大学の John Potts Barnes は「租
税倫理に関する突如とした関心の爆発」と評し、特に自主申告納税制度における「租税倫理に関する特別
な重要性」が認識されたことによると結論づけている（John Potts Barnes, The Lawyer and the 
Voluntary Assessment System, 40 Taxes 1034 (1962)）。 
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必要性を強調し61、政府に供給するために必要な巨額の資金は、「民主主義の伝統」を侵害
することなく調達されるべきであると述べた62。1954年の内国歳入法典の制定作業に携わ
った Norris Darrell は、弁護士会がより関与することを期待し63、ハーバード大学の John 
M. Maguireは、弁護士会によって、租税弁護士が負っている特別な義務について言外の
意味が明らかにされること、すなわち、租税実務において生じている多数の共通事項が整
理されることを期待した64。また、Merle H. Millerは、資本主義崩壊の危険性から健全
な税制及び租税倫理確立の重要性を説き、租税弁護士が、民主主義のもとで築き上げた税
制に対して国民が適切な尊敬を維持するように最善を尽くすように努力すべきだと考え
た65。ハーバード大学の Erwin N. Griswoldは、冷戦による税負担増加の必要性と税負担
の不公平さの観点から、弁護士が、税負担が公平となるように働く「公的な責任」を負っ
ていると議論した66。Robert N. Miller は、「警察国家」の考え方に落ちることなく税務
行政を行うことが非常に重要だと述べ67、イェール大学の Boris I. Bittker は、歳入調
達の必要性へあまりに共鳴することによって、財務省が国民全員を代表し、それゆえ、財
務省が国民の誰よりも優れた美徳（virtue）を有していることを具現化させてしまうかも
しれないと懸念し68、租税弁護士の役割の重要性を説いた。 
 
二 租税倫理の発展（1965年～1985年） 
(1) 時代背景 
1965年から 1966 年にかけてベトナム戦争への反対運動が広がり始めるとともに、1972
年のウォーターゲート事件によって大統領権威が低下した。経済的には、強インフレと経
済的停滞の併存するスタグフレーション基調に転換したため、納税者の所得は実質ベー
スでは伸び悩むが、強インフレのため名目ベースでは膨張したので、個人所得税の累進的
な構造の中で、税引き後所得の実質的価値の低下がみられた69。1950年代以降、戦後的な
税制が納税者に受容された条件は、第 1にその税収が民主主義・資本主義陣営の基軸国と
して膨大な軍事費に使われることであり、第 2 に経済成長の中で税引き後所得が実質ベ
                                                     
61 Mortimer M. Caplin, Responsibilities of the Tax Adviser - A Perspective, 40 Taxes 1030, 1031 
(1962). 
62 Mortimer M. Caplin, What is Good Tax Practice: A Statement of the Problem and the Issues 
Involved, 21 N.Y.U. Ann. Inst. on Fed. Tax'n. 9, 13 (1963). 
63 Norris Darrell, The Tax Practitioner's Duty to His Client and His Government, 7 Prac. Law. 
23, 39 (1961). 
64 John M. Maguire, Conscience and Propriety in Lawyer's Tax Practice, 13 Tax L. Rev. 27, 48 
(1957). 
65 Merle H. Miller, Morality in Tax Planning, 10 N.Y.U. Ann. Inst. on Fed. Tax'n. 1067, 1082-83 
(1952). 
66 Erwin N. Griswold, The Blessings of Taxation: Recent Trends in the Law of Federal Taxation, 
A.B.A. J., Dec. 1950, 999, 1002, 1057 (1950). 
67 Robert N. Miller, Human Elements in the Federal Tax System, 10 N.Y.U. Ann. Inst. on Fed. 
Tax'n 1049, 1050 (1952). 
68 Bittker, supra note 6, at 268. 
69 渋谷博史『現代アメリカ連邦税制史：審議過程と議会資料』93頁（丸善、1995）。 
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ースでも伸び続けることにあったが、これらの条件が失われたとき、税収の使途も含めた
財政全般と税制のあり方について、再度国民的な選択の手続が行われる必要が生じた70。
この政治的、経済的な危機や変化の時期において、税制は大幅に変更され、ほとんど全て
の税制改正においてアグレッシブなタックスプランニングに対抗する規定が設けられ71、
1985年頃までに、特に、タックス・シェルターへの投資環境は大きく変わったといえる。 
また、弁護士業界においても、1969年に「専門職責任模範規定」（ABA Code）が採択さ
れるとともに、1983年に、より詳細な行為規範を定める「法律家職務模範規則」（ABA Model 
Rules）が採択された。さらに、1965年と 1985 年は、ABAによって公表された租税弁護士
の法曹倫理に関する 2つの重要な Opinionが公表された年である。1965年の Opinion 314
は税務申告作成場面における行為規範について初めて公表された意見であり、1985 年の
Opinion 85-352は、事実上 Opinion 314の改正であるとされる。 
1965年から 1985 年にかけての租税倫理の発展はこのような文脈の中に位置する。 
 
(2) ABA Formal Opinion 314 の公表（1965 年）72 
ア Opinion 314公表の経緯 
                                                     
70 渋谷・前掲注 69）93-94頁。 
71 1969年税制改革法は、ミニマム税を創設し、hobby losses と投資所得の控除を制限し、不動産の原価
償却を制限した。1976年税制改革法は、いわゆる「アットリスクルール」によりノンリコース・ローン
を用いた租税回避を規制し、前払費用の控除を制限し、パートナーシップ損益の配賦について「実質的な
経済効果」（substantial economic effect）テストを成文化し、法を意図的に無視した納税申告書作成者
に対する民事罰を追加した。1978年税制改革法は、「アットリスクルール」を強化し、キャピタルゲイン
税と事業税を大幅に削減することによって、アグレッシブなタックスプランニングへのインセンティブを
減らした。1981年経済再建税法（ERTA）は、個人の最大税率を引き下げることで、タックス・シェルタ
ーを用いるインセンティブを引き下げた。1982年課税の公平と財政責任法（TEFRA）は、濫用的なタック
ス・シェルターのプロモーターに民事罰を課すとともに、財務長官がそのようなプロモーターに対して差
止命令を求めることを認めた。また、納税額の過少申告がタックス・シェルター投資に関連していた場
合、その立場が「実質的な典拠」（substantial authority）を有し、当該税法上の取扱いが「支持される
見込みが 50％以上」(more likely than not)であると合理的に信じていた場合にのみ、ペナルティを免
れることができると定められた。1984年財政赤字削減法（DEFRA）は、タックス・シェルター登録と潜在
的濫用的タックス・シェルターのオーガナイザー及び販売者の投資家リストの保存義務を定め、タック
ス・シェルター開示･資料保存義務が導入された。 
72 Opinion 314 の公表の経緯については、Michael Hatfield, Committee Opinions and Treasury 
Regulation: Tax Lawyer Ethics, 1965-1985, 15 Fla. Tax Rev. 675, 683-689 (2014)を参照。Opinion 
314の原文については、Schumacher & Hatfield, supra note 54, at 535 を参照。 
Opinion 314（抜粋）（筆者による仮訳） 
納税制度における交渉や和解は、必ずしも正しい納税結果となる保証をもたらさな
い。他の民事紛争に関して起こるのと同様に、正しい納税結果は租税紛争における和
解の偶然によってのみ生じる。司法上の判断や相手方との仮定的な書類のやりとりの
ない状況において、助言者は、常に、紛争の和解のために、依頼者の強みを押し出し、
弱みを最小化するだろう。…紛争の和解による誤った又は時に不公正となる納税結果
は犯罪ではない。 
同様に、依頼者の納税申告書作成過程で依頼者に助言を求められた弁護士は、その
21 
ABA の倫理基準に関する正式な意見を公表する権限を持つのは倫理委員会(Committee 
on Professional Ethics)であるところ、ABAの租税部会(Tax Section)は、租税実務に関
する準則（Standards of Tax Practice）に関する委員会（Tax Standards Committee。以
下「租税委員会」という。）を通じて Opinionの公表を促した。租税委員会は 1962年に創
設され、租税法分野で「どのような倫理問題が…租税法分野に特有であるかを確認する」
こと及び「実務における倫理水準を高める」ことを目的としていた。 
租税委員会には、租税弁護士が独自の倫理規範を持つべきかどうかを決定するなどの
他の目標があったが、その第一の優先事項は租税弁護士に専門職倫理規範（Canons of 
Professional Ethics）を租税実務に適用することであった。租税弁護士の間では、弁護
士会による公式な基準の明確化の要望が高まっており、租税弁護士は 20年以上の間、義
務と基準について議論してきたが、それらの義務や基準をどのように明文化すべきかに
ついてコンセンサスはなかった。弁護士の倫理規定におけるほとんどすべての取り組み
は、裁判所を面前とした、相手方との敵対的行為の概念に基づいてきたため、租税弁護士
の非訴訟的役割に対する専門職倫理規範（Canons of Professional Ethics）の適用につ
いては疑問が残っていた。 
さらに、IRSを相手として業務を行う弁護士は、Circular 230の実務基準の適用を受け
るため、IRSを（少なくとも訴訟外における）単なる敵対者として特徴付けることを排除
する、より一般的な義務を負っているかどうか議論された。第二款で述べる納税者と租税
弁護士の Duty to the Systemに関する議論と並んで、「納税申告書における疑わしいが
議論の余地がある事項」を開示する義務があるかどうかについての具体的な議論がなさ
れた。 
租税委員会は、専門職倫理規範（Canons of Professional Ethics）を適用することで
問題が解決されると期待して、倫理委員会に Opinionの公表を求めた。1964年、6人の弁
護士73が、主として、以下のとおり、①タックスプランニング、②IRS との和解交渉、③
税務訴訟の 3つの状況における開示義務を中心とした問題について議論した。 
 
①タックスプランニング場面において、(1)弁護士は、依頼者に対し、納税申告書にお
いて、議論の余地があるものの、正当な方法で事実を解釈する「合理的な論拠」があ
る立場について、そのような立場を取るように助言できるか、(2)助言できるとして、
                                                     
73 Boris Kostelanetz, Jules Ritholtz, Don V. Harris, Jr., David W. Richmond, Lipman Redmond, 
and Mitchell Rogovin の 6名。 
立場に合理的な論拠がある場合に限り、依頼者に最も有利な立場を申告することを自
由に促すことができる。したがって、特定の取引が課税所得をもたらさないと信じる
場合、又は特定の支出が費用として適切に控除される場合には、弁護士は当該取引や
費用を取り巻く状況を説明する書類を依頼者の納税申告書に添付するよう助言する義
務を負わない。 
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当該立場を開示する必要があるかどうか。 
②IRS と和解交渉をしている弁護士は、税務調査官に対して、依頼者のごまかし
(deception)を開示する必要があるかどうか。 
③税務訴訟において、弁護士は依頼者のごまかし(deception)を裁判所に対して開示す
べきかどうか。 
 
租税委員会は具体的な問題に対する具体的な分析を望んだが、倫理委員会（租税弁護士
が委員に含まれていなかったとされる。）はより一般的な基準を示そうとし、その結果と
して、Opinion 314が公表された。 
Opinion 314は、IRSが裁判所ではないということを考慮して、税務上の助言を行う行
為及び税務調査時に依頼者を代理する行為は、政府側と敵対的な性質を持つものとして
位置づけ、弁護士は IRSに対して特別な義務を負わず、訴訟における倫理規則によって規
律されるべきであると結論づけた。すなわち、租税弁護士は敵対者である IRSと相対する
依頼者の代理人に過ぎず、依頼者の立場に議論の余地がある限り、租税弁護士は依頼者の
弱みを IRS に開示する義務を負わず、かつ、納税申告書について助言することについて
は、その立場に合理的な論拠がある場合に限り、依頼者に最も有利な立場を申告すること
を自由に促すことができるとした。 
 
イ Opinion 314に対する反応 
しかしながら、Opinion314 が IRS は敵対者であることを前提とすることや納税申告書
作成場面に関する助言と税務調査場面における依頼者の代理行為とを区別していないこ
とから、Opinion 314に対する疑義が生じた。また、「合理的な論拠」が何かというのは
必ずしも自明なものではなく議論の対象となった。 
Opinion 314が公表された当初は、弁護士業界において Opinion 314 は周知されていな
かったようであるが74、1974年にニューヨーク大学租税法研究所の Henry Sellinが「合
理的な論拠基準」（reasonable basis standard）が租税弁護士の共通見解を反映している
ことの論拠として Opinion 314を引用するなど75、租税実務における専門家責任に関する
議論が蓄積されるようになった。弁護士の Frederic G. Corneelは、「合理的な論拠基準」
（reasonable basis standard）を、①公認会計士と同様の基準であること、②租税分野
以外の裁判例とも一致することを根拠に正当化し76、弁護士の James R. Rowen は、納税
者の自己負罪拒否特権（self-incrimination）と偽証罪の背後にあるポリシーを考慮して、
                                                     
74 コネチカット大学の Lester B. Snyderが 1969年の公表した論文では、コネチカット州の 200人の弁護
士対して調査した結果、誰一人として Opinion 314に気が付いていなかったとされる（Lester B. 
Snyder, Teaching Professional Responsibility in Tax Courses, 41 U. Colo. L. Rev. 336, 338 
(1969)）。 
75 Henry Sellin, Professional Responsibility of the Tax Practitioner, 52 Taxes 584, 593 (1974). 
76 Frederic G. Corneel, Ethical Guidelines for Tax Practice, 28 Tax L. Rev. 1, 8 (1972). 
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また、疑わしい論点を争う機会を否定しないために、納税者は、合理的な論拠のある好ま
しい立場の納税申告書に署名できるべきであり、弁護士もそのように助言できるべきで
あると結論付けた77。 
他方で、タックス・シェルターの普及に伴い、「合理的な論拠基準」が、疑問のある立
場を意図的に取り、多くの不正確な納税申告書が調査くじの恩恵を受けることを許して
いるとして批判が高まった。弁護士の John S. Nolan は、調査くじとの関係で、納税者と
助言者に、合理的な論拠基準よりも客観性のある、より重い基準が適用されるべきである
と結論付けた78。 
また、1978 年頃までに、租税委員会が合理的な論拠基準を修正すべきかを検討し始め
た79。租税委員会は、多くの弁護士が、おそらく正しくはないが合理的な論拠のある納税
申告書を提出できるから、依頼者にも疑問のある立場をとる取引に取り組むように助言
できると信じていると報告している80。弁護士の Paul J. Saxは、合理的な論拠基準は、
納税申告書作成場面では自身が見つけた事実を前提として、ある立場を主張し、主として
代弁者として機能する一方で、タックスプランニング場面においては、納税システム（tax 
system）と戦うというよりも、当該システムの中で活動する義務及び結果を予測する義務
を負っているとして、Opinion 314は納税申告書作成場面にのみ適用され、タックスプラ
ンニング場面における助言には適用されないと論じた81。また、エモリー大学の L. Ray 
Patterson は、合理的な論拠基準は「非倫理的な行為を正当化する典型的な入門書であ」
って、「倫理的に衰弱させる」ものであると批判した82。Pattersonは、IRSが敵対するも
のであるという前提を熟考し、弁護士は多くの役割を果たしており、租税申告書作成場面
に関連する法過程は裁判手続ではなく、依頼者が義務を負う行政手続である以上、
Opinion 314の IRSを敵対者とする前提に誤りがあると論じた83。 
Opinion 314公表当時、「合理的な基準」は、納税申告書作成場面における高度の基準
であると想定されていたが、1970年代にタックス・シェルターが拡散したことにより「合
理的な基準」への尊敬は失われていき、多くの実務家にとっては、税務調査くじの利用を
正当化する納税申告書におけるもっともらしい主張を援助するために利用する基準にな
ってしまった84。 
                                                     
77 James R. Rowen, When May a Lawyer Advise a Client That He May Take a Position on His Tax 
Return?, 29 Tax Law. 237,255-256 (1976). 
78 John S. Nolan, Audit Coverage and Private Tax Planning, 37 Nat'l Tax J. 425, 428 (1974). 
79 Frederic G. Corneel, Report of the Committee on Standards of Tax Practice, 32 Tax Law. 933, 
933-34 (1979). 
80 Id. at 934. 
81 Paul J. Sax, Lawyer Responsibility in Tax Shelter Opinions, 34 Tax Law. 5, 37-38 (1980). 
82 L. Ray Patterson, Tax Shelters for the Client-Ethics Shelters for the Lawyer, 61 Tex. L. 
Rev. 1163, 1166 (1983). 
83 Id. at 1169-1170, 1176. 
84 United States v. Yorke, D.Md. July 19,1976（未刊行判決）は、納税者に対して無罪判決を下す中で
「確かに、依頼者の刑事責任について、その弁護人の倫理的な義務よりも厳格に判断することは不公平で
あろう。……この事件におけるスキームは、非常にアグレッシブなものである。資格を有する弁護士がこ
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(3) ABA Formal Opinion 346 の公表（1981 年）85 
タックス・シェルターの拡大は、その税効果をサポートする租税弁護士らによる「合理
的な論拠基準」を満たす旨の意見書に依存していたともいわれる。また、租税意見書は、
仮に IRS に争われた場合に租税効果が実現される可能性について結論付ける判断を提供
していないにもかかわらず、第三者である投資家は、しばしば投資をするか否かの判断の
際に当該意見書を信頼していた。濫用的なタックス・シェルターを抑制すべく、実務家に
よって果たされる役割に鑑みて、財務省は、1980 年、タックス・シェルター意見書を発
行する実務家に対して、事実の正確性を確認する等のデューデリジェンスの義務や、当該
税効果が許容される可能性が「50％を超える」（more likely than not）ものでなければ
意見書を発行してはならないことなどを内容とする Circular 230の改正を提案した。 
財務省の提案を受けて、ABAは、1981年、タックス・シェルター意見書を提供する際の
弁護士の義務と責任を定めた Formal Opinion 346を公表した。1982年に、一定の修正が
加えられた Opinion 346 が公表されるに至っており、その概要は以下のとおりである86。 
 
①弁護士は、意見書を発行するために依頼者との関係を構築するにあたって、事業のス
トラクチャー及び意図された運営（operations）について完全に開示を受ける必要が
あること、さらに、関連するすべての情報に完全にアクセスできる必要があることを
確証（establish）しなければならない。 
②弁護士は、関連する事実に関して質問をしなければならず、目論見書（offering 
materials）に重要な事実が正確にかつ完全に述べられており、かつ、意図された将
来の活動に関する記載が明確に特定されていることを確信しなければならない。 
③弁護士は、法と現実の事実を関連付け、将来の事実に基づいて問題に対処する場合に
は、どのような事実が想定されているのかを明確に特定しなければならない。 
④弁護士は、租税法以外の法律上の問題に対処するために信義誠実に基づく努力がな
されてきたことを確認しなければならない。 
⑤弁護士は、IRS による異議（challenge）の合理的な可能性に関わる全ての租税法上
の問題について完全に対処されてきたことを確認するために合理的なステップを踏
                                                     
れを承認したことに、裁判所としてはいささか驚いている。……租税回避計画に関するあらゆる文献、特
に ABAの意見は、明白に疑わしいスキームに対して、かなり軽率な姿勢を示す傾向がある。」として、
Opinion 314を批判している（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)51頁）。 
85 Opinion 346の公表の経緯については、Wolfman et al., supra note 43, at 422-424を参照。また、
Opinion 346の原文については、DONALD B. TOBIN ET AL., PROBLEMS IN TAX ETHICS 209 (2009) を参照。 
なお、1981年には、租税倫理に関する初のケースブックである Bernard Wolfman & James P. Holden, 
Ethical Problems in Federal Tax Practice (1st ed.)が発刊されている。また、同ケースブックの第 4
版については、増井良啓「書評 Bernard Wolfman, Deborah H. Schenk, and Diane Ring, Ethical 
Problems in Federal Tax Practice, 4th Edition」ソフトロー研究 19号 85頁（2012）を参照された
い。 
86 Wolfman et al., supra note 43, at 425. 
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まなければならない。 
⑥弁護士は、可能である場合には、目論見書（offering materials）において対処され
るべき重要な租税法上の問題の利点について、見込まれる結果に関する意見を提供
しなければならない。 
⑦弁護士は、可能である場合には、合計の税効果がどの程度実現するかについて全体の
評価を提供しなければならない。 
⑧弁護士は、目論見書（offering materials）が、タックス・シェルター意見の性質及
び程度について正確に表明していることを保証しなければならない。 
 
財務省は、Opinion 346を踏まえて、Opinion 346の内容を盛り込むべく Circular 230
の最終案を公表・改正した87。 
 
(4) ABA Formal Opinion 85-352 の公表（1985 年）88 
Opinion 85-352（最終段落）89 
要約すると、弁護士は、ある申告書のポジションは認められないと確信しており、
そのポジションの裏付けとなる「実質的な典拠」がなく、かつ、そのポジションが開
示されないとしても、ポジションを助言することが可能である。しかしながら、その
ポジションは、弁護士において、誠実に現行法で保証されていると信じ、又は、現行
法の拡大、修正又は撤回を誠実に主張することによって裏付けられうると信じるもの
でなければならない。そのためには、その事項が訴訟で争われた場合に認められうる
現実的な可能性（some realistic possibility of success）がなければならない。加
えて、弁護士は、税務アドバイザー（adviser）としての役割において、自らが助言し
たポジションを依頼者が採用するとしたら課されうる制裁及びその他の法的な結果に
ついて触れるべきである。 
1985年に ABAは Opinion 85-352を公表したが、同 Opinionは、実務家に、①当該立場
が誠実に現行法で保証されていると信じることに加えて、②当該信用は訴訟で争われた
場合に認められうる現実的な可能性によって裏付けられなければならないことを要求し
ている。 
Opinion 85－352 のより深い理解のためには、1984 年の ABA の租税部会における議論
を踏まえる必要がある。租税部会は、①1965 年以降 ABA における倫理基準が実質的に変
化してきたこと、②助言者、仲介者、評価者、代理人としての弁護士の役割に従って異な
る基準が適用されるべきこと、③Opinion 314は、調査くじの利用を正当化するもっとも
                                                     
87 タックス・シェルター意見書に関する Circular 230の規制については、小林・前掲注 17）96頁を参
照。 
88 Opinion 85-352の原文については、Schumacher & Hatfield, supra note 54, at 540を参照。 
89 邦訳につき、ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)52頁を引用。 
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らしい（colorable）主張の利用を根拠づけるように解釈されてきており、過少申告に係
る新たなペナルティを含む新法や、Circular 230の改正、弁護士のタックス・シェルタ
ー意見書に対処する Opinion 346の公表をもたらしたことを踏まえて、1984年に倫理委
員会に対して Opinion 314の改定を提案した。租税部会は、納税申告書の提出は、敵対的
構造のような状況下のものではなく、開示や評価機能を果たすもので、納税義務に影響を
与える事項を公正に報告しなければならないという前提で議論を開始した。 
租税部会は、新しい基準として、弁護士は、ある立場が納税申告書に記載されるには、
当該立場が「勝訴に値する」（meritorious）と誠実に（honestly）信じることを要求した。
「勝訴に値する」（meritorious）とは、「訴訟となった場合に、勝訴する実際的で
（practical）、かつ、現実的な可能性があること」を要求していた。すなわち、租税部会
の提案は、前述のとおり、納税申告書は、敵対的構造において提出される書面ではなく、
異なる考慮要素が働く敵対的構造に入る前に提出される書面であるという考え方を前提
としていたため、ABA 法律家職務模範規則 3.1 が訴訟場面において無意味ではない（not 
frivolous）主張を認めているのとは異なり、納税申告書については「勝訴する実際的で
（practical）、かつ、現実的な可能性があること」を要求する、より高度の基準が適用さ
れるべきであると考えた。 
これに対して、倫理委員会は、この提案を拒絶し、「勝訴する現実的可能性（some 
realistic possibility of success）」の基準を採用した Opinion 85-352を公表した。
Opinion 85-352は、納税申告書が敵対的関係をもたらす最初のステップになるかもしれ
ないと述べるため、結局、倫理委員会は、納税申告書において無意味ではない（not 
frivolous）な立場を主張することを認めるような、訴訟場面と同様の低い基準を採用し
たのではないかという疑念も生じた。そこで、租税部会は、倫理委員会の Opinion 85-352
を評価するとともに、租税実務にどのように適用されるかを検証するために特別 Task 
Forceを組成し、当該 Task Forceが Opinion 85-352の意図を明確化するとともに、基準
の内容に説明を加えた。当該 Task Force は報告書90をまとめ、この報告書は租税委員会
によって採用された。 
その後、1988年に、米国公認会計士協会（AICPA）においても、Opinion 85-352と同様
の勝訴する現実的可能性の基準を採用する文書が公表された91。 
 
                                                     
90 ABA Special Task Force Report on Formal Opinion 85-352 (1986), reprinted in Schumacher & 
Hatfield, supra note 54, at 439. 当該 Task Force は、Opinion 85-352は、租税弁護士の様々な役割
を考慮しておらず、納税申告書作成場面における役割と交渉や和解、訴訟における役割との違いを解決し
ていないこと、Opinion 85-352はタックスプランニングにおける助言にも適用されるべきであるが、明
示的にはタックスプランニングにおける助言についても解決していないこと、Opinion 85-352は、納税
申告書作成場面が敵対的構造にあるというわけではなく、アグレッシブな納税申告書の作成が敵対的な関
係をもたらす場合があるということを提案しているということを強調している 
91 AICPA, Statement on Standards for Tax Service No.1, Tax Return Positions (1988). 
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第二款 Duty to the system 論争 
一 序 
税務紛争場面において弁護士は、他の一般的な訴訟における弁護士と同様に、依頼者に
対する義務のほかに特別な義務を負わないことにほとんど争いはないとされる。もっと
も、税務紛争より前の場面（すなわち、納税申告書作成及び税務調査の場面）では、議論
が分かれる。 
以下で述べるとおり、Caplin ＆ Drysdale の創設者である弁護士の Mortimer Caplin
らは、「前訴訟場面における税務に関する権威ある指針」の必要性を論じた。ハーバード
大学の John M. Maguireは、「弁護士が負う特別な義務」について明らかにする調査の必
要性を論じ、租税弁護士が①紛争時に負う義務と②プランニング時に負う義務とに分け
て分析を加え、自主的な申告納税制度においては、租税弁護士が助言者として活動すると
き、租税弁護士は公益(public interest)に対してより高い義務を負うと主張した。
Maguire によるこの分類は今日の租税倫理の議論における基礎となったといえる。また、
ニューヨーク大学の Jerome Hellersteinは、租税弁護士が tax systemと依頼者の両方
に対して特別な義務を負っていると主張し、詐欺や濫用的な租税回避の防止手段として
開示義務を強化すべきであると主張した。 
他方で、イェール大学の Boris I. Bittker、ヴァージニア大学の John Potts Barnes
らは、どのような場面においても、租税弁護士が、他の弁護士が負うものと異なる特別な
義務を負わないと主張した。 
 
二 Duty to the systemに関する学説 
(1) Jerome Hellerstein の見解 
Hellersteinは、国民の政府との関係が原告被告間の敵対関係と同質であることを否定
することによって、duty to the systemを描写した92。Hellersteinは、租税弁護士は、
コミュニティの租税道徳を向上させるため、租税弁護士の技術、経験を用いる義務を政府
及び自分自身に対して負っていると主張したが、duty to the system として、書類のバ
ックデートや依頼者に不正な控除を助言するなどの行為を控える義務を想定していたた
め、すべての弁護士に適用される義務を超えるものを主張するものかははっきりしなか
った。 
 
(2) Randolph E. Paul の見解 
Paulは、Paul, Weiss, Rifkind, Wharton & Garrison LLPの創設者であり、長年にわ
たって租税弁護士として活躍してきた。Paul は、租税法分野における Tax adviser の役
割について、他の法分野における役割と異なる重要な側面として、論争が納税者と政府と
                                                     
92 Edmond Cahn et al., supra note 54 (statements of Jerome R. Hellerstein), reprinted in 
Schumacher & Hatfield, supra note 54, at 315. 
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の間でなされる点を挙げる93。 
また、Paulは、Circular 230が、私法上の訴訟において依頼者を代理する一般的な実
務家を拘束するものとは異なる基準を提供するものか否かという観点から議論の枠組み
を構築する94。Paulは、租税弁護士に特別な義務があると主張する一方で、その内容は「少
しも明白でない（it is far from clear）」と述べるにとどまる95。Paul は、訴訟に至る
前の段階において租税弁護士に適用される特別な基準がある可能性について賛意を表し
つつも、租税事件が訴訟にまで至った時に適用されなくなることは明白であると述べる96。 
 
(3) Merle H. Miller の見解 
Miller は、租税弁護士は「自身を育て、現在の成功を可能にした国家に対して大きな
義務を負っており、租税弁護士は、現在の緊急事態97に応じるために、民主的な制度の下
で築いてきた各市民の負担を集合する方法に対する市民の相応の尊敬を維持するために
最善を尽くさなければならない。租税弁護士は、各市民に対して当該 systemに対する尊
敬及び当該 system における誠実さが果たす役割に対する相応の尊敬を説き聞かせなけれ
ばならない。これは素晴らしい（awesome）責任である98。」と述べて、愛国心（patriotism）
を根拠として租税弁護士の duty to the systemを論じる。 
また、Millerは、単に租税弁護士と納税者の政府に対する義務を強調するだけでなく、
納税者が、納税者としての相互関係から相互に負っている「道義的な義務（moral 
obligations）」を強調し99、「納税者は一人では生きられない」ということを強調すること
によって、「我々の多くは、法律によって制定されるか否かを問わず、我々の行為が他人
に与える影響に注意を払って我々の行為を管理する義務を認識している。」と述べる100。
Miller は、政府が納税者ではないことを強調する。すなわち、政府が一方当事者になる
場合はなく、むしろ、納税者が一方当事者であり、他方当事者は他の全ての納税者であり
101、納税者にとっての「勝利（victory）」は、納税負担が公平に分担されることであり、
「敗北（defeat）」は、ある種の納税者がより軽い納税負担で切り抜けることであると考
えていた102。 
 
(4) Norris Darrell の見解 
                                                     
93 Randolph E. Paul, The Responsibilities of the Tax Adviser, 63 Harv. L. Rev 377 (1950).  
94 Randolph E. Paul, The Lawyer as a Tax Adviser, 25 Rocky Mntn. L. Rev. 412, 425 (1952). 
95 Id. at 425. 
96 Id. at 430. 
97 ここでは冷戦を指すと考えられる。 
98 Miller, supra note 65, at 1083. 
99 Merle H. Miller, A Taxpayer's Duty to his Fellow Taxpayers, 19 N.Y.U. Inst. Fed. Tax.1, 2 
(1961). 
100 Id. at 2. 
101 Id. at 6-7. 
102 Id. at 7. 
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Darrellは、租税弁護士の社会的な責任という観点から、租税弁護士は①申告納税制度
を補助する義務及び②税制を向上させるために特別な才能と経験を用いる義務を負うと
主張し、これらの義務が自発的コンプライアンス制度の成功に必要であり、租税徴収にお
ける警察国家の手段を避けるために必要であると考えた103。 
 
(5) John M. Maguire の見解 
Maguireは、租税弁護士の義務を①裁判所によって処理される租税争訟において適用さ
れる義務と②裁判所における争訟の前段階での紛争において適用される義務の 2 つのカ
テゴリーに分けたうえで、前者については一般的な訴訟弁護士が負う義務と違う点があ
ったとしてもほとんど変わらず、後者においては依頼者と公益の両方に対する二重の責
任を負うと主張した104。Maguire はこれらの義務の詳細を論じる代わりに、ABA の租税委
員会によって詳しく説明されることを求めた105。 
 
(6) Thomas N. Tarleau の見解 
Tarleauは、租税弁護士の 2 つの特徴として、①常に相手方が財務省であること及び②
財務省に登録されることを挙げた上で、事実をコントロールするのは納税者であること
に鑑み、財務省はすべての関連情報を取得する権利を有し、租税弁護士は情報を提供する
義務を負うと主張した106。 
 
(7) Boris I. Bittker の見解 
Bittkerは、租税法に関する依頼者と刑事事件における依頼者は同じ状況下にあり、弁
護士は政府を敵対者として依頼者に尽くす義務があるとし、すべての弁護士に共通する
倫理規則及び納税申告書作成の際の偽証罪等の法文上の要求が、倫理的租税実務を導く
のに十分であると信じていたため、Duty to the system という特別な義務を認める必要
はないと考えた107。 
 
(8) John Potts Barnes の見解 
Barnesは、弁護士を導くには、すべての弁護士が負う「公正かつ正直に行動する」、「法
律を遵守する」、「法令遵守を助言する」という一般的な倫理義務で十分であるとともに、
納税者と政府の敵対的構造は、特別な関係ではなく、個々の納税者が納税額を最小化しよ
                                                     
103 Norris Darrell, Conscience and Propriety in Tax Practice, 17 N.Y.U. Ann. Inst. on Fed. 
Tax'n. 1, 23 (1959). 
104 Maguire, supra note 64, at 30. 
105 Id. at 46. 
106 Edmond Cahn et al., supra note 54, (statements by Thomas Tarleau), reprinted in Schumacher 
& Hatfield, supra note 54, at 321, 324-325. 
107 Bittker, supra note 6, at 241, 268-269. 
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うとする戦いをしていることを反映したにすぎないと主張した108。 
  
                                                     
108 Barnes, supra note 60, at 1035, 1039. 
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第三章 アメリカの租税専門家の責任と倫理に関する裁判例と学説 
序 
アメリカにおける連邦政府や州による租税実務家に対する規制については、日本国内に
おいても多く報告がなされてきた109。しかしながら、そのような規制は、直接的には、租税
実務家の過誤によって依頼者に生じた損害を補てんするものではない。依頼者が租税実務
家の過誤によって損害を被った場合に、当該損害を回復するためには、一般的には、租税実
務家に対する損害賠償請求等によらなければならない。 
近年、米国では、連邦税法分野における弁護士又は公認会計士に対する過誤訴訟の数が増
加しているとされ、大きく 3 つの要因が挙げられている110。1つ目は租税実務家の第三者に
対する責任が拡大したことである。例えば、租税実務家が依頼者に対して意見書を発行する
場合、当該意見書を信頼して投資を行った第三者に対しても責任を負う場合がある。2つ目
は、競争市場において、依頼者を惹きつける手段として、極めてアグレッシブなタックスプ
ランニングに取り組むように租税実務家が求められていることが挙げられる。タックスプ
ランニングが奏功しない場合、依頼者はしばしば租税実務家に対して損害回復を求める。
IRSが会社や高額所得者に販売されるタックス・シェルターに対する税務調査を強化した結
果、納税者が、当該取引の実行を助言した租税実務家に対する訴訟が増加した。3つ目の要
因として、連邦税法がますます複雑になってきていることが挙げられる。度重なる法律の改
正により、租税実務家の過誤のリスクは増加している。 
本章は、主として、イェール大学の Bittkerによる租税専門家の責任に関する論考111、ハ
ーバード大学の Wolfmanらによる書籍“STANDARDS OF TAX PRACTICE112”及びセント・ジョ
ーンズ大学の Todres による租税専門家の過誤についての一連の論考113を参照し、租税実務
家の過誤の文脈において取り上げられる裁判例を整理し概観するとともに、弁護士の行動
準則及びその学説を確認する114。 
                                                     
109 例えば、髙橋・前掲注 18）223頁及び松田直樹「北米諸国の租税専門家に対する監督態勢の強化－
米・加のタックス・シェルター対策の比較－」税大ジャーナル 1号 115頁（2005）等。 
110 Wolfman Et al., supra note 43, at §601. 
111 Bittker, supra note 6. 
112 Wolfman Et al., supra note 43. 
113 Jacob L. Todres, ①Malpractice and the Tax Practitioner: An Analysis of the Areas in Which 
Malpractice Occurs, 48 EMORY L.J.547 (1999), ②Tax Malpractice: Areas in Which It Occurs and 
the Measure of Damages--An Update,78 St. John's L. Rev.1011 (2004), ③TAX MALPRACTICE DAMAGES: 
A COMPREHENSIVE REVIEW OF THE ELEMENTS AND THE ISSUES, 61 Tax Law. 705 (2008), ④NEW YORK'S 
LAW OF TAX MALPRACTICE DAMAGES: BALANCED OR BIASED?, 86 St. John's L. Rev. 143 (2012), ⑤BAD 
TAX SHELTERS --ACCOUNTABILITY OR THE LACK THEREOF: TEN YEARS OF TAX MALPRACTICE, 66 Baylor L. 
Rev. 602 (2014), ⑥Return to Fundamental? Tax Malpractice Damages- Recovery of Additional 
Taxes, NYSBA Journal, Vol. 89, No. 5 (2017). 
114 米国では、税理士制度がないこともあり、弁護士と会計士が税務分野における業務を行う場合が多
い。必然的に両者の資格を有する者に対する訴訟が多くなるため、両者の責任を中心に検討するが、その
他の実務家として、ブローカー、アドバイザー又はフィナンシャルプランナーなどがその助言の過誤につ
いて責任を問われる場合もある（例えば、Finderne Management Co. v. Barret, 809 A.2d 857(N.J. 
2002), Leather v. United States Trust Co. 279 A.D.2d 311 (N.Y. App. 2001) 等）。 
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第一節 専門家の過誤（総論） 
序 
一般論として、米国において、租税法分野における弁護士と公認会計士の注意義務は、
極めて高度なものであるとされる。例えば、公認会計士による納税申告書の処理の適切さ
が問われたイリノイ州の裁判例では、「公認会計士が負う注意義務は、他の専門職である
弁護士に求められるのと同様に『専門家として極めて高度のレベル』のもの」であるとさ
れている115。 
しかしながら、この注意義務は、租税専門家が常に正しく、最適な結果をもたらす助言
をする義務があることを意味するものではない。例えば、弁護士が、内国歳入法典の欠損
金に関する条文が適用されるか否かの解釈を誤ったかが問われたアイオア州の最高裁は
「単なる判断の誤り（mere error in judgment）の法理116」について述べた上で、「弁護
士が、誠実に（in good faith）行動している限りにおいて、当該助言は十分な根拠に基
づいたもので、依頼者の最大の利益を実現するものであり、過誤の責任を負わないと考え
られる」と判断している117。 
このような注意義務に加えて、弁護士等の専門家は、コモンローに基づく信認義務
（fiduciary duty）を依頼者に対して負うことがある。例えば、ペンシルベニア州の最高
裁は「弁護士は依頼者に対して信認義務を負う。かかる義務は、依頼者に対する完全なる
忠実を求め、弁護士による利益相反行為を禁止する」と述べている118。反対に、一般的に、
公認会計士は依頼者に対して信認義務を負わないとされている。例えば、ニューヨーク州
の最高裁は「公認会計士が依頼者の投資の管理（managing）に直接関与する場合を除いて、
公認会計士は依頼者に対する受認者（fiduciaries）ではない」と述べているし119、コネ
チカット州の最高裁も「ある種の行為者は、その果たす機能の性質によって本質的に（per 
se）受認者（fiduciaries）である。これらの行為者には、代理人、組合員、弁護士、取
締役、受託者、遺言執行者、管財人、受寄者及び後見人が含まれる」と述べた上で、納税
申告書を作成しただけの公認会計士は依頼者に対する受認者ではないとしている120。さら
に、同最高裁は「納税申告書作成者が信認関係（fiduciary relationship）に入るために
は、ある種の『財産関係における信認関係（trust）又は信頼（confidence）を濫用する
高められたリスク』が必要である。」「仮に、公認会計士が依頼者の投資の管理（managing）
                                                     
115 Jerry Clark Equipment, Inc. v. Hibbits, 612 N.E.2d 858 (Ill. App. 1993). 
116 弁護士が、誠実にかつ、行動及び助言が十分な根拠に基づいており、依頼者の最大の利益になるとい
う誠実な信念のもとに行動した場合には、「単なる判断ミス（mere error in judgment）」として、損害を
負わないとする法理。例えば、弁護士が、新しい現象についての判断や、裁判所が明確にしていない点に
ついて意見を誤った場合には、責任を負わないことがあるとされる。 
117 Martinson Manufacturing Co. v. Seery, 351 N.W.2d 772 (Ia. 1984). 
118 Maritrans GP Inc. v. Pepper, Hamilton & Scheetz, 529 Pa. 241 (Pa. 1992). 
119 Caprer v. Nussbaum, 36 A.D.3d 176, (N.Y. 2006). 
120 Iacurci v. Sax, 57 A.3d 736 (Conn. App. 2014). 
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に直接関与する場合には、そのような高められたリスクをもたらしうる」と述べている。 
米国における租税専門家の責任に係る規制及び規範については一定の先行研究があり、
その概要は以下のとおりである121。すなわち、専門家に対する過誤訴訟における訴訟原因
は、ネグリジェンス、保証責任、詐欺、不法行為、契約違反、擬制的詐欺、信認関係上の
義務違反等多岐にわたり得るが122、その責任の可否は、詐欺や擬制的詐欺等の悪質な事例
を除いて、第二次不法行為法リステイトメント 299条 Aに定められているとおり、「その
専門家または熟練者の一員でその同業者間においてしかるべき地位にある（in good 
standing）者が、通常有している技能及び知識を用いる」義務を果たしたか否かに収斂さ
れ、専門家の過誤訴訟における訴訟原因は、一般的にはネグリジェンスである場合が多い
とされる。本稿においてもネグリジェンスの責任を中心に論じる123。 
 
第一款 責任を負う人的範囲124 
以下で検討するとおり、一般的には、ネグリジェンスの責任が認められるためには、実
務家と依頼者との間の何らかの関係が必要であるが、当該関係は、明示的な契約の締結が
なくとも認められる場合がある。 
米国において、例えば、実務家と依頼者との関係の主たる目的が第三者の信頼を獲得す
るためのものであるような場合に、専門家の第三者に対する責任が認められる傾向にあ
る125。実務家の義務の範囲が依頼者以外の第三者にまで拡大することによって、依頼者に
対する誠実義務や守秘義務と第三者の利益の保護との緊張関係も生じ得る。 
 
一 依頼者に対する責任126 
前述のとおり、専門家が負う義務は依頼者との関係から生じる。弁護士や公認会計士が
依頼者を代理することに合意しなければ、当該依頼者を十分に代理できなかったとして
も責任を負うことはないはずである。しかしながら、義務を生じさせる関係を構築するた
めには、当事者間において明示的な契約が締結されることは必ずしも必要ではない。
Wolfmanらは「他者の代わりに専門的な能力を用いることを引き受けたか否かが核心的な
問いである」とした上で、専門家の義務を生じさせる関係が十分に構築される例として、
                                                     
121 なお、アメリカ法における専門家責任の概要については、笠井・前掲注 16）「アメリカ法における『専
門家の責任』」103頁、笠井・前掲注 16）「アメリカ法における専門家責任」345頁及び酒井克彦「タック
ス・シェルターの販売に関与する米国租税専門家の責任(1)」税大ジャーナル 1号 135 頁（2005）を参
照。 
122 笠井・前掲注 16) 「アメリカ法における専門家責任」349頁。 
123 ネグリジェンスの損害賠償請求の場合、原告は①専門家が当該義務を負うことだけでなく、②当該義
務の違反、③損害の発生、④義務違反と損害との間の因果関係（proximate cause）を立証する必要があ
る。 
124 Wolfman et al., supra note 43, at §602. 
125 米国における専門家の第三者に対する責任について、笠井・前掲注 16）「アメリカ法における専門家責
任」354頁。 
126 Wolfman et al., supra note 43, at §602.1. 
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(1)依頼者が受領した不足税額通知書の対応に関する相談の際に、明示的な合意書を作成
せず、報酬額について話し合いをしなかったとしても、弁護士が依頼者に対して「やりま
しょう（will handle the matter）」と述べた場合、(2)タックス・シェルターのプロモー
ターに対する訴訟提起の可否に関する法律相談で、45 分の法律相談で相談料を請求しな
かったとしても、弁護士が依頼者に対して「主張の根拠（case）はないと思われる。他の
経験を有するパートナーにも聞いてみて、もし根拠がありそうであれば報告する。」と述
べた場合を挙げる127。 
また、依頼者間との関係が存在するからといって、実務家が依頼者との関係で生じる全
ての法律問題に関する注意義務を負うわけではなく、実務家は依頼者と合意した範囲内
の事項に関する義務を負うにとどまる。Wolfmanらは、会社の設立を依頼された弁護士に
とって、当該会社が行う事業に関する規制を伝えることは、依頼者との関係の範囲外であ
り、弁護士は責任を負わないとする例を挙げる128。 
 
二 第三者に対する責任129 
歴史的には、弁護士及び公認会計士のネグリジェンス責任は依頼者に対する者に限定
され、専門家の過誤によって第三者に損害が生じたとしても、直接的契約関係（privity 
relationship）が認められない限りその第三者に対して責任は生じないとされてきた
（〔1〕Ultramares v. Touche, Niven & Co.130 が重要な先例として挙げられる）。例えば、
Wolfmanらは、弁護士が依頼者に対してセールス＆リースバック方式の投資に関する誤っ
た税務アドバイスを与えた後、依頼者がその同僚にそのアドバイスを伝えた場合に、弁護
士と当該同僚との間に契約関係はなく、当該同僚との関係では弁護士は責任を負わない
という例を挙げる131。 
弁護士及び会計士にとっては、彼らの成果物を信用する人を特定することもできない
し、その数も知り得ない場合が多いため、その責任の範囲を第三者にまで拡大することは
専門家に不当な負担を負うことになる。また、第三者に対する責任を認めることによって、
実務家の依頼者に対する誠実義務及び守秘義務と第三者に対する義務との利益相反の問
題や、専門家の第三者責任が過大になることにより専門家が依頼を拒絶したり、報酬が増
大してしまうことがこの正当化根拠として挙げられていた132。 
しかしながら、このような制限が衡平に反する結果となる場合があること、専門家の過
                                                     
127 Id. 
128 Id. 
129 Id. at §602.2. 
130 174 N.E. 441 (N.Y. 1931). 当該判決は、税務に関する事案ではないが、公認会計士の第三者の責任
に関する重要な先例とされる。事案の概要については、岡孝「16 過失による不実表示」『英米判例百選Ⅱ 
私法』40頁（1978）を参照されたい。また、直接的契約関係の法理が、どのようにして不法行為訴訟に
援用・放棄されてきたのかについては、松本祥尚「CPA賦課責任の対人範囲－ネグリジェンスに対する
『防壁』の効能」香川大学経済論叢第 65巻第 3号 267頁(1992)を参照。 
131 Wolfman et al., supra note 43, at §602.2.1. 
132 笠井・前掲注 16) 「アメリカ法における専門家責任」355頁。 
35 
誤の抑止という要請が大きいこと、専門家は第三者と比較して事故を回避する能力が一
般に大きいこと、専門家の業務の適正さが依頼人のみならず社会的にも期待・重視されて
きたことなどの理由から133、実務家と依頼者が第三者に影響を与えたり、恩恵を与えるこ
とを目的として契約関係に入った場合等において、実務家の第三者に対する責任を認め
られるようになった134。 
第二次不法行為法リステイトメント（1965 年）552条（過失不実表示）が派生し、第三
者が依頼者と専門家との間の契約によって利益を受ける者であり、当該契約が第三者を
利する目的である場合に、専門家が第三者に対して責任を負うとする Primary or 
Intended Beneficiaries ルールが用いられるようになった135。依頼者が専門家による役
務の受益者であるという意思を明確に表明している場合には、実務家の依頼者に対して
負う倫理上の義務との衝突への懸念が最小化されるとともに、実務家も負い得る責任の
可能性を認識出来ることから、不当な負担を負わせることにはならないことから正当化
されていると考えられる。この Primary or Intended Beneficiaries ルールにおける核
心的な問いは、「実務家の役務提供の主たる目的が請求者に利益をもたらすことにあった
か否か」である。Wolfman らは(1)弁護士が、金融機関が融資判断のために依頼者の不動
産の物的担保について意見書を発行する場合に金融機関に対して責任を負い得るとする
例、(2)依頼者から不動産の移転に関する書面作成を依頼された場合に、遺言税を考慮し
ていなかったとしても、依頼者の子供との関係で責任を負わないとする例を挙げる。 
〔2〕Credit Alliance Corp. v. Arthur Andersen & Co.136は、〔1〕Ultramares判決が
示していた基準を修正し、契約関係のない第三者であっても、以下の 3要件を満たせば、
財務諸表の作成に係る会計士のネグリジェンス責任を主張できることを認めた。 
 
①会計士が、財務諸表が特定の目的のために利用されることを認識していたこと 
②会計士が、当該目的を促進するために当該情報（財務諸表）を信頼する既知137（known）
の当事者（party）を認識していたこと 
③会計士が第三者による信頼を理解していたことを証する、会計士と第三者とを結び
つける会計士側に何らかの行為があったこと 
 
また、会計士と比べて緩やかではあるが138、以下のとおり、裁判所は、第三者による弁
護士に対する訴訟における直接的契約関係の法理を緩めつつある。〔3〕Vereins-Und 
                                                     
133 笠井・前掲注 16) 「アメリカ法における専門家責任」355頁。 
134 笠井・前掲注 16) 「アメリカ法における『専門家の責任』」119頁。 
135 笠井・前掲注 16) 「アメリカ法における『専門家の責任』」119頁は「Third-Party Beneficiary 
Test」と呼称している。 
136 483 N.E.2d 110 (N.Y. 1985). 
137 ここでは、知っている又は合理的に知り得ることを指すと考えられる（小山貞夫編著『英米法律語辞
典』614頁（研究社、2011）の「known creditor」の項目を参照。）。 
138 笠井・前掲注 16）「アメリカ法における『専門家の責任』」120頁。 
36 
Westbank, AG v. Carter139は、〔2〕Credit Alliance事件判決を引用した上で、法律事務
所が、LPSを依頼者として、依頼者を代理して依頼者の金融機関に対する誤った租税意見
書を作成したことを理由に、金融機関との関係でネグリジェンス責任を負うことを認め
る判断を下した。裁判所は、依頼者が第三者のために意見書を発行することを指示したこ
とを理由に、法律事務所による第三者への責任を認めることによって依頼者に対する誠
実義務を果たすことが妨げられるという主張を排斥した。 
なお、Bittkerは、自主申告納税制度は、政府が納税申告書に信頼を置くことを前提と
していることから、納税申告書に誤りが見つかったものの、納税者自身から不足分を徴収
できないことに起因して生じた政府の損害について租税専門家が責任を負い得るかが問
題となるものの、政府は納税申告書を等しく信用しており、租税専門家によって納税申告
書が作成されたという事実自体に何らかの追加的な信頼を置くわけではないと指摘する
140。 
 
第二款 注意義務の水準141 
弁護士は、「適格である義務」として、専門家としての最低限の適格性を備えるととも
に、同様の状況下にある他の専門家が用いる知識や技術を用いる義務を負うとされてい
る142。すなわち、実務家は、同様の状況下にある他の専門家が通常有している技術、知識
及び注意を果たさなければならない。 
連邦税法分野においても、弁護士及び会計士は同様の状況下で、同一分野において執務
している他の専門家が共通して有しているのと同一の技術と注意を果たさなければなら
ないとされる143。 
Bittkerは、連邦所得税法の法文の複雑さは、裁判所においても、専門家団体等の機関
においても考慮されなければならないものの、これらの複雑さがゆえに納税者が弁護士
や会計士のもとに向かわせるのであるから、実務家は、正直に能力の欠如を伝えることに
よって責任を制限するか、そうでなければ潔く専門家責任を引き受けなければならない
と指摘する144。 
 
一 専門家としての租税実務家145 
                                                     
139 691 F. Supp. 704 (S.D.N.Y. 1988). 
140 Bittker, supra note 6, at 245. 
141 Wolfman et al., supra note 43, at §603. 
142 なお、 ABA法律家職務模範規則 1.1（適格性）において「法律家は、依頼者に対し、適格な代理をし
なければならない。適格な代理には、その代理に合理的に必要な法的知識、熟練、周到さおよび準備を要
する。」と定めており、その注釈[3]において「法律家は、合理的な準備を行うことにより必要な能力の水
準に達し得る場合には、代理を受任することができる」と説明されており、弁護士が必要な能力・適格性
を備えることの重要性を説いている。 
143 Wolfman et al., supra note 43, at §603. 
144 Bittker, supra note 6, at 241. 
145 Wolfman et al., supra note 43, at §603.3. 
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もし、専門家が通常の専門家が有する水準以上の特別な技術が必要とされるようなあ
る分野において、専門性を有していると示した場合には、一般的には、より高い水準の注
意義務を負い、当該専門性を有する他の専門家がなすのと同一の技術と注意を払う必要
があるとされる。米国の裁判例においても、租税法分野は専門性のある分野であり、租税
専門家はより高度の注意義務を負うと判断されている146。以下、租税専門家が、注意義務
を怠ったために、依頼者に対して損害賠償責任を負うとされた主要な裁判例を検討する。 
 
〔4〕Horne v. Peckham147において、Horne らは、節税目的で、その保有する特許を利
用したクリフォード型信託148に関する契約書等の作成を弁護士に依頼したが、内国歳入庁
の調査により、当該契約書に過誤があったため所得税の支払者を受益者とすることがで
きないことが判明し、節税効果を得られず損害を被ったとして当該弁護士に対して損害
賠償請求を提起した。被告弁護士は、事前に、Horneらに対して、本件の特許が節税効果
を生むのかわからないが、この問題の専門家に尋ねてみようと伝えており、クリフォード
型信託の課税関係について全く調査しなかった。被告弁護士は、租税法の専門家として紹
介された他の弁護士149（もっとも、当該弁護士は当該特許のライセンス期間が 5年間であ
ることを知らされていなかった。）の意見に基づいて契約書を作成したのであるから責任
を負うことはないと主張したが、裁判所は以下のとおり述べて Horneらの請求を認めた。 
「特許の保有者が、その支配する会社との間で締結している通常実施権許諾契約にお
ける地位をクリフォード型信託に移転させた場合における、当該契約に基づいて支払わ
れる特許ロイヤルティーの課税関係については、明文の法律及び先例が十分にある。した
がって、当該信託が（節税効果が得られるという意味で）有効でないことは明白である。」
「弁護士は、合理的な程度に注意深く、技術のある実務家であれば、依頼者に対して他の
専門家に任せる又は専門家の補助を得ることを薦めるような場合には、その旨を依頼者
に対して伝える義務があるといえる。もし、当該弁護士が当該義務を履行せず、専門家の
補助を得ずに専門的なサービスを提供することを引き受けた場合には、さらに、専門家が
通常有している知識と技術を持つ義務と、同様の状況において専門家が用いる注意と技
術を用いる義務を負う。かかる義務を履行しない場合には、注意義務違反といえる。」 
 
〔5〕Bucquet v. Livingston判決150は、生前信託の受益者が、信託設定者のために信
託証書を作成した弁護士に対して、信託財産の権利帰属者指名権を留保することによっ
て、節税効果をもたらす要素が否定されてしまうことを信託設定者に助言すべきであっ
                                                     
146 Wright v. Williams, 47 Cal.App.3d 802 (Cal. App. 1975), Bent v. Green, 466 A.2d 322 (Conn. 
1983). 
147 97 Cal. App. 3d 404 (Cal. App. 1979). 
148 前掲注 55）を参照。 
149 当該専門家については、公認会計士の資格を有しており、公認会計士として 2、3年の勤務経験を有し
ていたが、弁護士登録から 1年未満であったとされる。 
150 129 Cal. Rptr. 514 (Cal. App. 1976). 
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たのにこれを怠り、受益者に生じた損害の賠償を求めた事案である。裁判所は、本件にお
いて適用される内国歳入法典の条文及び規則が、「専門表現に悩まされる法律上の悪夢
（technicality-ridden legal nightmare）」であるとしつつも、以下のとおり述べて弁護
士の責任を認めた。 
①本件における配偶者控除信託は、最もよく知られた遺産処分計画のうちの１つであ
り、かつ、信託証書の作成から 10年前に、カリフォルニア州のような夫婦共有財産
制を採用している州の居住者のみが享受できる配偶者控除信託の税の恩恵を、夫婦
共有財産制を採用していない州の居住者にも利用できるようにするための内国歳入
法典の改正がなされており、その詳細や課税関係はカリフォルニア州の弁護士にと
ってとても重要であった。さらに、一般又は特別権利帰属者指名権を発生させること
は、課税関係から離れて、信託法及び不動産法の重要な要素でもあった。 
②遺産処分計画に従事する弁護士は、税の専門家の助言を求める義務があり、生前信託
又は遺言配偶者控除信託において、信託財産の権利帰属者指名権が潜在的に有する
課税問題は、本件で信託証書が作成された当時において、合理的な程度に適格であり
誠実な実務家の業務領域の範囲内であるといえる。 
 
二 新たに資格を取得した者の義務151 
キャリアをはじめたばかりの実務家が、ベテランの同僚と同程度の義務を負うか。初心
者の実務家が適格な代理行為を提供するために必要な技術を持っていると宣言する場合
には、事件を扱う十分な技術を有しているという公衆への期待が生じ、他の専門家たちに
よって実践されている程度の技術と注意義務を負うという議論が生じる。初心者の実務
家は、必要な専門性を有していないのであれば、必要となる程度の技術と知識を持つ他の
実務家に相談すべきであるとされ、もし、相談ができなければ、一般論として、同様の状
況下で他の専門家によって通常なされる程度の技術と知識を持つ義務を負うべきである
とされる。 
これは、ABA法律家職務模範規則 1.1の注釈において「新たに法曹資格を取得した法律
家でも、長年の経験を有する法律家と同程度に有能であり得る」とされていることと整合
する152。 
 
三 不明確な法を適用する場合の注意義務153 
疑わしい又は確定的な見解のない分野に関する実務家の判断が十分な調査と注意を払
                                                     
151 Wolfman et al., supra note 43, at §603.4. 
152 Lewis v. State Bar of California 621 P.2.d 258 (Cal. 1981) におけるカリフォルニア州最高裁判
所判決の少数意見の 1つは、ある弁護士が遺言の検認事項に関して十分な技術を有しておらず、必要な技
術を有する他の弁護士に相談しなかった新たに資格を取得したばかりの弁護士に対する懲戒を支持してい
る。 
153 Wolfman et al., supra note 43, at §603.5. 
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った検討に基づいている場合には、結果として誤りであるとわかったという事実が直ち
に訴訟原因となるものではない。「ただの判断の誤り（mere error in judgment）の法理」
は、実務家の時間的制約に加え、事実と法律の不明確さのために、見込まれる訴訟の結果
を予測することはしばしば困難であり、実務家の注意義務の水準はこれらの困難さを反
映すべきであるという考え方を反映している。 
Wolfmanらは、弁護士による遺産管理に関する税務上の助言について、後に誤りだとわ
かったとしても、助言を与えた時点で問題点について確定的な見解がなかった場合には、
助言を与えた当時において知られているものに基づいて合理的な判断をしているのであ
れば、弁護士は責任を負わないとする例、弁護士による、M＆A のプランニングに関する
税務上の助言について、条文の解釈が後に誤っていることがわかったとしても、当該条文
の解釈について有識の弁護士にとっても合理的な疑いが生じる場合には、仮に依頼者の
会計士が弁護士の解釈を反映した納税申告書を作成すること拒絶したという事実があっ
たとしても、弁護士は責任を負わないという例を挙げる154。 
実務家は、見込まれる結果が不明瞭であるという理由だけで免責されるわけではない。
適切な行動方針について判断し、通常の技術と注意を用いる義務を負っている。実務家の
行為を評価する決定的な要因は、結果的に当該判断が正しいとわかったか否かではなく、
当該判断が与えられた当時の状況下において、十分な知識を有していたかどうかである。
法律問題について確定的な見解がない場合であっても、実務家は、依頼者に代わって知的
な判断を提供するために必要な基本的な調査を実施しなければネグリジェンスに基づく
責任を負うこともあるとされる。 
また、租税法は解釈に関する複雑な問題を提起するが、必ずしもすべての租税法上の問
題が難しい判断を伴うわけではないことに注意する必要がある。裁判所は、事実が明らか
である場合には、合理的な技術及び注意を用いることをしなかったと判断することは困
難ではない。例えば、〔6〕Bancroft v. Indemnity Insurance Co. of North America155で
は、公認会計士が、誤って、ある会社の株式の公正な市場価格による譲渡について所得税
が発生しないと助言した。IRSが税務調査によって、みなし配当による課税が生じること
が判明した。裁判所は、会計士は、当該専門家のコミュニティにおける技術と適格さを有
すべきであるということに続けて、当該公認会計士が依頼者に対して、IRSによって計算
された税額分について賠償責任を負うと判断した（なお、公認会計士の保険会社が被告で
ある）。 
連邦税法における専門家の過誤で最も頻繁に起こる例は、納税申告書の適時の提出を
懈怠することであるとされる。〔7〕Boyle v. United States156において、裁判所は、納税
者が納税申告書を期限通りに提出しなかった場合に、納税者が依頼した専門家が適時に
                                                     
154 Id. 
155 203 F.Supp. 49 (W.D. La. 1962). 
156 469 U.S. 241 (1985). 
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納税申告書を提出することへの信頼が、無申告加算税が免除される「合理的な理由」を構
成しないと判断した157。 
 
 
第二節 納税申告書作成場面における専門家の責任 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 
序 
本款では、まず、納税申告書作成場面における専門家の責任が問われた総論的な裁判例
を概観した後、納税申告書の提出遅延又は未提出、申告書作成に関する過誤、納税遅延の
各論的な裁判例を検討する。 
 
一 総論 
〔8〕Sorenson v. H & R Block, Inc.158において、Sorensonは、1994 年、自身の 1993
年度分の連邦所得税法の税務申告に係る相談のために、H & R Block, Inc（以下「Block」
という。）の地方支店を訪れた。Sorenson はおよそ 20 年の間、Block の顧客であった。
Sorensonの相談の結果、相談担当者は、Sorensonに対して、申告書を提出する前に潜在
的に問題のある部分について上司に相談する旨を伝えた。 
Block の地区マネージャーであった Brandenburg は、Sorenson が町内の企画委員会の
立場で支払った政治活動費用は控除することができないという結論に至ったため、
Sorensonにその旨を伝えたところ、Sorensonは Blockの本社に対して不満の電話をかけ
た。Sorensonの上司である地域統括責任者 Murphyは、Brandenburgに対して、Sorenson
が要望したとおり申告するよう伝えた。 
その後、Brandenburg は、Murphyに対して、当該政治活動費用は控除できないという立
場を記したメモランダムを送付し、当該申告書は「不正（Fraud）」であると意見した。メ
モランダムには、政治活動費用に関する更なる書面を求める Sorenson 宛のレターが添付
されていた。再度、Murphyが、Brandenburgに対してそのままにしておくよう指示し、当
該レターは送られることはなかった。結局、Sorenson の申告書は、1994 年 3 月 16 日に
Blockによって電子申告で提出された。 
申告書が提出される前日である同月 15日、IRSの刑事部は、Sorenson の申告書に疑問
のある控除があるという情報を入手しており、証拠からはっきりとはわからないものの、
Brandenburgが電話により報告した可能性が高いと思われる状況下にあった。 
1994年 7月にマサチューセッツ州の税務署が、Sorensonの 1991年から 1993年の申告
                                                     
157 公認会計士の過誤によって、納税者が penalties を被る場面では、納税者は実務家から損害補填を求
めようとするので、Boyle 判決は過誤訴訟のリスクを増加させたとされる。 
158 2002 WL 31194868 (D. Mass. 2002), 2003 WL 21842854 (D. Mass. 2003), 2004 WL 1858182 (1st 
Cir. 2004). 
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に関し税務調査を実施し、8,300ドル以上の滞納税、経過利子、加算税が課された。1995
年 6 月には、IRS が Sorenson の 1993 年の申告に関し税務調査を実施した。Brandenburg
は、Sorensonに対する調査に同席し、最初の会議の前の Sorensonが席を外している間に、
調査官に対して Sorenson の 1993 年の申告に関する一連のメモランダム（当該申告書は
「不正（Fraud）」であると意見するものを含む。）を見せ、また、調査官から 1993年の申
告書のコピーの提出を求められた際に、申告書だけでなく Block の内部資料であるメモ
ランダムも提出した。その後、IRSは、1992 年、1994年、1995年の申告にまで調査範囲
を拡大し、刑事事件としての調査も行ったが、最終的に刑事上の罰金は科されず、46,400
ドルを超える滞納税、経過利子、加算税が課されることとなった。Sorenson は、主に(1)
不適切な連邦税又は州税申告書を提出したこと、(2)1993年の申告書提出前に IRSに対し
て不正が疑われることを報告したことについて守秘義務違反、(3)IRS による税務調査中
に Block の内部資料を自発的に提供したことについて契約に基づく秘密保持義務違反を
理由に、Blockと Brandenburgに対して損害賠償を求める訴訟を提起した。 
裁判所は、(1)申告書の不適切部分は Block の過誤に起因するものではなく、Block が
抵抗を示したにもかかわらず Sorenson自身が固執したものであること、(2)信認義務（守
秘義務）が発生するためには、マサチューセッツ州法上 a)代理人が依頼者と第三者との
間の法律上の関係を左右する権限を有すること、b)代理権の範囲内の問題に関する依頼
者との間の信認関係、c)依頼人が、代理権の範囲内の問題に関する代理人の行為をコント
ロールする権限を有することを立証する必要があるところ、本件では、Blockは Sorenson
と第三者との法律上の関係を左右する権限を有しておらず、Sorenson も納税申告書提出
に関する Block の行為をコントロールする能力を有していないとして、これらの主張を
棄却した。他方、裁判所は、(3)Block の契約書に定められた秘密保持義務違反は明らか
であるとして、総額 630ドル159の損害賠償責任を認めた。 
 
〔9〕Williams v. Ely160は、遺言信託における未確定の残余権利161を保有する原告が、
被告である弁護士事務所及びそのパートナーらに対して、信託における残余権利を放棄
した場合に生じる贈与税の課税リスクについて助言しなかったことにより支払うことに
なった贈与税等の損害が生じたとして、その損害賠償を求めた事案である。 
弁護士は、原告が何年も前から残余権利の存在を知っていたが、信託における残余権利
が確定してから合理的な期間内に当該権利を放棄した場合には贈与税は課せられないと
する意見（後述する①（ｂ）の立場）を述べていたところ、裁判所は以下のように判断し
た。 
                                                     
159 1993年から 1995年度の Blockの報酬相当額 430ドルに、1994年度の報酬額についてマサチューセッ
ツ州一般法 Chapter93A§9 に基づいて 200ドルを加算した額。 
160 688 N. E. 2d 799 (Mass. 1996). 
161 例えば、不動産を信託し、そこからの収益を Aに生涯の間与え、その後の収益を Bに与える場合の B
の権利を指す。 
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①遺産処分計画に携わる適格性を備えた弁護士は、1975 年当時法律上の取扱いが定ま
っておらず、信託における残余権利を放棄した場合に贈与税が課されるリスクがあ
ることを助言していただろう。贈与税が課されることを避けるためには、未確定の残
余権利の保有者が（ａ）潜在的な権利の存在を知ってから合理的な期間内に放棄しな
ければならないのか、それとも（ｂ）残余権利が確定してから合理的な期間内に放棄
しなければならないのかについては取扱いが定まっていなかった。1961 年、租税裁
判所は、前者の立場をとっており、将来の権利の存在を知ってから合理的な期間内に
放棄した場合にのみ、贈与税が課されないと判断していた162。租税裁判所は 1972 年
においても同様の立場を取ることを確認していたが163、1973 年にその控訴審である
第八巡回裁判所における合衆国控訴裁判所は反対の立場をとった164。すなわち、当該
裁判所は、残余権利が確定してから合理的な期間内になされた放棄により、連邦贈与
税は課されないと判断した。当該裁判例は、第八巡回区の域内のみの判断を拘束する
ものであり、1975年又は 1976年当時、内国歳入庁は当該裁判例における判断に従う
ことを明示していなかった。このような状況下において、内国歳入庁が他の巡回区に
おいて、当該裁判例と反対の立場をとるかもしれず、さらに、他の巡回裁判所におい
て内国歳入庁の立場が認められた場合には、二つの巡回裁判所間の判断の相違によ
り、最高裁が裁量上訴を認め、当該裁判例を覆すかもしれなかった。被告は、原告に
対してこのリスクについて助言を与えなかった。そして、その可能性は、第九巡回裁
判所における合衆国控訴裁判所の意見165を踏まえて、1982 年最高裁は 6 対 3 の多数
判決により、残余権利の存在を知ってから合理的な期間内に放棄されない限り贈与
税が課されると判断した166。 
②被告は、原告に対して、他の同様の状況下における弁護士がしたであろう、当該分野
における法律は確定されていないとする助言を行う義務を負っていた。放棄により
贈与税が発生しないという意見が 1975年時点において合理的な考え方であったか否
かは問題ではない。問題は、原告が、やがて誤りであるとわかる合理的な助言をした
か否かではない。問題は、当該事項について決定的に解決されていない状況下で与え
られる意見の明らかな正確さが、原告において、当該リスクを検討し、他の遺産処分
計画を選択する機会を奪ったことである。もし、遺産処分計画又は税の分野における
弁護士が依頼者に対してリスクを説明したのであれば、被告が原告に対して当該リ
スクを説明しなかったことは注意義務違反である。 
 
                                                     
162 Fuller v. Commissioner, 37 T.C. 147 (1961). 
163 Keinath v. Commissioner, 58 T.C. 352 (1972). 
164 Keinath v. Commissioner, 480 F.2d 57 (8th Cir.1973). 
165 Jewett v. Commissioner, 638 F.2d 93 (9th Cir.1980). 
166 Jewett v. Commissioner, 455 U.S. 305 (1982). 
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〔10〕Sharp v. Coopers & Lybrand167において、Westland Minerals Corporation（以
下「WMC」という。）は、Ohio Programと呼ばれる投機的事業のプロモーターであり、Ohio 
Programにおいて、複数の limited partnershipがオイル及びガスを採掘することを目的
として設立された。WMC は、1971 年 7 月 22 日から 1972 年 7 月初旬まで、各 LPS の持分
権を販売した。 
会計事務所である Coopers & Lybrand は、1971 年 7 月 22 日付けで、WMC に対して、
「我々による事実確認はないが、（WMCの Limited Partnership Agreementに）記載され
た事実のみに基づく限りでは」、現金で 65,000 ドル出資した各 limited partnerは、1971
年の申告書においておよそ 128,000 ドルの控除ができるという意見書を発行した。当該
意見書は、出資候補者である Aliが利用することを意図して作成された。 
同年 10月 11日に、Coopers & Lybrandは、アソシエイトによって当該意見書を Ali以
外の個人投資家のために書き直したものを発行したが、当該意見書には、重要な事実につ
いて不実の記載があり、かつ、重要な事実が脱漏していた168。その後、IRSは投資家によ
って行われた控除を否認し、WMC は経営破綻した。Sharp らを含む Ohio Program の投資
家らが Coopers & Lybrandに対して損害賠償を求めたところ、裁判所は以下のとおり述
べて、Coopers & Lybrand の責任を認めた。 
「当該意見書に基づいて投資判断がなされることが予想されることから、当該会計事
務所は、当該意見書をドラフトし発行するにあたり、その雇用者を『監督する厳格な義
務』を負っているのであるから、重要な事実についての不実記載及び重要な事実の脱漏
について現実的認識を欠いていたからといって、Coopers & Lybrand の責任を遮断すべ
きではない。当該意見書が一般投資家に影響を与えるという現実的認識のある本件の
状況下において、当該会計事務所の責任について…（RochezⅡ事件169において議論され
た使用者責任と）区別することはできない。」 
 
二 申告書の提出遅延又は未提出 
適時に納税書を提出できないことが、申告書提出の文脈で生じる大半の過誤であると
いわれてきた170。納税者が依頼していた会計士が死亡したため、納税者の申告書が提出さ
れてなかった例もある171。 
 
〔11〕Brott Mordis & Co. v. Camp172において、Campは、1989年から 1991年までに支
                                                     
167 649 F.2d 175 (3d Cir 1981). 
168 かかる不実記載及び脱漏の大半部分は、連邦税法の専門家証人としての Wolfman による証言が根拠と
されている。 
169 Rochez Brothers, Inc. v. Rhoades, 527 F.2d 880 (3d Cir. 1975) は使用者責任の法理について判
断した。 
170 Wolfman et al., supra note 43, at §605.2.1. 
171 Haas Enterprise v. Davis, 82 P.3d 42 (N.M. App. 2003). 
172 768 N.E.2d 1191 (Ohio. App. 2001). 
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払った給与から源泉徴収された税について還付する権利を有していたが、納税申告書を
作成しなかった。1992年 7月に、Campは延滞した 3年間の納税申告書を準備するために、
Brott Mordis & Co.（以下「Brott Mordis」という。）の会計士を雇った。しかしながら、 
Camp は該当年度の全ての納税情報を直ちに提供することなく、単年ごとの情報を個別に
提供した。結局、Camp は 1995 年 4 月 7 日に 1991 年の納税情報を Brott Mordis に送付
し、納税申告書は同月 15日に IRSに送付され、同月 18日に IRSに到達したものの、納税
申告書は期限内に提出されなかったため、還付請求は認められなかった。 
Campは Brott Mordis が期限内に提出することを怠ったとして損害賠償を求めたが、還
付請求が認められるには、提出のおよそ 1 年前である 1994 年 4 月 15 日までに申告書を
提出する必要があったことから、1995 年 4 月 7 日に申告書を提供したときには既に期限
を過ぎていたことから、Brott Mordisの責任は否定された。 
 
〔12〕Borissoff v. Taylor & Faust173では、遺産管理人である弁護士が、従前の納税
申告書では除かれていた控除を認めるべきであるとして、連邦税法及び州税法上の修正
申告書を作成したが、期間を徒過していたため提出されることはなかった。後の遺言執行
者が当該弁護士らに過誤があったとして提訴した。カリフォルニア州最高裁は、遺言執行
者は弁護士らと契約関係がないことから、前の遺言執行者のための弁護士らの過誤を追
及する立場にないとした中間上訴裁判所の判断を否定し、原審に差し戻した。 
 
〔13〕Inphoto Surveillance, Inc. v. Crowe, Chizek & Co.174では、保険業界の調査
サービスを提供しているイリノイ州の会社が、同様のサービスを 1992 年にニューヨーク
州で開始した。同社は、会計士らに対して、ニューヨーク州において売上税が課されるの
か、納税申告書を提出する義務があるのか尋ねたところ、誤って当該義務はない旨の回答
を得た。結局、同社は、自主開示プログラムによる修正申告をするために、ニューヨーク
州におよそ 500,000 ドルを支払うこととなったため、支払った税額の損害賠償を求めて
会計事務所を提訴した。 
 
〔14〕CDT，Inc. v. Addison，Roberts & Ludwig, C.P.A.では175、複写サービスを提供
していたアリゾナ州の会社が、1982年カリフォルニア州に当該サービスを拡大した。1981
年から 1990年までの間担当していた会計士と後任の会計士のいずれもカリフォルニア州
の売上税が課され、納税申告書を提出することについて助言しなかった。1996 年カリフ
ォルニア州が、およそ 320万ドルの滞納税、経過利子及び加算税を課した。その後、当該
会社が両会計士に対して損害賠償を提起した。 
                                                     
173 117 Cal. Rptr. 2d 138 (Cal. App. 2002), and 93 P. 3d 337 (Cal. 2004). 
174 788 N.E.2d 216 (Ill. App. 2003). 
175 7 P.3d 979 (Ariz. App. 2000). 
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三 申告書作成に関する過誤 
〔15〕King v. Neal176では、被告である弁護士は原告らの 1991年の納税申告書を作成
した。原告らは 1991年、ある銀行との紛争を抱えていた。1991年の申告書において、弁
護士は、当該紛争が解決されたものと結論付けて、当該紛争について 1990年以前に支払
われた弁護士報酬及びその他の費用を 1991年の納税申告書に計上した。後の税務調査に
より、当該報酬等は 1991年度分に計上することができないことが判明したが、その時に
は、適切に計上すべき年度の修正申告書を提出できる期限を徒過していたため、原告らが
弁護士に対して損害賠償を求めた。 
裁判所は、弁護士の責任を認め、滞納税、加算税、経過利子、税務調査対応費用及び 1991
年度の納税申告書作成に係る報酬を損害として認めた。特に、オクラホマ州法は「予測可
能性の有無にかかわらず、…因果関係のある損害の全てを補償」すると規定していること
を理由に、滞納税を損害として認めた177。 
 
〔16〕Cleveland v. Rotman178では、Clevelandは、15年にわたる IRS との税務訴訟の
結果、全ての資産を失い多額の債務を負うような状況となった。1996年、IRSとの紛争を
解決するために、被告である弁護士を雇ったところ、当該弁護士は、10 年間にわたる修
正申告書を提出するよう助言した。しかし、Clevelandは、事務所の移転及び前妻との離
婚手続の際に財務記録を紛失していたため、当該期間の収入と費用を計算できないと伝
えたところ、当該弁護士は、当該 10年間の収入と費用を見積るよう助言した。 
Clevelandの見積った計算が IRSの計算と異なっていたため、IRSは再度 Clevelandに
対して税務調査を実施することにした。当該税務調査は当初 1997年 2 月に予定されてい
たが、Cleveland が自殺を試みる恐れがあったため療法士の助言により 1998 年 1 月に延
期された。しかし、税務調査が実施される直前に、Clevelandは自殺してしまった。 
Clevelandの後妻が、Clevelandの自殺に伴う遺言執行者として、弁護士に対して、IRS
から関連する財務情報を取得せず、Clevelandに対して関連情報を見積るよう指示し誤っ
た助言をしたとして訴訟を提起した。後妻は、当該弁護士の誤った助言が Clevelandの自
殺の原因になったと主張した。 
裁判所は、一般論として自殺は税に関する誤った助言を原因とするものではないと考
えられるとし、本件においても損害との因果関係がないとして後妻の主張を棄却した。 
 
四 納税遅延 
                                                     
176 19 P.3d 899 (Okla. App. 2001). 
177 Todresは 1991年において過剰に計上された報酬等の費用に係る税金については因果関係がない損害で
あると批判している（Todres, supra note 113, Tax Malpractice, at 1039）。 
178 297 F.3d 569 (7th Cir. 2002). 
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〔17〕Leffler v. Mills179判決において、被告である弁護士は被相続人の遺産を管理す
るために雇われた。連邦遺産税の納税申告書は適時に提出されたものの、連邦遺産税を適
時に支払わなかった結果、135,000ドルを超える経過利子及び加算税が課された。相続人
らが弁護士に対して損害賠償を提起し、裁判所は当該損害を認めた180。 
 
第二款 弁護士の行動準則及びその学説 
一 納税申告書の性質（納税申告書作成場面は敵対的構造か非敵対的構造か否か） 
(1) ABA の Opinion 314 
ABA の Opinion 314では、納税申告書作成場面においても、民事訴訟における敵対的構
造と同じであり、弁護士は特別な義務を負わず、民事訴訟と同様に無意味ではない（not 
frivolous）主張を展開することが許されるということが前提とされていた。この立場は、
納税者は訴訟当事者であり、実務家を納税者の納税申告書の問題に関する代弁者
（advocate）であると想定する。 
 
(2) Wolfman らの見解 
Wolfmanらは、第 1に、ABAの Opinion 314（及び Opinion 314の立場を完全に否定し
ていない Opinion 85-352）の立場は、納税申告書の提出は国民が政府に対して負ってい
る義務であるということを無視しており、納税申告書の提出は IRSによる異議（challenge）
に対する応答ではないと批判する181。納税者の納税申告書について税務調査が開始されれ
ば、実務家は政府と相対した納税者の利益を熱心に（zealously）代理してよく、そうす
べきであるということについてほとんど争いはないとしながらも、納税申告書段階にお
ける実務家の責任は、納税者がどのように政府に対する法律上の義務を適切に遵守する
かについて助言することであると主張する。この観点では、政府から要求される他の書面
182と全く変わらないこととなる。政府に提出が必要となるどの書面も究極的には政府との
間で紛争をもたらすかもしれず、納税申告書もその書面の一つであるにすぎない。 
Wolfmanらは、第 2 に、たとえ納税申告書提出場面において、納税者と政府との間に敵
対的な関係があるとしても、敵対的構造は、独立した第三者や裁判所の前で、二当事者が
それぞれの立場を主張することを基本的な前提としており、現時点における納税システ
ムにはこの前提が存在しないと批判する183。IRSは種々の要因により、提出された納税申
告書のうち数％しか税務調査されない184。これは、政府はほとんどの納税者の立場
                                                     
179 729 N.Y.S.2d 196 (N.Y. 2001). 
180 なお、上訴審では出訴期間の途過を理由に原告らの請求が棄却されている（729 N.Y.S2d 196 (3d 
Dep't 2001)）。 
181 Wolfman et al., supra note 43, at 53. 
182 Wolfmanらは、政府に提出が要求される書面の例として、酒類販売申込（liquor application）の書面
や、環境報告書（environmental report）を挙げる（Id.）。 
183 Id. 
184 Id. 
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（position）について調査（challenge）することはないということを意味している。 
納税システムが、納税申告書において疑問のある立場を取ることを許容している限度
において、実務家が当該立場を推奨することが許されることにはほとんど争いがない。し
かしながら、もし当該立場を取ることで納税者がペナルティを受ける可能性があるよう
な場合には、実務家の義務又は責任がどのようなものとなるかが問題となる。 
(3) Bittker の見解 
Bittkerは、敵対的構造か非敵対的構造か否かという観点とはやや異なる納税申告書の
性質という観点から租税専門家の義務を論じた。すなわち、(i)納税申告書の提出は、納
税者の納税義務に関して意見表明することによって政府に対する義務を履行することで
あるから、租税専門家の義務はその経験や技術に基づいて納税者の誠実な意見を反映す
ることであるという見解（誠実な意見表明アプローチ）と、(ⅱ)納税申告書は、政府の税
務調査に関する資源をもっとも効率的に利用するために政府が知っておくべきことを納
税者が伝えるものであるから、租税専門家の義務は政府が税務調査をするために必要な
事項を伝える義務を有するという見解（税務調査補助アプローチ）があり得るとして、
Bittker自身は、税務調査補助アプローチによる過大な要求は法律・倫理のシステムを機
能不全に陥れるとして、誠実な意見表明アプローチが説得的であると述べる185。税務調査
補助アプローチを前提とした場合、租税専門家は議論の対象となり得る事項を完全に開
示すべきであることになるが、Bittkerは、①法律上明示的に開示が求められている事項
があることから当該特定の事項のみ開示すれば足りると考えられること、②議論し得る
事項を完全に開示することになれば開示量が膨大になってしまい納税者に合理的に期待
されるものを越えてしまうこと、③IRSには経験上しばしば議論となる事項、納税者の協
力なしに見つけることが難しい事項を特定する手段を有しており、納税申告書について
質問する権限によって対応することが可能であることなどを理由として、当該見解を批
判している186。 
 
二 現実的可能性（Realistic possibility）の基準を満たさない場合の対応187 
前述のとおり、1985年に ABAが Opinion 85-352を公表し、納税者の立場が訴訟で争わ
れた場合に認められうる現実的可能性がある場合には当該立場について助言してよいと
された。その後、1989 年に IRC§6694 が納税申告書作成者のペナルティについて現実的
可能性の基準を受容した。 
弁護士が、ある立場が現実的可能性を下回ると判断する場合には、①弁護士は辞任する
義務を負うのか、②開示をすることによって、納税申告書に当該立場を記載することが許
容されるのか否かが問題となる。 
                                                     
185 Bittker, supra note 6, at 254-255. 
186 Id. at 251-255. 
187 Wolfman et al., supra note 43, at 95-98. 
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(1) 辞任義務 
弁護士が、ある立場について勝訴する現実的可能性を満たすことができないと判断す
る場合（wolfmanらは、現実的可能性を満たさない立場を「標準以下の立場（substandard 
position）」という。）、弁護士は、依頼者に対して十分な開示なく納税申告書に当該立場
を主張しないように忠告しなければならない。もし、依頼者が政府の解釈の論争を望む場
合には、当該立場は、一旦納税をした上で、完全な開示を伴う還付請求を申し立てるとい
う手段で正当性を争うことができる。無意味ではない（not frivolous）主張を許容して
いる ABA 法律家職務模範規則 3.1 に基づいて、弁護士は、当該立場が勝訴する現実的可
能性がなくとも、無意味ではない（not frivolous）限り、還付手続で依頼者を代理する
ことができる。 
Opinion 85-352 は弁護士の辞任義務に関して何も言及していないが、Task Force は、
この点に関して重要な指針を示している。もし依頼者が、弁護士の反対助言にかかわらず、
「標準以下の立場（substandard position）」を主張しようとする場合、Task Forceは、
弁護士が「少なくとも、納税申告書において取られる当該立場に関する助言に関する限り
では、取り組み（engagement）から」辞任する義務があると指摘する188。この基準は、「代
理行為が法律家業務規則…に違反をもたらすとき」に辞任しなければならないとする ABA
法律家職務模範規則 1.16(a)と整合する。 
「取り組み（engagement）」の内容についてさらなる指針はないが、納税申告書に関連
する助言を与える「取り組み（engagement）」に関与している弁護士は、「標準以下の立場
（substandard position）」を取るように助言してはいけないだけでなく、納税申告書に
おいて当該立場をとることを援助してもいけないことは明らかである。しかしながら、
「取り組み（engagement）」の概念は、その後の IRSの面前における当該立場に関する代
弁（advocacy）を排除しない。もし、依頼者が税務調査の対象となった場合、弁護士は当
該立場が無意味ではない（not frivolous）限り依頼者を代理することができる。 
倫理基準を下回る立場が、「取り組み（engagement）」全体のうち、比較的重要でない問
題である場合により難しい場面となる。例えば、弁護士が、Limited Partnership を組成
する案件に関与しており、比較的重要でない問題、例えば、ある管理費用が控除できる可
能性について、訴訟された場合に勝訴する現実的可能性がないと判断する場合を想定す
ると、当該取引全体に関する納税申告書の作成を続けることはできるだろうか。Wolfman
らは、Task Force Reportは、納税者の全体の納税額のうち当該立場に関連する納税額が
いくらかにかかわらず、弁護士は当該立場を反映した納税申告書を作成してはならない
と述べ、さらに、Task Force Reportは、納税申告書において取られた立場に関する助言
に関わる代理も辞任することを求めているため、問題となっている立場が、たとえ少額で
                                                     
188 ABA Special Task Force Report, supra note 90, at 639. 
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あっても、本質的である場合には、弁護士は当該取引から完全に辞任しなければならない
という見解を示していると指摘する189。 
 
(2) 開示による対応の可否 
Opinion 85-352 は、 frivolousな立場について十分な開示をすることによって、ペナ
ルティを受けることなしに納税申告書にそのような立場を記載することが許されるかと
いう問題を明示的には解決していない。 
Wolfmanらは、Task Force Reportが「訴訟になった場合に勝訴する現実的可能性がな
い場合、開示または『知らせる（flagging）』ことによっても、（Opinion 85-352の）新た
な基準を満たすことはない。」と述べていることを踏まえ、Opinion 85-352の沈黙は、開
示による代替策を認めないことを暗意していると解釈している190。現在の IRC§6694 は、
開示されている立場については「合理的な論拠」が必要であることを定めており、十分な
開示をしたとしても frivolous な立場について納税申告書を作成することは許されない
ということになろう。 
 
三 デューデリジェンス 
Circular 230の§10.22において、税務代理をする者は、IRSとの関係で、納税申告書
その他の文書を作成、援助、承認又は提出する場合等、租税法に関連する事項について助
言する場合には、デューデリジェンスを行う必要があるとされる。このデューデリジェン
スという概念は、租税法を遵守するように合理的な努力をするよう求めるものとされる
が、実務家に要求される事実関係の調査の程度は明らかではない。 
Wolfmanらは、納税申告書の宣誓文言には、納税申告書作成者は「作成者が知る情報に
基づいて」納税書が真実であると書かれており、必ずしも納税申告書作成者に納税者から
提供された情報を調査することまで要求していないが、納税者の情報が不完全であった
り、誤っていたり、首尾一貫しないような場合や、納税申告書作成者によってある事項の
充足が確認されることが要求されるような場合には、さらなる調査義務を負うというこ
とを示唆していると考えている191。 
他方で、Bittker は、依頼者が租税専門家の業務範囲を特定する自由を有していること
及び見積もりの数値や確かめられていないデータを納税申告書に記載するのは納税者で
あることを理由として、租税専門家が依頼者から与えられたデータを分類し整理し、税額
を計算するといった限定された業務を受け入れたとしても、デューデリジェンスを行う
義務に反しないと指摘する192。すなわち、租税専門家の寄与は、納税者から提出を受けた
                                                     
189 Wolfman et al., supra note 43, at 97. 
190 Id. 
191 Id. at 101. 
192 Bittker, supra note 6, at 247. 
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数字を様式にしたがって書き写すこと及び数学的な技術を適用することに限られるとす
る193。また、IRSが、納税申告書の作成において用いられた数字について租税専門家が独
自に証明したと考えることはないとして、依頼者から提出された情報を信頼した旨を開
示する必要はないと指摘する194。その上で、仮に、納税申告書段階において専門家による
数値の検証を必要とするのであれば、納税申告書作成段階における会計業務の程度を描
写する GAAP（Generally Accepted Accounting Principles）と匹敵するような基準が設
けられることが望ましいと述べる195。 
 
四 潜在的な民事罰の助言義務 
Circular 230の§10.34(b)において、実務家は、依頼者の納税申告書の立場について
助言する場合又は納税申告書を作成若しくは納税申告書に署名する場合には、当該立場
に関して合理的に適用がありそうな民事罰について助言しなければならないとされてい
る。 
 
五 成功報酬について 
Circular 230の§10.28(b)は、実務家が、当初の納税申告書作成との関係で成功報酬
（contingent gees）を得ることを禁止しているが、タックスプランニングによって獲得
できた利益を基準にした対価を請求することを禁止しているかは明確ではないとされる。 
また、タックス・シェルターのプロモーターは、重要な事項が虚偽（false）又は詐欺
（fraudulent）であることを知り又は知り得た場合には民事罰の対象となるものの（IRC
§6700）、納税申告書の正確性に関連する民事罰の対象とならない。Holden弁護士は、プ
ロモーターもタックス・シェルターにより生じるリスクを負担すべきであると批判して
いる196。 
 
  
                                                     
193 Id. at 250. 
194 Id. at 248. 
195 Id. at 250. 
196 Id. at 185. 
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第三節 税務代理における専門家の責任 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 
〔18〕Rhodes v. Batilla197において、Batilla は、1980年から 1984年までオフィス家
具会社の管理者として雇用された。彼女は会社の納税申告書を作成（prepare）し、社外
の会社と協力して給与小切手を発行し、購買部門を監督していた。しかしながら、彼女は
小切手に署名する権限を有していなかった。当該会社は、1984 年から、財務問題が顕在
化し、Batillaがもはや雇用されなくなった後、破産手続（Chapter7）に入った。当該会
社は、財務問題を抱えてから、社会保障給与税を支払うのをやめた。 
1986年 1月、Batillaは、IRSの担当者から、社会保障給与税の「責任者」であるかど
うかを判断したいと電話を受けた。Batillaは、自身を経験豊富な租税専門家であると説
明する Rhodes弁護士に、彼女が「責任者」ではないことを主張する代理人として依頼し
た。Batillaが「責任者」ではないという主張を支持する強力な根拠があるように思われ
たが、Rhodes弁護士は、Batillaに有利となる宣誓供述書又は裁判例を準備せず、IRSの
調査を妨害するために形式的な離婚をすることも助言した。その後、Rhodes 弁護士は、
Batillaに伝えることなく、かつ Batillaの明確な希望を無視して、彼女の責任を認める
IRSの書面に署名し、そのことを Batillaに伝えることなく代理人を辞任した。この結果、
Batillaは罰金を支払わなければならなくなり、租税問題のストレスにより Batillaの離
婚も現実のものとなった。裁判所は、Rhodes 弁護士の行為の深刻さを踏まえて、Rhodes
弁護士に 125,500ドルの補償的損害賠償責任だけでなく、125,000ドルの懲罰的損害賠償
責任を認めた。 
 
〔19〕Henderson v. Domingue判決198において、Hendersonは、1982年の研究開発費を
控除して納税申告書を提出した。IRS がこの控除を認めなかったため、Henderson は
Domingue を IRS との紛争における代理人に選任した。Domingue は、IRS の控除について
審査するために租税裁判所に申立てを提出したが、租税裁判所による action to 
prescribe(消滅時効の決定)を許した Domingue の不作為（inaction）によって却下され
た。 
裁判所は、当該研究開発費の控除可能性について、租税裁判所が本来であればどのよう
に判断をしていたのかを決定しようとした。調査の後、裁判所は、研究開発費の控除が租
税裁判所で認められた可能性があるとして、Domingueに対して、IRSによって Henderson
に設定された租税先取特権の額である 130,000 ドルに加え、精神的苦痛に関する損害と
して 10,000ドルを加えた額の損害賠償責任が認められた199。 
                                                     
197 848 S.W.2d 833 (Tex. App. 1993). 
198 626 So. 2d 555 (La. App. 1993). 
199 ルイジアナ州控訴裁判所は、Domingue の行為の態様を勘案して精神的苦痛に対する損害賠償が適切で
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〔20〕Gould v. Sachnoff & Weaver, Ltd.200において、Gouldは、弁護士の勧めにより、
1974年にタックス・シェルターに 20,000ドルを投資したところ、1974 年度と 1975年度
の税務調査により、当該タックス・シェルターに係る控除は否認された。1988 年に、当
該弁護士は、IRSと交渉し、Gouldが約 10,650ドルの税金を支払う内容で和解したが、約
24,825ドルの経過利子については Gouldに説明しなかった。Gouldは、約 24,825ドルの
経過利子については和解の要素であり、弁護士による説明が不十分だったとして、当該弁
護士に対して損害賠償を求めた。 
 
第二款 弁護士の行動準則及びその学説 
一 総論 
Wolfmanらの Duty to the system を認める見解を前提とすると、税務調査から、不服
審判、そして税務訴訟における実務家の税務代理の場面では、実務家の主要な役割は、代
弁者として「熱心に（zealously）」依頼者の利益を代理することにあるとし、実務家は依
頼者への基本的な義務として誠実義務と秘密保持義務を負うとしつつ、“system”や第三
者の利益と衝突する場面が生じそのバランスをとることで行為規範を導く。 
他方で、Bittker は、政府が相手方であるとともに監督機関であることから弁護士の税
務代理の独立性について注視する必要があるとしつつも、税務代理場面における租税弁
護士の利害関係は、通常の民事の敵対的構造と変わらず、税務代理を認めている財務省の
代理である IRS が相手方であったとしても、依頼者を熱心に代理する義務は薄められな
いと論じる201。仮に、税務代理の過程で納税者の申告内容に誤りが発見された場合に、納
税者の要望に沿った形で解決できると信じるときには、税務申告段階におけるものと同
様の基準が適用される、すなわち政府に対して開示義務を負わないと論じる202。 
 
二 誠実義務との関係で生じる問題（利益相反） 
(1) 複数代理することに伴う問題 
ア 総論 
弁護士が、複数の依頼者の利益が同調している場合に複数の依頼者を代理することは
許容される。しかしながら、複数依頼者を代理した後に、依頼者間の利益が相反し、それ
ぞれの利益を十分に代弁することができなくなる場合がある。そのような場合には、ABA
法律家職務模範規則 1.7（利益の相反：現在の依頼者）に基づき、両者の案件から辞任し
なければならないことになる。 
                                                     
あると判断し、判決は確定した。他方、一般的には、損害が純粋に経済的損害である場合には、精神的苦
痛に対する損害賠償は認められないと考えられている点に留意する必要がある。 
200 607 N.E.2d 1318 (Ill. App. 1992). 
201 Bittker, supra note 6, at 267-268. 
202 Id. at 268. 
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イ 税務調査 
IRS は、納税者の税務調査に関連して、第三者に対する調査を行うことがある。当該第
三者が納税者の代理人に対して代理を依頼した場合、当該実務家は、納税者と第三者の同
意が得られる場合に、両者の利益を十分に代理できると判断するときには、両者を代理す
ることはできたとしても、以下のとおり欠格（disqualification）事由に該当しないよう
に留意する必要がある。 
一般論として、IRSの税務調査過程において、弁護士が納税者と第三者を代理する場合
に、当該弁護士が IRS の税務調査を積極的に妨害又は遅延させたことが明白である場合
には、欠格（disqualification）事由となる。IRSの税務調査マニュアルでは、弁護士が
複数の者を代理する場合には、欠格事由があることを基礎づける事情が十分にあるかど
うかを特定することとされている203。弁護士が、第三者をして正当な事由なく調査への協
力を拒絶させたり、frivolousな主張を繰り返すことで調査を妨害する場合には、IRSは
当該状況を欠格（disqualification）の一事情として捉えることになる。 
タックス・シェルターに関連する紛争で、実務家がプロモーターと投資者の双方を代理
する場合にはより複雑な利益相反が生じる。タックス・シェルター分野では、Legal 
Defense Fundが設けられることがあるだけでなく、共通の代理人とすることによる費用
優位性から頻繁に複数代理が生じるという204。プロモーターと投資者は当該シェルターが
奏功することで共通の利益を共有することができる一方で、訴訟場面では、租税利益を確
保しようとする投資者が求める利益と、当該シェルターに伴う民事罰（IRC§6700）や不
法行為責任等を避けようとするプロモーターが求める利益は異なる。 
一般論として、ABA 法律家職務模範規則 1.7のもとでは、①実務家が、客観的に、それ
ぞれの依頼者の利益を十分に代理できると判断し、②それぞれの依頼者が、複数代理によ
る影響について完全なる開示を受けたうえで同意する場合には、投資者とプロモーター
の双方の代理を引き受けることができるとされる。実務家の開示には、その後紛争が生じ
た場合には辞任する必要性があることに加えて、将来生じる利益相反のリスクについて
議論することも含まれるとされる205。 
 
〔21〕Eriks v. Denver206 
弁護士である被告は、タックス・シェルターのプロモーターから、IRSによる税務調査
及びその後の租税裁判所において当該プロモーターと投資者を防御するために雇われた。
その後、投資者は、弁護士が代理を引き受けた際に、投資者が過去の類似の投資に関する
                                                     
203 Internal Revenue Manual, §25.5.5.5 (Apr. 30, 1999) (Dual Representation). 
204 Wolfman et al., supra note 43, at 322. 
205 Id. at 325. 
206 824. P.2d 1207 (Wa. 1992). 
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IRS による否認事例に基づいてプロモーターに対して民事上の責任を追及する選択肢が
あるということを知りながら、プロモーターに対してはそのような説明をしたにもかか
わらず、投資者に対しては説明をしなかったことを理由に、当該弁護士に対して、ワシン
トン州の専門家責任規定違反に基づいてクラスアクションを提訴した。実際に IRS から
否認が提案されてはじめて、弁護士は、投資者に対して IRSと和解すること及びプロモー
ターに対して損害賠償について疑問があるのであれば他の弁護士に依頼する必要がある
ことを助言した。 
裁判所は、法律の問題として、弁護士が投資者に対して、独立した代理人の必要性を判
断する機会を与えなかったことは専門家責任規定に違反すると判断し、投資者のクラス
を代理することによって得たすべての利益及び判決前利息（prejudgment interest）につ
いて賠償する義務があると判断した。裁判所は、利益相反違反の場合には、因果関係及び
損害の立証がなくとも、当該弁護士が得た利益を吐き出すということは、確立した原則で
あるという前提で判断をしている。 
 
IRS では、タックス・シェルターの投資者が判決及び和解後に、弁護士による利益相反
について知らされておらず、また、当該利益相反により代理人に和解する権限がなかった
と主張する申立てが増加したことに伴って、実務家に対して、投資者が当該実務家による
代理によって生じる潜在的な利益相反について完全に知らされているということの書面
による保証を提供するよう求めるマニュアルを定めている207。 
一般論としては、実務家による代理に関する状況が大きく変わった場合には、実務家は
それでもそれぞれの依頼者を十分に代理することができ、それぞれの依頼者が完全なる
開示を受けたうえで改めて同意する場合でない限り、代理を継続すべきではないと考え
られている208。 
さらに、ABA法律家職務模範規則 1.7のもとでは、例えば、弁護士が、タックス・シェ
ルターがその基礎とする租税意見書を作成した場合には、当該弁護士が過誤訴訟を提訴
される可能性があることを踏まえれば、投資者との関係では利益相反関係が生じ、代理が
許されないことになると考えられる。さらに、当該弁護士が、タックス・シェルターに経
済的な利害関係があったり、依頼者に対して、IRSが争った場合には当該弁護士が代理す
ることの見返りとして積極的に投資するよう求めたような場合には、当該弁護士の個人
的な利益によって代理が禁じられることになる209。 
また、Bittkerは、租税専門家が作成した納税申告書について IRSが税務調査をする場
合に、当該租税専門家は調査の対象とされている納税申告書に対して独立して批判する
                                                     
207 Internal Revenue Manual, §35.3.12.10 (May 5,1996). 
208 Wolfman et al., supra note 43, at 325. 
209 Id. 
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ことができないのではないかと指摘している210。 
 
(2) 証人となることに伴う問題 
依頼者を代理している場合に、弁護士自身が依頼者のため、又は、依頼者に対する証人
となることを要求される可能性に直面した場合、当該案件における依頼者の代理を辞任
しなければならないか。 
ABA 法律家職務模範規則 3.7は、以下の例外的な場合を除いて、弁護士は、自身が非承
認となる可能性がある事件の事実審理において、代弁者として行動してはならないと定
めている。 
①その証言が争いのない事項に関するものである場合 
②その証言が当該事件においてなされた法的役務の正確及び価値に関する場合 
③その法律家を欠格（disqualification）とすることが依頼者に重大な困難をもたらす
場合 
これは、代弁者と証人の役割を兼ねることは、審判機関と相手方に不利益を及ぼす可能
性があり、かつ、弁護士とその依頼者との間の利益の相反をもたらす可能性があることを
根拠とする。 
 
〔22〕Kenosha Auto Transport Co. v. United States211 
納税者の代理人である弁護士が、納税者が適時に還付請求を行ったか否かという問題
について、重要証人として証言しようとしている旨を政府に伝えたところ、政府が重要証
人となることが職務規則に抵触することを理由として、弁護士の欠格（disqualification）
を申し立てた。裁判所は、弁護士による申し出から 2年経過して政府が申し立てたことを
指摘した上で、当該弁護士が、当該訴訟において重要な準備をしてきており、代わりの代
理人を選任させることを要求するのは不公平であることから、納税者の代理人である弁
護士の欠格は依頼者に重大な困難をもたらすと判断して（上記③の例外に該当）、政府の
申し立てを認めなかった。 
 
(3) 依頼者との契約に伴う問題 
ABA 法律家職務模範規則 1.7(a)は、弁護士は自己の個人的な利害関係により、重大な制
約を受ける相当な危険がある場合には、原則として依頼者の代理をしてはならないと定
めている。Circular 230の§10.29においても、依頼者との個人的な利益によって依頼者
の代理が実質的に制限されている。Wolfmanらは、依頼者が検討している不動産投資の税
効果について助言を提供するよう依頼された弁護士が、依頼者の不動産投資によって近
隣の地価が上がると考えたとしても、依頼者の同意なく、依頼者の不動産投資に悪影響を
                                                     
210 Bittker, supra note 6, at 289. 
211 206 Ct. Cl. 888 (1975). 
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及ぼすような近隣の不動産を取得しようとしてはならないという例を挙げる212。 
 
三 秘密保持義務との関係で生じる問題 
(1) 序 
IRC§7216は、有償による納税申告書作成業者が故意又は認識ある過失により、納税者
の同意を得ることなく、秘密とされる納税申告書情報を開示することや、そのような情報
を納税申告書作成以外の目的のために使用することを禁じている。ABA法律家職務模範規
則 1.6も法律家の秘密保持義務を定める。 
他方で、以下で述べるとおり、アメリカでは秘匿特権及び弁護士職務活動の法理が認め
られており、その適用を巡って多くの議論がなされてきた。 
 
(2) 秘匿特権及び弁護士職務活動の法理の概要 
弁護士・依頼者間の秘匿特権は、秘密の意思疎通（confidential communications）に
関する最も古いコモンローの特権であり、その目的は、弁護士と依頼者の間での網羅的か
つ率直な意思疎通を促進し、もって法令の遵守及び司法運営についての市民の理解を深
めることにあるとされている213。秘匿特権は、依頼者に属するものとされるため、依頼者
は秘匿特権を放棄することができる214。 
また、弁護士が訴訟準備のために作成又は収集した資料は、弁護士職務活動の法理
（work-product doctrine）により、強制的な開示から保護される。その目的は、相手方
の弁護士が、弁護士職務活動の成果を入手するのを防ぐことによって、代理行為の質を保
持することにあるとされる（つまり、弁護士の職務活動の成果が開示されるとすれば、事
実審理への準備のために、弁護士が自身の思考及び分析を書面にまとめることを避ける
ことが懸念されたことによる）215。弁護士職務活動の法理による特権は、弁護士に属する
特権であり、依頼者の同意の有無にかかわらず弁護士はこの特権を主張することができ
る。 
秘匿特権と弁護士職務活動の成果の法理（work-product doctrine）の詳細な検討につ
いては既に先行研究があり216、本稿ではその制度については概要のみを述べるにとどめ、
租税実務家の行為規範に関する観点からの議論を加えることとしたい。 
 
(3) 秘匿特権の人的範囲 
                                                     
212 Wolfman et al., supra note 43, at 330. 
213 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)63頁。 
214 例えば、納税者が正確性に係る民事罰（accuracy- relate penalty）を回避するための合理的な論拠
（reasonable cause）があるとして、第三者への信頼の抗弁（third-party reliance defense）を主張す
る場合には、秘匿特権を黙字的に放棄したことになると指摘されている（ワトソン（大柳ほか訳）・前掲
注 21)63頁）。 
215 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)64頁。 
216 崔先集「弁護士・依頼人間の租税法上の秘匿特権」法学新報 123号 11・12巻 187 頁(2017)等。 
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秘匿特権は、法的助言を得るために秘密に行われた意思疎通に適用され、特権を主張す
るにあたっては、個別具体的に主張しなければならないとされている217。一般的には、代
弁者としての役割と独立した監査人としての役割には重要な違いがあることから、会計
士には秘匿特権が認められないとされている（〔23〕United States v. Arthur Young & 
Company218）が、IRC§7525は、この秘匿特権の適用範囲を、税務代理業務を行うことが認
められる実務家が依頼者たる納税者に対して行う税務上の助言にまで拡大している219。 
また、Wolfmanらは、弁護士が法務代理を援助するために雇った会計士にも、秘匿特権
が及ぶと判断した〔24〕United States v. Kovel220 を援用して、租税実務家の秘書や事
務員等の補助者は秘匿特権の対象となるとする見解を示している221。 
 
(4) 秘匿特権の物的範囲 
IRC§7525 の秘匿特権の対象となる物的範囲は、「税務上の助言に関する納税者との意
思疎通（communication）」に限定されている。 
 
ア 「納税者との意思疎通（communication）」 
弁護士と依頼者（納税者）以外の第三者との意思疎通が秘匿特権の対象となるかが問題
となりうる。 
 
〔25〕United States v. Ackert222  
投資銀行が納税者である A社の子会社売却益に関するタックスプランニングを提案し、
A 社のタックスカウンセルである B は、投資銀行側の提案者である Ackert とストラクチ
ャーについて議論をしていたところ、Ackert と弁護士である B との間の意思疎通が秘匿
特権の対象となるかが争われた。 
裁判所は、秘匿特権は依頼者と弁護士間の意思疎通にのみ認められるとした上で、
Ackert は A 社のタックスカウンセルである B の依頼者ではなく、また、B は A 社に提供
された情報を解釈するために Ackert に依頼していたのではなく、B の依頼者であると考
えられる A社に提供された取引やその税効果に関する情報を Ackertから取得しようとし
ていたにすぎないとして、秘匿特権を認めなかった。 
 
                                                     
217 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)63頁。 
218 465 U.S. 805 (1984). Wolfman らは、監査法人内での監査部門と税務部門との間にウォールを設ける
こと、及び、依頼者に対して監査法人との間の緊張関係について説明する義務があることを指摘しつつ、
弁護士と同様の状況下にある非弁護士の特権を否定することに疑問を呈している(Wolfman et al., supra 
note 43, at 343.)。 
219 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)62頁。 
220 296 F.2d 918 (2d Cir. 1961). 
221 Wolfman et al., supra note 43, at 347. 
222 169 F.3d 136 (2d Cir. 1999). 
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また、一般的には、秘匿特権は純粋な意思疎通に限られず、意思疎通の性質を明らかに
する書類やメモも含まれると考えられている223。 
なお、IRC§7525の秘匿特権は、IRSが当事者となる非刑事の租税事案及び連邦政府が
当事者となる連邦裁判所における非刑事の税務訴訟に限られるとともに224、タックス・シ
ェルターに関する書面による意思疎通及び依頼者の納税申告書を作成する目的で弁護士
に開示された情報には及ばないとされる225。 
 
イ 「税務上の助言」 
税務上の助言に関する意思疎通が、税務上の助言とその他の問題の両者を含む場合に
は、税務上の助言に関する部分だけが保護の対象となると考えられ、当該部分を除いた編
集済みのものを提出することも許容されると考えられている226。 
実務家が納税申告書を作成する際に行われた意思疎通が「税務上の助言」に該当するか
が問題となる。この点について、一般論としては、納税申告書の作成は、法務（the practice 
of law）に関与するものではなく、それゆえ納税申告書の作成に関連する意思疎通は秘匿
特権の対象とならないと判断される227。 
 
〔26〕United States v. Frederick228 
弁護士でも会計士でもある Frederickは、依頼者である A社とその株主に対して、法律
上の代理だけでなく、納税申告書の作成業務も提供していた。IRSが、Frederickに対し
て、IRSの税務調査中であることを知りながら作成した当該株主の納税申告書に関する資
料の提供を命じた。これに対して、Frederickは、秘匿特権及び弁護士職務活動の法理に
基づき、当該資料の提供を拒否した。 
裁判所は、Frederick が、当該株主の納税申告書を作成するために作成した表やその他
の分析は、たとえ Frederick の法的な分析が含まれていたとしても、特権の対象とはなら
ない会計処理の作業からなるものであると判断した。また、同判決は、税務調査における
弁護士の役割を事務的又は会計処理的なものと捉え、税務調査を「修正申告書の提出」を
もたらす「納税債務を決定する段階」であるとした上で、IRSの調査官が納税申告書の正
確性を検討している場合には、仮に弁護士が納税者を補助していたとしてもその作業は
会計処理的なものにとどまると判断した。 
 
                                                     
223 Wolfman et al., supra note 43, at 348. 
224 IRC§6662(d)(2)(2)(ⅲ). 
225 ワトソン（大柳ほか訳）・前掲注 21)63頁。 
226 Wolfman et al., supra note 43, at 350. 
227 See Lee Sheppard, What Tax Advice Privilege, 98 TAX NOTES TODAY 128 (1998)。例外的に、法律
的な問題が関連する場合には、その限度で納税申告書の作成に関する意思疎通は秘匿特権の対象となると
考えられている（Wolfman et al., supra note 43, at 351.）。 
228 182 F.3d 496 (7th Cir. 1999). 
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Wolfmanらは、Frederick判決は①納税申告書作成に関する助言について、事務的なも
のと法律の解釈に関連するものとの区別をしていないこと、②税務調査段階における弁
護士の役割をあまりに単純化しすぎていることを批判している229。 
 
(5) 弁護士職務活動の成果の法理（work-product doctrine）との関係 
弁護士職務活動の成果の法理は、①弁護士によって、又は弁護士の指示の下によって作
成されたか否かにかかわらず、訴訟を予期して作成された資料に適用があること、②保護
は厳格ではなく、相手方が当該情報の必要性を十分に示すことで適用がなくなることの 2
点について、秘匿特権と大きく異なるとされる230。 
弁護士職務活動の成果の法理は、訴訟に到ることが合理的に予期される場合に適用さ
れるが、どの程度の予期が必要であるかが問題となる。 
 
〔27〕United States v. Adlman231 
A社が、B法律事務所に対して、ある組織再編の税効果に関する意見書の作成を依頼し、
B 法律事務所は A 社のファイナンス部門の vice-president に対して、当該組織再編に係
る結論等を記載した書面を交付した。IRSは当該書面の提出を求めたが、A社が当該書面
は秘匿特権又は弁護士職務活動の成果の法理により保護されると主張したため、IRS は、
税部門の vice-president で弁護士である Adlman に対して当該書面の提出を命じたが、
Adlmanこれを拒んだため政府が裁判所に提訴した。 
裁判所（Adlman I）は、Adlmanは、B法律事務所に対して、A社に法律上の助言を与え
るために必要な援助を求めたわけではないとして、Adlman の秘匿特権に関する主張を排
斥するとともに、弁護士職務活動の成果の法理について、当該書面が「訴訟を予期して作
成されたものか」否かを審理するために事件を差し戻した。 
裁判所（Adlman Ⅱ）は、「訴訟を予期して作成されたもの」といえるためには、係争中
の又は予想される訴訟があることを理由として（because of）、当該書面が作成されたこ
とが必要であると判示した。また、当該書面が通常業務の過程で作成されたものである場
合には、訴訟が予期されたとしても、弁護士職務活動の成果の法理の適用はないと判示し
た。 
 
〔28〕Long-Term Capital Holdings v. United States232 
弁護士が納税者の株式取得に関して作成した租税意見書が、納税者の通常の業務過程
で作成されたものであるのか、予想される訴訟があることを理由として（because of）作
                                                     
229 Wolfman et al., supra note 43, at 352. 
230 Id. at 359. 
231 68 F.3d 1495 (2d Cir.1995) (“Adlman I”) and 134 F.3d 1194 (2d Cir. 1998) (“Adlman Ⅱ”). 
232 90 A.F.T.R. 2d 2002-7446 (D. Ct. 2002). 
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成されたものであるのかが争われた。 
裁判所は、租税意見書が通常の業務過程で作成されたものである可能性もあるが、予想
される訴訟があることを理由として（because of）作成された可能性も同程度あるとし
て、裁判所が当該意見書をインカメラ審査により検討されるべきであると判断した。その
結果、当該意見書には弁護士職務活動の成果の法理の適用があると判断された。 
 
〔29〕United States v. Textron233  
納税者が納税申告書において想定しうる様々な立場の税効果について弁護士が作成し
た書面について、予想される訴訟があることを理由として（because of）作成されたもの
であるのかが争われた。 
裁判所は、職務活動の成果の法理は、財務諸表を作成する際の成果を保護するものでは
ないとして、当該書面には同法理が適用されないと判断した。 
 
 
四 敵対的当事者としての IRSとの対峙 
(1) 序 
税務調査及び訴訟場面における弁護士の代弁者としての役割は、IRS によって納税者の
立場が否認されることによって、納税者が IRSと敵対的関係に入ることに起因している。
Duty to the systemを肯定する立場からは、納税申告書作成場面における弁護士の役割
は、依頼者の租税負担額を正確に報告する義務によって制約されるのに対して、税務調査
及び訴訟場面で政府との紛争が生じている場合には熱心な代弁者としての役割を求めら
れることになる。もっとも、以下で述べるように、税務調査及び訴訟場面においても、弁
護士は一定の義務を負っている。 
 
(2) 依頼者の誤りを発見した場合 
Opinion 314において、弁護士が税務調査の過程で納税申告書の誤りを発見した場合に
は、その誤りを依頼者に伝える義務があるとされる234。ABA 法律家職務模範規則 1.2(d)
は、弁護士が、刑事上又は詐欺的な行為を行う依頼者を援助してはならないと定めている
ので、依頼者が修正を拒んだ場合には、一般的には代理を辞任する義務を負うとされる235。 
 
(3) 依頼者の立場と反対の法的根拠を開示する義務 
ABA 法律家模範規則 3.3(a)(2)は、「管轄法域における法的根拠で依頼者の立場に直接
                                                     
233 577 F.3d 21 (1st Cir. 2009). 
234 Opinion 314 の原文については、Schumacher & Hatfield, supra note 54, at 535, 538-539を参照。 
235 公認会計士に関しては、AICPAが同様の規定を定めている（AICPA Statement on Standards for Tax 
Services, No.7）。 
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反するものであることを法律家が知っており、かつ、相手方代理人が開示していないもの
を審判機関に開示しないこと」を禁止している。この点、税務調査場面において依頼者の
立場と反対の法的根拠を開示する義務を負うかは明らかではないが、Opinion 314が IRS
が裁判所ではないということを前提としているように、一般的には IRS に対して依頼者
の立場と反対の法的根拠を開示する義務を負わないと考えられている236。 
 
(4) 虚偽である事実を是正する義務 
ABA 法律家職務模範規則 3.3(a)(3)は、「法律家が虚偽であることを知るに至ったとき
には、法律家は、必要に応じて審判機関に情報を開示することを含む、それを正すための
合理的な是正措置をとらなければならない」ことを定める。IRSは裁判所ではないという
点を重視する立場に立てば、虚偽である事実を是正する義務を負わないことになる。他方
で、ABA法律家職務模範規則 1.2(d)は、弁護士が、刑事上又は詐欺的な行為を行う依頼者
を援助してはならないと定めているので、もし修正をしなければ IRS への欺罔をもたら
すような場合に、依頼者が当該是正に関して IRSへの開示を拒んだときには、一般的には
代理を辞任する義務を負うと考えられる。 
 
  
                                                     
236 Frederic H. Corneel, Guidelines to Tax Practice Second, 43 TAX LAW. 297, 311 (1990). 
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第四節 タックスプランニングにおける専門家の責任 
第一款 過誤訴訟に関する裁判例 
〔30〕Pytka v. Gadsby Hannah LLP237は、適切なプランニングによれば利用可能だった
長期キャピタルゲイン課税を受けることができなかった教科書的な事例とされる。 
Pytkaは、Streamware Corporation（以下「Streamware」という。）の株式を 700,680株
保有していた。1999年暮れに、Crane Co.（以下「Crane」という。）が、Streamwareの株
式を買収する交渉に入った。Pytkaは、1999年 12月に、法律事務所である Gadsby Hannah 
LLP（以下「Gadsby」という。）に所属する Fineberg に Craneとの交渉を依頼した。当時、
Finebergは Gadsbyのオブカウンセルの役職にあった。 
Gadsbyは、そのウェブサイトで、Fineberg は会社法、国債取引法、銀行法、投資信託、
コーポレートファイナンス及び証券法分野において経験のある弁護士であると謳ってい
た238。 
Pytkaは、Finebergのアドバイス及び代理を必要とする 3つの懸念点を指摘しており、
そのうちの 1 つが、Streamware 株式を Crane に売却するに際して長期キャピタルゲイン
課税を受けることであった。Finebergは、Pytka に対して 3つの懸念点を解決するにあた
り、自身が代理人として適していると述べ、交渉の後、Pytka は Fineberg に依頼した。
Fineberg は、Pytka を代理して 2000 年 3 月 27 日に株式譲渡契約を締結したが、実際に
は 4月 3日以降の契約締結でなければ、Pytkaは長期キャピタルゲイン課税を受けること
ができなかったため、Pytkaが Gadsby及び Fineberg に対して、損害賠償請求を求めて提
訴した。 
裁判所は、長期キャピタルゲイン課税を実現することが可能であったにもかかわらず、
Fineberg の過失及び失当行為（合法的であるが不適切な行為）により、早期に Crane の
株式を販売したとして、Fineberg が Pytka を代理するにあたり「資格を有する平均的な
実務家の負う合理的な注意義務」を怠ったとして、Finebergの責任を認めた。裁判所は、
Pytkaの短期キャピタルゲイン課税による実際の課税額（州税と連邦税を併せて 656,836
ドル）と長期キャピタルゲイン課税であった場合の課税額（州税と連邦税を併せて
372,368ドル）との差額である 284,468ドル及び Pytkaが Gadsbyに支払った報酬 22,000
ドルを実損害（合計 306,468ドル）として認め、マサチューセッツ州の欺瞞的取引規制法
に基づき、実損害の 2倍である 612,936ドルを損害として認めた。 
なお、Pytkaは、実損害の計算にあたり、裁判所による損害賠償についても課税される
と主張して、その課税額（Pytka側の専門家が計算したところによれば 222,605ドル）に
ついて損害を上乗せするよう求めていたところ、当該請求は認められなかったが、その理
由は明らかにされていない。 
 
                                                     
237 15 Mass.L.Rptr. 429 (Mass. 2002). 
238 実際には Fineberg が弁護士資格を有していなかったことが後に発覚している。 
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第二款 弁護士の行動準則及びその学説 
一 概要 
納税申告書の作成及び税務代理の場面では、実務家は過去の事実に直面し、その役割は、
当該事実の表出や、法律上の性格や議論に絞られる。タックスプランニングの場面では、
実務家の役割は、納税者が取引をすること（すなわち、重要な事実を構築していくこと）
を援助する助言者に変化する。 
助言者として、実務家は、①提案された一連の行為に関して一般的な財務又は税務上の
助言を与えること、②第三者の利益のために取引を評価すること、③提案された取引の税
効果について IRSにルーリングを獲得すること、④依頼者を代理して交渉すること、⑤取
引に関する文書を作成することといった、複数の異なる役割を担うことになる239。助言者
として行動する場合と、代弁者として行動する場合に適用される倫理規定は異なる。敵対
的構造にない状況下においては、実務家の責任は依頼者を忠実かつ適格に代理すること
に限られず、第三者及び公益に対して与える影響についても検討しなければならない。
Wolfmanらの Duty to the system を認める見解によれば、租税法分野において、実務家
は、依頼者の利益のために尽くす義務を覆し得る duty to the system を負うため、依頼
者の税負担を最小化する計画を策定する実務家は、依頼者の目的をいかに達成するかを
検討する場合に、政府の利益をも考慮しなければならないとされ、実務家は、どの程度第
三者及び公益に対して義務を負うのかが検討されてきた。 
また、Bittkerは、タックスプランニング段階における租税専門家の役割について、納
税申告書作成段階及び税務代理段階にない 3つの特徴を挙げる。すなわち、1つ目の特徴
は、ビジネス上の取引のプランニングにおいて依頼者に助言する実務家が直面する選択
肢の範囲が大幅に広く、Bittkerは、租税専門家が依頼者の目的を達成する考え得るすべ
ての方法を思いついたか否かを判断するにあたっては、自身の経験とトレーニング、他の
同僚等の助言を信頼しなければならず、実務家がタックスプランニング段階において依
頼者に対して負う責任は非常に重荷になる可能性があると指摘する240。2 つ目の特徴は、
タックスプランニング段階でなされた選択は、しばしば大胆で修復不可能なほどの結果
を持つことであり、Bittkerは、法改正を見落として助言した会計士の責任が認められた
［6］Bancroft v. Indemnity Insurance Co. of North America241を例として挙げる242 243。
                                                     
239 Wolfman et al., supra note 43, at 400-401. 
240 Bittker, supra note 6, at 275-277. 
241 Supra note 155. 
242 Bittker, supra note 6, at 278-280. 
243 Bittkerは、租税弁護士の役割について Randolph Paul の以下の表現を引用する（Id. at 281.）。 
「とりわけ、租税弁護士は、疲れ知らずなほど懐疑的でなければならない。すなわち、租税弁護士は、見
聞きしたことを割り引いて考えなければならない。市場には、客観的な分析や訴訟によるテストを耐え抜
いていない不健全な租税回避スキームであふれている。逃れた税、これは最高級のクラブや最高に豪華な
リゾートにおいて好まれる話題であるが、これはすばらしい偉人にも繰り返し拡大する。しかし、依頼者
はハッピーエンドの意見を欲していて、最後に笑う者が最も笑う。報われず最後に伝えなければならない
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3つ目の特徴として、ビジネス上の取引関係に入るにあたって取る選択は、直接的に、ビ
ジネス上の提携先、依頼者その他の第三者に対する権利義務関係に影響を与えるという
ことであり、Bittker は、保険者の納税控除額を利用するタックスプランニングが奏功せ
ず高額な保険料を支払うことになった保険者の損害について保険外交員の責任が認めら
れた［31］Anderson v. Knox244及び株式を処分をすることで納税義務を減らすことができ
ると誤った助言をした会計士の責任が認められた［32］Rassieur v. Charles245をその例
に挙げる246。 
  
二 Opinion 85-352 との関係 
第二章第二節第一款で述べたとおり、Opinion 85-352（及びその前身といえる Opinion 
314）において、納税申告書の前提となる取引の組成場面において適用されるか否かにつ
いて明示的には述べられていないが、Special Task Forceは、納税申告書における立場
に影響を与える限り、租税実務のすべてに適用されるべきであると述べている。Wolfman
らも、納税申告書における地位はたいていのタックスプランニングにつきものであると
述べて、Opinion 85-352がタックスプランニングにも論理的に適用されると指摘する247。
したがって、弁護士は、タックスプランニングにおいても Opinion 85-352が求める勝訴
する現実的可能性の基準が適用され、当該計画が現実的可能性を満たすかを判断し、当該
基準を満たさない場合には助言をしてはならない248。 
 
三 デューデリジェンス 
(1) 概要 
納税申告書作成時と同様に、Circular 230 に基づき、弁護士は依頼者に適格な租税助
言を与えるために249、提供された情報が首尾一貫せず不十分であると判断される場合に
は、合理的な質問をしなければならないとされ、また、当該取引が適用される基準を満た
すか否かを判断するために提供された情報以上の事実が必要であると判断する場合には、
                                                     
よりは、最初に疑念を述べておくことがより賢明である。したがって、租税助言者は、この種のスキーム
に対する助言に多くの時間を費やさなければならない。私は、ときどき、租税助言者の語彙の中で最も重
要な言葉は“No”であると思う。すなわち、租税助言者は、貴重な依頼者にとって歓迎されない答えであ
るとき、さらに、依頼者が、健全な意見を与えるよりも依頼者を満足させることに興味のある他の事務所
においてより都合の良い答えを探し求めていることを知っているときにさえ、“No”を強調して用いなけ
ればならない。」（Randolph Paul, Tax Lawyer as a Tax Adviser,25 Rocky Mt. L. Rev. 412, 416 
(1953).） 
244 297 F.2d 702 (9th Cir. 1961), 300 F.2d 296(9th Cir. 1962), and 370 U.S. 915 (1962). 
245 354 Mo.117, 188 S.W. 2d 817 (1945) 
246 Bittker, supra note 6, at 275. 
247 Wolfman et al., supra note 43, at 405. 
248 公認会計士に関しては、AICPAがタックスプランニングにおける同種の倫理規定を制定している
（AICPA Statement on Standards for Tax Services, No.8）。 
249 ABA法律家職務模範規則 1.1の注釈は、「当該分野において定評ある能力を有した法律家にその事件を
紹介しまたはそのような法律家と提携しもしくは相談することが実行可能であるかどうか」が弁護士の適
格性の重要な要因の一つであると指摘する。 
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そのような事実が存在するか否かを質問しなければならないとされる250。 
 
(2) スコープの限定 
依頼者は、報酬額の制約又は時間的制約等から、弁護士の関与を限定することを望むこ
とがあるが、この場合に依頼者の要望する仕事を超えた調査を実施する必要があるのか
否かが問題となり得る。例えば、依頼者は弁護士に対して、予算の制約から、ある取引に
関してある租税法の条文の適用があるかについて 1 時間だけ調べてほしいという依頼を
した場合に、弁護士は、依頼者に対して適格な助言を与えるために、1時間を超えてさら
に必要な調査を行う必要があるかが問題となる。 
ABAの租税部会は、1989年に倫理委員会に対して、依頼者が望む場合に弁護士が調査の
量を減らしてもよいか否かについて非公式の opinion を提出したが、倫理委員会は当該
opinionの公表に反対したため、租税委員会が草稿の opinion(ABA draft opinion)とし
て公表した251。当該 opinionは、依頼者に、弁護士によって提供される対象を決定する裁
量があることを前提として、依頼者との適切な議論の後に依頼者と合意することによっ
て、弁護士としての知識や技能を提供する義務及び systemへの義務にしたがってなされ
る業務を制限することができるとしている252。 
 
四 文書作成に関する問題 
Circular 230は、取引の文書作成に関する実務家の責任について規定していない。ABA
法律家職務模範規則 3.4(a)は、「証拠価値があるかもしれない書類その他の物件を違法に
改ざんし破壊しもしくは隠匿すること」を禁止するとともに、「他の者がそのような行為
をすることについて相談に乗り又は援助してはならない」と規定する。 
租税法においては、ある出来事のタイミングによって課税結果を左右することがある
ため、依頼者は依頼者にとって好ましい租税結果をもたらすように書類を作成するよう
に弁護士に対して働きかけることがある。 
 
〔33〕Committee on Professional Ethics and Conduct v. Bauerle253 
被告である Bauerleはアイオア州で 35年近く経験のある弁護士であったところ、依頼
者から、依頼者と第三者との間の 1981 年 12 月 1 日付けの組合契約書を作成するよう依
頼された。依頼者の目的は、当該組合が取得した機械を 6か月間にわたって減価償却する
ことによって 1981 年の租税負担を減らすことにあった。Bauerle は、1981 年 12 月 1 日
付けの組合契約書を 1982 年 1 月 12 日付けで依頼者に送付した。依頼者の会計士が確認
                                                     
250 Circular 230, §10.22. 
251 Memorandum from Prof. Linda Galler to Standards of Tax Practice Committee, ABA Tax Section 
Re: Standards of Tax Practice Statements: “Scaled Down” Tax Advice, (Apr. 18, 1996). 
252 Id. at 4. 
253 460 N.W. 2d 452 (Ia. 1990). 
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したところ、1981 年度においては実際には 6 か月の減価償却が許されないことが判明し
た。そこで依頼者は Bauerleに対して、①1982 年 1月の手紙を 1981年 1月付けとするこ
と、②1981年 3月付けの請求書を発行すること、③組合契約書の表紙を 1981年 1月 1日
付けとするように依頼した。Bauerleは、3通の書類を依頼されたとおり作成したところ、
裁判所は Bauerle の行為が「明らかに unprofessional」であるとして 6 か月の職務停止
処分とした。 
 
五 租税意見書 
弁護士や会計士は、ある取引の税効果について意見書を発行することを求められる。租
税意見書の機能及びその規制については、第二章第一節第二款で述べたとおりである。 
また、Circular 230は、タックス・シェルター意見書を発行する実務家に対して、事
実の正確性を確認する等のデューデリジェンスの義務や、当該税効果が許容される可能
性が「50％を超える」（more likely than not）ものでなければ意見書を発行してはなら
ないことを定めているところ、可能である場合には、実質的な税効果の半分超について許
容される可能性が「50％を超える」（more likely than not）かを判断しなければならず、
このような全体の評価ができない場合にはその理由を明らかにしなければならないとさ
れる254。例えば 100 の控除のうち 70が認められる可能性が 50%を超えているが、30 が認
められないと判断する場合においても、そのような意見書を発行することは可能である
とされる255。 
 
六 レタールーリングを取得する際の開示義務 
納税者は、ある取引に関する税務上の結果を決定する明確な典拠（authority）がない
場合には、その論点に関する当局の取扱いを確認するために、IRSからレタールーリング
を取得することができる256。このレタールーリングを取得する際に、自己に不利な事情に
ついて開示する義務があるかが問題となりうる。 
この点、Wolfman らは、IRSが裁判所とは異なり、決定者であり敵対者でもある行政に
対する弁護士の義務の性質から開示義務はないものと考えている257。 
 
七 交渉時の開示義務 
交渉時の弁護士の主たる役割は依頼者の利益を最大化することであると考えられるが、
場合によっては第三者への配慮が必要となる場合がある。例えば、ABA法律家職務模範規
則 4.3は、弁護士によって代理されていない者と対応する場合には、相手の誤解を利用し
                                                     
254 Circular 230, §10.33(a)(4), (5). 
255 Circular 230, §10,33(a)(5)(ⅳ)(Example 4). 
256レタールーリング制度については、前掲注 30)に掲げる文献を参照。 
257 Wolfman et al., supra note 43, at 448. 
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て不当な利益を得てはならないことを定めており、相手方が法律家の役割を誤解してい
ることを知り又は合理的に知るべきときは、必要に応じて相手方に対して法律家を依頼
すべきことを助言する義務を課している。 
 
〔34〕Proulx v. United States258 
モーテル事業を譲渡しようとする老夫婦は、租税法に精通していない地方の刑事弁護
士に事業譲渡の代理を依頼した。モーテル事業の買手の代理人は租税法に精通した代理
人であったところ、売手である老夫婦が今後モーテル事業を積極的に経営することはで
きそうになかったにもかかわらず当該契約書の譲渡代金の大部分を、モーテル事業を行
わないことの誓約事項の対価とした。売手は、当該取引の譲渡代金について、モーテル事
業のキャピタルゲイン部分ではなく、通常の所得として課税されることになった一方で、
買手は誓約にかかる代金部分を減価償却することができた（なお、当該代金をのれんとし
た場合には減価償却ができなかった。）。裁判所は、詐欺等に基づく合意の結果生じた税効
果を争うことができるとする Danielson rule259の適用を主張した売手である老夫婦の主
張を排斥した。 
 
Wolfmanらは、Proulx事件について、売手の代理人の依頼者に対する適格義務違反が明
らかであるとしつつも、買手の代理人には、最低限、適格な代理人を確保する必要性があ
ることを伝えることを怠ったという倫理的に許容されない行為を行い、場合によっては
辞任すべきだったのではないかという問題を提起している260。 
 
第五節 損害論 
一 総論 
ネグリジェンスの損害賠償請求の場合、原告は①専門家が当該義務を負うことだけで
なく、②当該義務の違反、③損害の発生、④義務違反と損害との間の因果関係（proximate 
cause）を立証する必要がある。 
一般論として、依頼者が実際に被った損害について賠償が認められ、将来のある時点に
おいて起きるかもしれない不確実な損害（speculative damages）については賠償が認め
られていない。 
依頼者が回収できる費用として、多くの州では、専門家のネグリジェンスによって生じ
た損害を緩和しようとするために生じた弁護士費用及びその他の費用は損害賠償の対象
とされるが、ネグリジェンスに基づく訴え提起に関する弁護士費用は賠償の対象とされ
                                                     
258 594 F.2d 832 (1979). 
259 Comm'r v. Danielson, 378 F.2d 771 (3d Cir. 1967). 
260 Wolfman et al., supra note 43, at 455. 
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ないようである261。また、例えば、納税申告書作成者が故意に虚偽又は詐欺的な代理行為
を行った場合には、懲罰的損害賠償が課されることもある262。また、専門家が適切に助言
していたのであればかかったであろう費用が損害賠償額から差し引かれるか否かについ
ては、判断が分かれている263。 
 
［35］Linck v. Barokas & Martin264では、夫の財産を相続した原告は、遺産処分計画
について助言していた弁護士と会計士である被告らが適切に助言していれば、州法によ
り相続後６か月以内にその子どもたちに当該財産を贈与することで相続税の支払いを回
避できたと主張し、その後の原告が子どもたちに対して当該財産を贈与したことによっ
て生じた贈与税相当分の損害を求めた。被告らの助言があれば原告が実際に贈与してい
たことの立証の問題は残るものの、裁判所は、原告の主張自体は失当ではない旨結論づけ
ている。 
 
二 税の不納付に伴って生じる損害 
アメリカにおいては、税の不納付に伴って納税者に生じる損害として、以下の 4つが検
討される265。 
①追加して納付した税金 
②税の不納付によって政府に支払う経過利子 
③税の不納付によって課せられたペナルティ 
④上記①～③の損害を被らないようにするためにかかった費用 
 
米国では、一般的に、租税専門家の過誤によって依頼者に損害が生じた場合には、これ
らの損害が回復可能な損害の対象となるかが議論されるが、③のペナルティ及び④の費
用がその対象となることについてはほとんど争いがないようである。 
ニューヨーク州では、①及び②の損害は回復不可能であるとされている。ニューヨーク
州のこの立場は、〔36〕Alpert v. Shea Gould Climenko & Casey266（以下「Alpert事件」
という。）において明確にされた原則に基づいている267。Alpert事件の概要及び裁判所の
判断は以下のとおりである。 
Alpertは、Logan Properties Program（以下「Logan」という。）の名で知られたタッ
                                                     
261 Sorenson v. Fio Rito, 413 N.E.2d 47 (Ill. App. 1980). 
262 See Bowman v. Doherty, 686 O.2.d 112 (Kan. 1984). 
263 差引を認めたものとして Mcglone v. Lacey, 288 F. Supp. 662 (D.S.D. 1968)等があり、差引を認め
なかったものとして Togstad v. Vesely, Otto, Miller & Keefe, 291 N.W.2d 686 (Minn. 1980)等があ
る。 
264 667 P.2d 171 (Alas. 1983). 
265 Todres, supra note 114, TAX MALPRACTICE DAMAGES, at 712-737. 
266 559 N.Y.S. 2d 312 (N.Y. App. 1990). 
267 他方、例えば、イリノイ州では、IRSによる公式の調査後であれば、延滞税相当分を回復することが認
められている（Dail v. Adamson, 570 N.E.2d 1167 (Ill. App. 1991).）。 
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クス・シェルターに投資した個人である。被告のうちの 1人である Esamu firm は、Logan
に関して租税意見書を発行していた。Alpert は、1977年、多額の所得税の納税義務を負
うことが予想されていたところ、同年 12 月 30 日に、Esamu firm によって組成された
Loganに 52,500ドルを投資した。投資の主たる目的は、石炭鉱業権に関して、Loganによ
って支払われる「最低限の前払ロイヤルティー（advance minimum royalty）」に関する即
時の控除を受けることにあった。 
Alpert は、1977 年の納税申告書において、219,728 ドルの控除をおこなったが、その
うち 216,645ドルが Loganの「最低限の前払ロイヤルティ （ーadvance minimum royalty）」
によるものであった。1978年の納税申告書においても同様に、10,893 ドルの控除を行っ
た。これらの控除は、1985年 3月に、IRSによって、「最低限の前払ロイヤルティ （ーadvance 
minimum royalty）」が内国歳入法典 612条の下では控除することができず、Loganが経済
的実質を有さないとして否認された。 
これに伴い、Alpertは、1986 年 12月、これらの控除によって不足することとなった税
額として 117,451ドルを、経過利子として 165,818ドルを IRSに納めた。 
これに先立つ 1977年 12月 16日、米国財務省は、財務省規則 1.612-3(b)3の修正を公
表した。この修正によって、従前は許容されていた鉱山権に関して支払われる前払ロイヤ
ルティーの総所得からの控除が認められなくなった。 
同月 19日に、IRSによって公表された「Revised Rule 77-489(1977 1.R.B.51)」は、
この規則の修正によって、最低限の前払ロイヤルティーは、支払われる期間にわたる場合
にのみ控除することができ、支払われた課税年度において控除することができないこと
を示していた。 
結果として、1977年 12月 21日、Esamu firmは、Loganの販売促進との関係で用いら
れていた、従前の意見書を撤回し、Loganの運営責任者に手紙を送っていた。 
Loganのスポンサーたちは、1977年 12月 20日付けで、被告の１人である Shea Gould 
Climenko and Casey（以下「Shea Gould」という。）から、補足の意見書を取得した。 
Alpert は、被告らに対して、とりわけ詐欺的不実表示を主張し、①失った利益及び②
被告らの意見を信用せず、その代わりに、有効に存続し得るタックス・シェルターに投資
していれば得られたであろう税利益の損害賠償を求めた。 
1987 年 9 月、被告らは、追加で納付した税及び経過利子に相当する損害回復を求める
損害賠償請求の相当範囲について訴えが却下されるべきとして summary judgment を求め
た。 
第 1審裁判所は、被告らの summary judgmentの申出について、追加で納付した税部分
については訴え却下を認め、Alpert の支払った経過利子については認めなかった。これ
に対して、双方が上訴した事件が本件であり、判決の概要は以下のとおりである。 
①追加で納付した税部分の損害を否定した第 1 審は正しい。詐欺から当然に生じる間
接的な損害は、判例法により、詐欺の実行前の状態にまで回復するために必要な限度
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に限られる。また、詐欺の被害者は、判例法により、詐欺によって見過ごすこととな
った他の合意によって得られたであろう利益を回復することはできない。したがっ
て、詐欺がなければ他のタックス・シェルターに投資したという Alpertの主張は認
められない。 
②IRSに対して支払われた経過利子の回復も排除されるべきである。Freschi v. Grand 
Coal Venture268において、IRSが控除を認めなかったことにより生じた経過利子の回
復を認めなかったとおり、そのような経過利子は、原告が使用を認められていない期
間に当該資金を使用したことに対して IRS に支払うものであって、損害ではない。 
 
三 タックスプランニングによって生じた法律関係に伴う損害 
一般的に、IRSによる最終判断前の時点では、依頼者による損害は不明確な状態にとど
まっていると考えられるため、損害賠償は認められないとされる269。 
また、一般的に、過誤がなくとも課税される場合には当該課税額は損害として認められ
ないと考えられるが、当該取引が課税を避けるために構成されていた場合には異なった
問題が生じる。［37］Whitney v. Buttrick270では、被告である弁護士が、「非課税」とな
るように構成した上で原告株式の売却を代理したところ、後に当該スキームが誤りであ
ることが判明し、原告は課税されることとなった。裁判所は、原告が実際に出捐した金額
だけでなく、他のやり方で当該取引が「非課税」とすることができたことを立証した場合
には、当該課税額についても損害として認める旨の判断を下した。 
［6］Bancroft v. Indemnity Insurance Co. of North America271では、被告である公
認会計士が法の適用関係について検討しなかった過誤によって、原告に生じた加算税の
損害賠償を認めた。 
また、専門家による助言がなければ当該取引を実行していなかった場合の損害額につ
いては算定が容易ではない。［38］Rassierur v. Charles272では、公認会計士が、原告の
株式譲渡についてキャピタルゲインが生じたと誤って認識していたため、その課税額を
減らすために、原告に対してキャピタルロスが生じる他の株式の譲渡を助言したところ、
原告はその助言にしたがって当該株式を譲渡した。後に当初の株式譲渡にキャピタルゲ
インが生じておらず、実際にはキャピタルロスが生じていたことが判明した。裁判所は、
売却後 30日以内に実質的に同じ株式を取得すれば売却損を認めないとする Wash Sale規
定273を用いることで、二度目の株式譲渡に係る売却損を認めないことができたことを指摘
して、実際の売却価格と売却後 30日経過後の合理的な時期に株式を売却していた場合に
                                                     
268 767 F.2d 1041 (2nd Cir.1985). 
269 Bronstein v. Kalcheim & Kalcheim, Ltd., 414 N.E.2d 96 (Ill. 1980). 
270 376 N.W.2d 274 (Minn. App. 1985). 
271 Supra note 155. 
272 188 S.W.2d 817 (Mo. 1945). 
273 IRC §1091. 
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取得したであろう売却価格との差額に限り損害として認めた。 
［39］Ronson v. Talesnick274は、経過利子について損害として認めたものの、被告で
ある会計士による、自身の過誤によって生じることとなった原告の取引によって原告が
得た利益を損害から差し引くべきであるという主張を認めている。また、〔40〕Streber v. 
Hunter275では、経過利子と利息との差額を損害として認めている。 
 
四 損害限定合意 
租税実務家が自らの過誤によって依頼者から請求を受ける損害賠償額を制限するため
に、事前に依頼者との間で、過誤によって賠償する損害額を制限する合意がなされること
があるが、職務模範規則 1.8(h) (1)は、「依頼者が、合意にあたって別の法律家により代
理されている場合を除き、弁護過誤について、自己の依頼者に対する責任を事前に限定す
る合意をすること」を禁止している。 
  
                                                     
274 33 F.Supp.2d 347 (D.N.J. 1999). 
275 221 F.3d 701 (5th Cir. 2000). 
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第四章 日本法への示唆 
第一節 問題の確認 
本稿の問題意識は、自主的な申告納税制度においては、納税者の納税申告書が正しいこと
が前提とされており、租税専門家が置かれる状況は、一般的な民事問題における契約書作成
や争訟において弁護士等の専門家が置かれる状況と異なるため、その役割、ひいては責任と
倫理の内容が異なるのではないかという点にあった。そして、この課題を検討する視点とし
て、納税申告書作成段階、税務代理段階及びタックスプランニング段階における利害関係の
違いが、租税専門家の責任と倫理に影響を与えるのではないかという点に着目してきた。 
それでは、第二章及び第三章までのアメリカ法の検討から、日本法に対してどのような示
唆を得ることができるだろうか。第二節では、第一款において納税申告書段階について、第
二款において税務代理段階について、第三款においてタックスプランニング段階について、
それぞれ租税専門家の責任と倫理に関する日本法への示唆を探る。 
 
第二節 租税専門家の責任と倫理についてのアメリカ法からの示唆 
第一款 納税申告書作成段階における租税専門家の責任に関する示唆 
まず、アメリカ法においては、納税申告書作成段階が敵対的構造にあるかどうかについ
て議論の前提として検討する。仮に納税申告書作成段階が、Wolfmanらが指摘するように
敵対的構造ではないとした場合には、自主的な申告納税制度においては、納税申告書作成
に関与する租税専門家も当該制度に対して一定の義務を負うと考え得る。例えば、当該専
門家が、納税者の要望する立場が誤っている可能性が高いと考える場合には、たとえ問題
となる立場に関する税額が少額であったとしても、当該立場を反映した納税申告書を作
成することは制度に対する義務に反するため、納税者が当該立場に固執する限り、当該業
務の委託について辞任しなければならない義務が発生するかもしれない。 
また、アメリカ法においては、租税弁護士の行動準則及びペナルティの基準として、「現
実的な可能性」等の複数の水準が設定されている。当該水準を満たしているかどうかを実
際の場面で判断することは困難が伴うであろうが、日本においても納税申告書作成段階
の行動準則として一定の基準を設けることに意義があるかもしれない。 
さらに、日本では、納税申告書作成段階における税理士の過誤の責任を追求する訴訟が
目立つが、そもそも納税申告書の性質にまで遡って議論されることはない。Bittkerが指
摘するように、納税申告書の提出は、納税者の納税義務に関して意見表明することによっ
て政府に対する義務を履行することであるから、租税専門家の義務はその経験や技術に
基づいて納税者の誠実な意見を反映することであるという見解（誠実な意見表明アプロ
ーチ）に立てば、税理士は、納税者が誠実にデータを税理士に提供するという前提に立ち、
当該データの真偽について改めて確認する義務については負わないという方向に働くで
あろう。 
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第二款 税務代理段階における専門家の責任に関する示唆 
税務代理段階については、納税申告書作成段階が政府との敵対的構造ではないことを
前提としない見解によれば、納税申告書作成段階の延長段階と捉えるか、政府との間で敵
対的構造に入る段階と考えるかによって、租税専門家に求められる役割も変わってくる
だろう。すなわち、税務調査を納税申告書作成段階の延長と捉えることができるのであれ
ば、当該税務調査段階における納税申告書作成段階における役割と同様といえ、Duty to 
the systemを前提とする立場からは、専門家も依頼者の租税負担額を正確に報告する義
務を負うと考えることになろう。他方で、税務調査段階において政府との間で具体的な紛
争が顕在化している場合には、租税専門家は政府と相対した納税者の利益を熱心に
（zealously）代理することが求められ、Duty to the System を負わないということにな
ろう。 
例えば、大阪高判平成 24年 3月 8日訟務月報 59巻 6号 1733頁（原審：大阪地判平成
23年 4月 22日判時 2119号 79頁）は、国税局の担当者が、納税者と国税局との交渉及び
協議の場に税理士法に基づく通知をしていない弁護士の同席を認めなかったことについ
て違法ではないと判断したが、その理由付けは、弁護士による国税局への通知を求める税
理士法 51条 1項は、当該規定よりも前に制定された弁護士が税理士の事務を行うことが
できる旨を規定する弁護士法 3 条 2 項の特別規定であるという関係にあるからというも
のであり、税務代理場面における利害関係について遡って検討されることはなかった。自
主申告納税制度のもとでは納税申告書の正確性が前提とされており、当該正確性につい
て調査される限りにおいて、弁護士も税理士法による一定の義務を負わせ、監督に服させ
ることの合理性・必要性が認められ得るが、税務代理場面において政府との紛争が生じて
おり依頼者の熱心な代弁者としての役割が求められる場合には、当該弁護士は税理士法
による制限を受けないと考えることもできるように思われる。当該判決の原審が指摘す
るように、国税局において、不服申立てに弁護士が関与する場合には、税理士法 51 条 1
項に基づく国税局への通知は実務上要求されないという運用も同様の価値判断から説明
することができるであろう。 
 
第三款 タックスプランニング段階における専門家の責任に関する示唆 
タックスプランニング段階において、租税専門家は助言者としての役割を負う一方で、
Duty to the systemを認める見解によれば、租税法分野において、実務家は、依頼者の
利益のために尽くす義務を覆し得る duty to the system を負うため、依頼者の税負担を
最小化する計画を策定する実務家は、依頼者の目的をいかに達成するかを検討する場合
に、政府の利益をも考慮しなければならないとされ、当該文脈において、しばしば租税意
見書規制について論じられてきた。また、タックスプランニングは納税申告書に直結する
ものであるから、納税申告書段階における行為規範が適用されると整理することもでき
よう。日本国内においてもタックスプランニングはごく一般的になされており、タックス
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プランニング段階の行為規範を検討すること自体に一定の意義があると思われる。 
また、Bittkerが指摘するように、タックスプランニング段階では、租税専門家は高い
能力が必要とされるだけでなく、納税者及び第三者の法的権利関係に不可逆的な影響を
与え得るため、租税専門家には納税申告書作成段階に比べてより法律的な素養が必要と
されるであろう。 
 
第三節 おわりに 
シャウプ勧告以来、租税法分野では課税庁を圧倒的なキーパーソンとする、課税庁を軸に
した「税務」の世界が支配的であったものの276、興銀税務訴訟以降、租税法の実務において、
企業の納税申告書の作成を中心とする「税務」から、必ずしも訴訟だけでなく、その他契約
書の作成等の法律実務を前提として議論する「法務」が発展してきたといわれ277、日本国内
においても租税法分野における弁護士の役割は日々高まりつつあるといえる。 
しかしながら、第一章第一節で指摘したとおり、日弁連・各弁護士会又は法曹関係者によ
る租税弁護士の役割・責任・倫理・行為規範に係る積極的な提案はほとんどなされてこなか
った。弁護士が租税法分野に踏み込んでこなかった理由については、複雑な要素が絡み合っ
ていると考えられるが、筆者は、弁護士は租税法分野における弁護士倫理等の行為規範が明
確でない状況下において、当該助言等に伴って依頼者に数字として明らかになる損害につ
いて責任を問われ得るというリスクを引き受けることを避ける傾向が少なからずあったの
ではないかと想像する。 
本稿では、アメリカ法の検討を踏まえて、租税弁護士を含む租税専門家の役割・責任・倫
理・行為規範の内容を解釈していく際の指針を示すため、納税申告書作成段階・税務代理段
階・タックスプランニング段階の各段階において、専門家の役割・責任・倫理等の内容が異
なる可能性がある点を分析した。こうしたアメリカ法の検討からは、租税専門家の役割・責
任・倫理等の内容の解釈や租税倫理の設計に当たっては、各段階における利害関係を踏まえ
た検討が必要となる可能性があることが示される。第一章第二節第三款で述べたように、租
税専門家の行為規範が実際に現実において機能するためには、課税庁又は専門職団体によ
る統一的な行為規範として公表される必要がある。この意味で、今後、課税庁又は専門職団
体による租税専門家の責任と倫理に関する包括的な検討が望まれる。 
最後に、本稿が積み残した課題についても指摘しておきたい。本稿では、アメリカ法にお
ける伝統的な租税倫理・専門家責任を中心として検討した。もっとも、これらの議論は、増
井良啓が指摘するように、実務によりそった内的視点を基調としており、たとえば経済学の
モデルを租税実務に関するデータに適用するといった社会科学的なアプローチへの志向は
薄い278。また、アメリカ法における検討を踏まえて、日本国内における租税専門家の責任が
                                                     
276 中里実＝錦織康高「対談 これからの租税実務」ジュリ 1500号 86頁、88頁〔錦織康高発言〕（2016）。 
277 中里＝錦織・前掲注 276）87-88頁〔中里実発言〕。 
278 増井・前掲注 85）95頁。 
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問われた裁判例について分析・整理する必要があると考えている。これらの検討については、
今後の研究課題としたい。 
このように、本稿が積み残した課題は小さくないが、本稿が租税専門家の責任と倫理に関
する議論の進展に少しでも貢献することができれば、筆者にとって望外の喜びである。 
